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平成 30年度厚生労働科学研究費補助金 エイズ対策政策研究事業 

総括研究報告書 

 

HIV 感染者の妊娠・出産・予後に関する疫学的・コホート的調査研究と情報の普及啓発法の開発 

ならびに診療体制の整備と均てん化に関する研究 

研究代表者：喜多恒和（奈良県総合医療センター周産期母子医療センター長兼産婦人科部長） 

 

研究分担者：喜多恒和  奈良県総合医療センター周産期母子医療センター長兼産婦人科部長 

      吉野直人  岩手医科大学微生物学講座感染症学・免疫学分野 准教授 

      杉浦 敦  奈良県総合医療センター産婦人科 医長 

      田中瑞恵  国立国際医療研究センター小児科 医員 

      山田里佳  JA愛知厚生連海南病院産婦人科 外来部長 

      定月みゆき 国立国際医療研究センター産婦人科 病棟医長 

      桃原祥人  東京都立大塚病院産婦人科 部長 

 

研究要旨： 

 HIV 感染妊娠の早期診断治療と母子感染の回避を目的として、HIV 感染妊婦とその出生児に関す

る全国調査を行い、2017年末までに転帰が判明した 1,027例の HIV 感染妊娠の詳細な臨床情報を含

むデータベースを更新した。HIV 感染妊娠の報告は毎年 40 例程度を継続し、減少傾向は未だみら

れていない。しかし新規の HIV 感染妊娠は減少傾向で、HIV 感染判明後妊娠が最近 5年間では 72%

を占め、昨年度の解析から 8%も上昇した。2018 年報告例では 33 例中 82%を占めるまでになって

いる。妊婦健診未受診妊婦（いわゆる飛び込み分娩妊婦）は、産婦人科病院調査による 39 万分娩

中 941 例（0.24%）であった。自治体調査からは HIV スクリーニング検査への十分な公費負担が確

認されたものの、HIV 母子感染に関する教育啓発機会が少ないことが判明した。適切な母子感染予

防対策を講じた場合、2000 年以降の母子感染率は 0.3%であった。母子感染は 58例に増加した。妊

娠初期でのスクリーニング検査が陰性で母子感染に至ったと推測される事例が散見された。一方母

子感染予防対策を完全に講じた感染妊婦から母子感染は報告されていない。HIV 感染女性と出生児

のコホートシステムには、2019年 1月 21日現在、計 27例が登録された。全例で生存を確認し、重

篤な疾病の発症を認めなかった。全国展開への問題点も明らかとなってきた。HIV 母子感染予防対

策マニュアルを改訂し第 8版を発刊した。ガイドラインと項目の順序を合致させ、それぞれがすぐ

に対照できるように改訂した。HIV 感染妊婦の分娩施設の集約化が進行している中で、経腟分娩が

可能としたのは 33 施設であったが、経腟分娩に関する臨床研究に参加可能は 6 施設に過ぎず、分

娩経験数の多い施設は含まれていなかった。SNSによる啓発として、HIV をはじめとする性感染症

全般に関する情報発信目的の Twitterアカウント（https://twitter.com/HIVboshi）を立ち上げた。「HIV

や梅毒をはじめとする性感染症に関する小冊子」の作成に関しては、編集方針や配布経路の検討を

行った。結論として、HIV 感染妊娠の報告数が減少しないこと、母子感染が散発して継続している

こと、妊娠初期のスクリーニング検査などこれまでの母子感染予防対策では不十分であること、未

受診妊婦が一定数継続して発生していること、HIV 感染に大きく影響する性感染症である梅毒の発

生が増加傾向であること、HIV 感染妊娠の診療が集約化されつつあるものの経腟分娩のための診療

体制整備は極めて不十分であることなどから、考えられる今後の対策として、HIV 感染をはじめと

する性感染症に関する教育啓発が最も有効な手段であろうと考えられた。 
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A.研究目的 

 HIV 感染の妊娠・出産・予後に関して全国調

査し、コホート研究による抗 HIV 治療の影響を

検討する。HIV 等の性感染症と妊娠に関する情

報を網羅した国民向け小冊子を作成し、周知方

法を開発する。既刊の「HIV 母子感染予防対策

マニュアル」や「HIV 感染妊娠に関する診療ガ

イドライン」の改訂により、わが国独自の HIV

感染妊娠の診療体制を整備し均てん化する。 

 

B.研究方法 

１）HIV 感染妊娠に関する研究の統括と成績の

評価および妊婦の HIV 感染に関する認識度の

実態調査（喜多分担班）：①研究分担者相互に

よる研究計画評価会議や、研究協力者も加えた

研究班全体会議を適時行い、各研究分担の進捗

状況と成績を相互評価し、年度ごとあるいは年

度にまたがる研究計画の修正を行った。②ホー

ムページの継続的運営により研究成果を公開

することで、HIV 感染妊娠に関わる国民の認識

と知識の向上に寄与した。③地域や医療レベル

の異なる 6 か所の定点施設の妊婦に対し、HIV

感染に関するアンケート調査を毎年継続的に

実施し、偽陽性に関する理解度など妊婦の知識

レベルの変化を把握し、教育啓発活動に資する

こととした。 

 

２）HIV 感染妊婦とその出生児の発生動向およ

び妊婦 HIV スクリーニング検査等に関する全

国調査（吉野分担班）：①HIV 感染妊婦とその

出生児の発生動向調査を全国の産科病院約

1,155か所と産婦人科診療所3,091か所および小

児科施設約 2,239 か所を対象に実施した。同時

に妊婦における HIV スクリーニング検査実施

率や梅毒感染妊婦の診療実態も調査した。平成

28 年度から開始した未受診妊婦の発生状況も

継続的に調査した。②産科班（杉浦分担班）や

小児科班（田中分担班）との共同により、毎年

HIV 母子感染全国調査報告書を作成し、全国の

産科小児科診療施設や地方自治体などの関連

機関に配布することにより、診療体制や医療行

政の改善に寄与した。②全国の自治体 1,741 市

町村を対象に、妊婦検診に公費負担および HIV

母子感染予防啓発に関してアンケート調査を

行った。 

 

３）HIV 感染妊娠に関する臨床情報の集積と解

析およびデータベースの更新（杉浦分担班）：

①毎年度の吉野分担班による全国 1次調査結果

の報告を受け、HIV 感染妊婦の診療施設に対し

産科 2次調査票を郵送し、臨床情報の集積を行

った。②一次調査班（吉野分担班）や小児科班

（田中分担班）との共同により、集積された

HIV感染妊婦および出生児の臨床情報を照合し、

産婦人科小児科統合データベースの更新と解

析を行い、HIV 感染妊娠の発生動向を毎年度把

握し、今後を推測した。 

 

４）HIV 感染女性と出生児の臨床情報の集積と

解析およびウェブ登録によるコホートシステ

ムの全国展開（田中分担班）：①毎年度の吉野

分担班による全国 1 次調査結果の報告を受け、

出生児の診療施設に対し小児科 2次調査票を郵

送し、臨床情報の集積・解析を行った。②HIV

陽性女性と出生した児の予後に関するコホー

ト調査のためのウェブ登録システムは国際医

療研究センターで稼働済みで、これを平成 30

年度から毎年度症例把握と同時に全国施設へ

展開することとした。 

 

５）HIV 感染妊娠に関する診療ガイドラインの

改訂と HIV 母子感染予防対策マニュアルの改

訂（山田分担班）：①わが国の医療経済事情や

医療機関の対応能力を考慮した、欧米とは異な

るわが国独自の「HIV 感染妊娠に関する診療ガ

イドライン」の検証と改訂を行う。平成 30 年

度・令和元年度は日本産婦人科感染症学会の協

力のもと情報を収集し、令和 2年度に改訂版発

刊を目指す。②当初平成 30 年度には、平成 26

年 3 月発刊の「HIV 母子感染予防対策マニュア
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ル」第 7版を、診療現場の実際に合わせて補填

修正することを計画したが、第 7版は情報量が

多過ぎ、また昨今のウェブ情報の発展向上を鑑

み、マニュアルは改訂することによりスリム化

を図ることに変更した。 

 

６）HIV 感染妊婦の分娩様式を中心とした診療

体制の整備と均てん化（定月分担班）：①平成

30 年度は、90%以上の HIV 感染妊婦の診療を担

っているエイズ診療拠点病院と周産期センタ

ー、および直近の HIV 感染妊婦の診療経験施設

を対象に、診療体制の現状調査を行い、令和元

年度には経腟分娩が可能となる患者の条件お

よび施設の診療体制基準を明確にし、適切で実

行可能な診療体制の提案により全国均てん化

を図った。そして令和 2年度のガイドライン改

訂の資料とすることとした。②わが国における

HIV感染妊婦の経腟分娩の可能性について検討

した。 

 

７）HIV をはじめとする性感染症と妊娠に関す

る情報の普及啓発法の開発（桃原分担班）：①

毎年度各地で市民公開講座等を企画して、HIV

に関する情報と研究成果を周知することによ

り、国民の HIV 感染妊娠に関する認識と知識の

向上を図った。 

②妊婦の HIV スクリーニング検査や妊婦検診

の重要性および各種性感染症に関する情報の

普及啓発を目的に、「HIV や梅毒をはじめとす

る性感染症に関する小冊子」を日本産婦人科感

染症学会と共同して作成し、印刷物・ホームペ

ージ・マスコミなどを媒体として広く国民に周

知することとした。学会関連の有識者、市民団

体、行政などの関連機関との連携を図りながら、

令和 2年度の刊行と拡散を目指す。 

 

（倫理面への配慮） 

調査研究においては、文部科学省・厚生労働省

「人を対象とする医学系研究に関する倫理指

針」を遵守しプライバシーの保護に努めた。 

 

C.研究結果 

１）研究計画評価会議を 2回、研究班全体会議

を 2回行い、各研究分担班会議も複数回行われ、

研究の確実な遂行に寄与できた。研究班のホー

ムページは随時更新し、研究報告書や診療ガイ

ドラインおよびマニュアル改定版を掲載した。

妊婦を対象とした HIV スクリーニング検査に

関するアンケート調査では、80.9％の妊婦が

HIV母子感染の可能性を知っているにもかかわ

らず、スクリーニング検査の意義や偽陽性につ

いて知識があるものは 4.8％にとどまり、スク

リーニング検査で偽陽性と告げられた際には、

47.1％が非常に動揺すると回答した。さらにこ

のアンケート調査に関わる説明文の提供によ

り、96.2%で知識の向上があったとの回答を得

たことから、HIV スクリーニング検査に関する

妊婦の知識レベルは、著しく低いと考えられた。 

 

２）産婦人科病院および小児科病院への全国 1

次調査を実施した。HIV 感染妊婦の新規例は産

婦人科病院から 38 例、産婦人科診療所から 8

例が報告され、小児科病院からは HIV 感染妊婦

からの新規出生児 34 例の報告を得た。これら

の結果は「HIV 感染妊娠に関する臨床情報の集

積と解析およびデータベースの更新」班（杉浦

分担班）および「HIV 感染女性と出生児の臨床

情報の集積と解析およびウェブ登録によるコ

ホートシステムの全国展開」班（田中分担班）

に報告され、各分担班による 2次調査の対象と

した。 

妊婦の HIV スクリーニング検査率は、病院で

は 99.70％（2017年度は 99.98%）にまで上昇し

た。 

梅毒感染妊婦の診療経験数は、病院調査と診

療所調査で 2017年 1月から 12 月の期間に、病

院調査では 311例（197病院）、診療所調査では

243 例（169 診療所）であった。分娩件数を基

にした梅毒感染妊婦の割合は、全国で 0.085％

であった。 
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妊婦健診未受診妊婦（いわゆる飛び込み分娩

妊婦）は、産婦人科病院調査による 39 万分娩

中 941 例（0.24%）であった。 

自治体調査からは HIV スクリーニング検査

への十分な公費負担が確認されたものの、HIV

母子感染に関する教育啓発機会が少ないこと

が判明した。HIV 感染妊婦の発生数が少ないこ

とや啓発資材の不足が要因であることが分か

った。 

 

３）産婦人科データと小児科データの照合の結

果、平成 29 年（2017 年）末までに妊娠転帰と

なった HIV 感染妊娠数は、平成 28年（2016年）

末までの 983例から 44例増加し 1,027例となっ

た。それらの詳細な臨床情報をデータベース化

した。 

適切な母子感染予防対策を講じた場合、2000

年以降の母子感染率は 0.3%であった。最近 5

年間ではHIV感染判明後の妊娠が72.0％を占め

ていた。母子感染は 58 例に増加した。妊娠初

期でのスクリーニング検査が陰性であったた

め、母子感染予防対策が講じられず分娩に至り、

妊娠中期以降あるいは授乳期の母体の HIV 感

染により母子感染に至ったと推測される事例

が散見された。一方母子感染予防対策を完全に

講じた感染妊婦から母子感染は報告されてい

ない。 

 

４）小児科病院 2 次調査により新規 25 例の臨

床情報を得て、産婦人科小児科統合ファイルの

更新に供した。 

 フォローアップシステムの構築では、NCGM

でのパイロット調査の継続および、全国展開に

向け、システムの問題点について検討した。パ

イロット調査では、NCGM の倫理委員会で平成

29 年 8 月 2 日付で承認を得た(研究名：ヒト免

疫不全ウイルス陽性女性と出生した児の長期

予後に関するコホート研究 The Japan Woman 

and Child HIV Cohort Study(JWCICS)、承認番

号：NCGM-G-002104-01)。倫理委員会の承認後、

平成 29年 8月 2から症例の登録を開始し、2019

年 1 月 21日現在、計 27例が登録された(本年度

は 5 例)。全例で生存を確認し、重篤な疾病の発

症を認めなかった。全国展開に向け問題点を検

討したところ、①参加施設の年間の症例数と登

録数の乖離の把握、進捗を確認する必要性、②

二次調査との二重入力による担当者の負担軽

減、③感染児は症例数が少ないことから女性

(母)の登録とは別に独立した登録システムを用

い施設を限定せずに行った方がよい、④入力負

担軽減のための CRFの簡略化、内科医の入力の

省略などの問題点が挙がった。そのため、長期

的かつ迅速に 2次調査との連動の必要性とシス

テムの簡略化について現在も検討中である。 

 

５）2014 年 3 月に発刊された HIV 母子感染予

防対策マニュアル第 7 版の改訂を行った。HIV

診療の実際は、産科内科医師だけではなく、助

産師、看護師、薬剤師、コメディカルがチーム

で対応できる必要がある。またガイドラインと

項目の順序を合致させ、それぞれがすぐに対照

できるように改訂した。 

 2018 年 3 月に発刊された HIV 感染妊娠に関

する診療ガイドライン初版の検証と改訂の準

備を開始した。本ガイドラインは、わが国の医

療経済事情や医療機関の対応能力を考慮した、

欧米とは異なる日本独自のガイドラインであ

る。今後も世界での HIV 診療の進歩に対応すべ

く、各国のガイドラインや文献を参照しながら、

令和 2年度に日本における医療体制、産科診療

体制の変化に対応し改訂する予定である。 

 

６）全国の HIV 診療拠点病院および周産期医療

センター558 施設を対象に、HIV 感染妊婦の診

療体制の現状ならびに産科・小児科・感染症か

の診療の可否および分娩様式に関するアンケ

ート調査を実施した。HIV 感染妊婦の分娩施設

の集約化が進行している中で、経腟分娩が可能

としたのは 33 施設に及んだ。しかし HIV 感染

妊婦の経腟分娩に関する臨床研究に参加が可
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能であると回答したのは 6施設に過ぎず、分娩

経験数の多い施設は含まれていなかった。やは

り診療体制の整備が不十分であるという要因

が最も多かった。 

 

７）第 25回 AIDS文化フォーラム in横浜（2018

年 8 月 3日（金）～5日（日）、会場；かながわ

県民センター）に参加した。一般市民参加型の

公開講座を開催し、市民の HIV 感染妊娠に関す

る認識と知識の向上を目指した。また、医療従

事者への啓発として国立病院機構関門医療セ

ンターにて職員向け講演「HIV 感染妊婦の経腟

分娩について（HIV/AIDS の現状）」を行った（11

月 15 日）。 

 SNS による啓発としては HIV をはじめとす

る性感染症全般に関する情報発信目的の

Twitter アカウント（https://twitter.com/HIVboshi）

を立ち上げた。 「HIV や梅毒をはじめとする

性感染症に関する小冊子」の作成に関しては、

編集方針や配布経路の検討を行った。 

 

D.考察 

１）妊婦の HIV 感染に関する認識や知識のレベ

ルは著しく低いことが判明した。またこの傾向

は 3年間のアンケート調査で大きな変動はなく、

喫緊の問題であると判明した。妊娠初期におけ

るアンケート調査に伴って配布した依頼文に

よる説明と啓発は、スクリーニング検査が陽性

の結果に対する妊婦の混乱を回避することに

大いに役立つ可能性があることから、妊婦に限

らず一般国民への教育啓発の必要性が確認さ

れた。 

２）99%以上と高い HIV スクリーニング検査率

にもかかわらず、母子感染が散発していること

は、妊娠中期以降や授乳期における母体の HIV

感染が原因と推測される。この対策として、妊

娠中や授乳期における自主的な複数回のスク

リーニング検査が必要であると考えられるが、

適応基準や医療経済的な課題は大きい。未受診

妊婦は 0.2~0.3%の割合で発生しており、われわ

れの 3年間の結果や他の報告もほぼ同程度であ

った。性感染症に関する教育啓発により、HIV

感染女性を減少させることや未受診妊婦を減

少させることが、根本的な解決方法であろうと

考えられる。このことは市町村の自治体調査の

結果からも必要性が窺え、本研究班の教育資材

をはじめとする教育啓発法の開発が適切な対

策法であると考えられた。 

３）この 20 年間では、年間 30～50 例程度の

HIV 感染妊娠が報告され、大きな増減傾向はみ

られていない。妊娠を契機に新規に HIV 感染が

診断される例は減少傾向にあり、既に感染が確

認されている女性の妊娠が 80%を占めるよう

になった。将来的には HIV 感染妊娠が減少する

ことが期待されるが、分娩後の治療や再妊娠な

どの継続的なフォローアップに関する課題は

大きい。 

４）HIV 感染女性とその出生児を対象としたコ

ホートシステムの運用に関しては、産科医・内

科医・小児科医の協力による全国展開、情報管

理、経済的な継続性など多くの課題が残る。HIV

感染妊娠の診療経験数の多い基幹施設の参加

を推進し、このシステムの必要性を周知するこ

とにより、出生児の長期予後の安全性が明らか

となる。 

５）わが国独自の「HIV 感染妊娠に関する診療

ガイドライン」を昨年度に発刊し、今年度は

「HIV 母子感染予防対策マニュアル」を大きく

改訂し第 8版を刊行した。経腟分娩か帝王切開

分娩かの推奨においては、基本推奨は帝切分娩

のままとして母子感染予防を担保し、医療体制

や医療経済事情を考慮した上での記載とした。

ただし経腟分娩も一定の施設基準や患者基準

をクリアした例に関しては可能とした。今後、

医療体制の整備や国民の理解度に応じて、改訂

を加える必要がある。 

６）わが国における HIV 感染妊婦への経腟分娩

の適応には、多くの課題が残る。国内のエイズ

診療拠点病院や周産期医療センターの現状調

査から、経腟分娩に対応できる医療体制は整っ
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ていないと考えられる。経験数の多い施設の参

加を必須とする経腟分娩の実証が必要であり、

これに賛同を得るには診療体制の整備や医療

従事者の理解等、超えるべきハードルは高い。 

７）若者を中心として、広く国民を対象とする

大規模な教育啓発活動が必要である。HIV 感染

や梅毒を中心とする性感染症と妊娠に関する

小冊子の作成や報道・SNSの利用など、教育啓

発法の新規開発の必要性が明らかとなった。 

 

E.結論 

 HIV 感染妊娠の報告数が減少しないこと、母

子感染が散発して継続していること、妊娠初期

のスクリーニング検査などこれまでの母子感

染予防対策では不十分であること、未受診妊婦

が一定数継続して発生していること、HIV 感染

に大きく影響する性感染症である梅毒の発生

が増加傾向であること、HIV 感染妊娠の診療が

集約化されつつあるものの経腟分娩のための

診療体制整備は極めて不十分であることなど

から、考えられる今後の対策として、HIV 感染

をはじめとする性感染症に関する教育啓発が

最も有効な手段であろうと考えられた。 

 

F.健康危険情報 

特記事項なし 

 

G.研究業績 

著書 

1. 喜多恒和、杉浦 敦、谷村憲司．C.周産期感

染症の管理－母子感染対策－ 12 HIV 感染

症．産婦人科感染症マニュアル（一般社団法

人日本産婦人科感染症学会編） 金原出版 

東京 pp304-312，2018 

2. 喜多恒和、石橋理子．C.周産期感染症の管理

－母子感染対策－ 11 劇症型 A 群連鎖球菌

感染症．産婦人科感染症マニュアル（一般社

団法人日本産婦人科感染症学会編） 金原出

版 東京 pp299-303，2018 

3． 山田里佳、谷口晴記、塚原優己、井上孝実、

千田時弘、大里和広、定月みゆき、中西豊、

白野倫徳、鳥谷部邦明、吉野直人、杉浦 敦、

田中瑞恵、蓮尾泰之、喜多恒和：HIV感染妊

娠に関する診療ガイドライン第 8版．平成 29

年度厚生労働省科学研究費補助金エイズ対

策政策研究事業「HIV感染妊娠に関する全国

疫学調査と診療ガイドラインの策定ならび

に診療体制の確立」班編 2018 

4． 田中瑞恵：後天性免疫不全症．小児科診療ガ

イドライン 第 4版（五十嵐 隆編） 総合

医学社 in press 

5． 田中瑞恵：小児の HIV 感染症．今日の小児

治療指針 第 17 版（水口 雅編） 医学書

院 in press 

 

論文 

1． Yoshino N, Takeshita R, Kawamura H, 

Sasaki Y, Kagabu M, Sugiyama T, Muraki 

Y, Sato S. Mast cells partially contribute to 

mucosal adjuvanticity of surfactin in mice. 

Immun Inflamm Dis 6: 117-127, 2018 

2． Yamanaka J, Nozaki I, Tanaka M, Uryuu 

H, Sato N, Matsushita T, Shichino H: 

Moyamoya syndrome in a pediatric 

patientwith congenital human 

immunodeficiency virus type 1 infection 

resulting in intracranial hemorrhage. J of 

Infect Chemother 24: 220-223, 2018 

3． 扇谷綾子、安原 肇、竹田善紀、石橋理子、

平野仁嗣、京谷有希子、酒井直子、喜多恒和、

箕輪秀樹：『妊娠・授乳と薬のデータベース』

作成と運用における課題．日本周産期・新生

児医学会雑誌 54：60-65，2018 

4． 石橋理子、喜多恒和．周術期感染症を含む重

症感染症 劇症型 A 群レンサ球菌感染症

（GAS)．臨床婦人科産科 72：166-171，

2018 

5． 谷口晴記、山田里佳、喜多恒和、塚原優己：

産婦人科感染症の診断・管理～その秘訣とピ

ットフォール．臨床婦人科産科 72：88-92，
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2018 

6． 谷口晴記、白野倫徳、山田里佳、塚原優己：

HIV母子感染予防のための薬物療法．周産期

医学 48：101-104，2018 

 

学会発表 

1. 杉浦 敦、中西美紗緒、市田宏司、箕浦茂樹、

松田秀雄、高野政志、桃原祥人、佐久本薫、

太田 寛、石橋理子、喜多恒和：本邦の医療

施設において HIV 感染妊娠の経腟分娩は可

能か？．第 70 回日本産科婦人科学会学術講

演会．宮城．2018.5 

2. 山田里佳、喜多恒和、谷口晴記、井上孝実、

千田時弘、大里和広、鳥谷部邦明、中西 豊、

定月みゆき、白野倫徳、塚原優己、吉野直人、

杉浦 敦、田中瑞恵、蓮尾泰之：わが国独自

の HIV 母子感染予防対策ガイドラインの策

定について．第 70 回日本産科婦人科学会学

術講演会．宮城．2018.5 

3. 林 彩世、上野山麻水、緒方佑莉、赤羽宏基、

粟野 啓、大西賢人、中西美紗緒、高本真弥、

大石 元、定月みゆき、山澤功二、矢野 哲：

HIV陽性患者におけるCIN発症頻度の検討．

第 70 回日本産科婦人科学会学術講演会．宮

城．2018.5 

4. 林 公一、蓮尾泰之、明城光三、五味淵秀人、

宗 邦夫、喜多恒和：本邦における HIV 感

染妊婦の経腟的分娩の受け入れ対応につい

て―国内分娩施設における経腟分娩受け入

れ可否の現状調査―．第 70 回日本産科婦人

科学会学術講演会．宮城．2018.5 

5. 吉野直人、伊藤由子、大里和広、高橋尚子、

杉浦 敦、田中瑞恵、谷口晴記、山田里佳、

桃原祥人、定月みゆき、戸谷良造、稲葉憲之、

和田裕一、塚原優己、喜多恒和：妊婦 HIV

スクリーニング検査実施率の変遷と背景．第

35回日本産婦人科感染症学会学術集会．岐阜．

2018.5 

6. 大里和広、吉野直人、伊藤由子、高橋尚子、

杉浦 敦、谷口晴記、山田里佳、桃原祥人、

田中瑞恵、定月みゆき、戸谷良造、稲葉憲之、

和田裕一、塚原優己、喜多恒和：未受診妊婦

への HIV スクリーニングの現状―妊婦 HIV

スクリーニング検査に関する全国調査．第 35

回日本産婦人科感染症学会学術集会．岐阜．

2018.5 

7. 竹田善紀、杉浦 敦、市田宏司、中西美紗緒、

箕浦茂樹、松田秀雄、高野政志、桃原祥人、

小林裕幸、佐久本薫、太田 寛、石橋理子、

藤田 綾、榎本美喜子、高橋尚子、吉野直人、

山田里佳、定月みゆき、田中瑞恵、外川正生、

喜多恒和：近年における HIV 感染判明後妊

娠の現状．第 35 回日本産婦人科感染症学会

学術集会．岐阜．2018.5 

8. 杉浦 敦、竹田善紀、市田宏司、中西美紗緒、

箕浦茂樹、松田秀雄、高野政志、桃原祥人、

小林裕幸、佐久本薫、太田 寛、石橋理子、

藤田 綾、高橋尚子、吉野直人、山田里佳、

定月みゆき、田中瑞恵、外川正生、喜多恒和：

HIV 感染初産婦における分娩様式に関する

検討．第 35 回日本産婦人科感染症学会学術

集会．岐阜．2018.5 

9. 竹田善紀、杉浦 敦、市田宏司、中西美紗緒、

箕浦茂樹、松田秀雄、高野政志、桃原祥人、

佐久本薫、石橋理子、吉野直人、喜多恒和：

近年の HIV の母子感染例に関する臨床的・

疫学的検討．第 54 回日本周産期・新生児医

学会学術集会．東京．2018.7 

10. 辻 満、砂倉麻央、浅野真、福岡真弓、高 暁

子、川上香織、岩田みさ子、桃原祥人：当院

での過去 4年間における梅毒合併妊娠 8例の

検討．第 54 回日本周産期・新生児医学会学

術集会．東京．2018.7 

11. 大里和広、吉野直人、伊藤由子、高橋尚子、

杉浦 敦、谷口晴記、山田里佳、桃原祥人、

田中瑞恵、定月みゆき、戸谷良造、稲葉憲之、

和田裕一、塚原優己、喜多恒和：妊婦 HIV

検査と HIV 母子感染の日本の現状―HIV 感

染妊娠に関する全国疫学調査．第 72 回国立

病院総合医学会．神戸．2018.11 
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12. 伊藤由子、吉野直人、大里和広、高橋尚子、

杉浦 敦、田中瑞恵、谷口晴記、山田里佳、

桃原祥人、定月みゆき、戸谷良造、稲葉憲之、

和田裕一、塚原優己、喜多恒和：未受診妊婦

に対する HIV スクリーニング検査状況～全

国調査の結果より～．第 72 回国立病院総合

医学会．神戸．2018.11 

13. 林 公一、明城光三、五味淵秀人、宗 邦夫、

中山香央、蓮尾泰之、喜多恒和：HIV感染妊

婦に関する診療ガイドラインの刊行に当た

り．HIV感染妊娠における経腟的分娩の受け

入れ可能施設の現状について．第 72 回国立

病院総合医学会．兵庫．2018.11 

14. 杉浦 敦、竹田善紀、市田宏司、中西美紗緒、

箕浦茂樹、松田秀雄、高野政志、桃原祥人、

小林裕幸、佐久本薫、太田 寛、石橋理子、

藤田 綾、吉野直人、山田里佳、定月みゆき、

田中瑞恵、外川正生、喜多恒和：妊娠中・分

娩後に HIV 感染が判明した 194 例の臨床的

疫学的解析．第 32 回日本エイズ学会学術集

会．大阪．2018.12 

15. 田中瑞恵、外川正生、兼重昌夫、細川真一、

前田尚子、寺田志津子、七野浩之、吉野直人、

杉浦 敦、喜多恒和：小児 HIV 感染症の発

生動向と今後の課題．第 32 回日本エイズ学

会学術集会．大阪．2018.12 

16. 桃原祥人、杉浦 敦、竹田善紀、市田宏司、

中西美紗緒、箕浦茂樹、松田秀雄、高野政志、

小林裕幸、佐久本薫、太田 寛、石橋理子、

藤田 綾、吉野直人、山田里佳、定月みゆき、

田中瑞恵、外川正生、喜多恒和：妊娠初期

HIV スクリーニング検査陰性例から生じた

母子感染に関する検討．第 32 回日本エイズ

学会学術集会．大阪．2018.12 

17. 山田里佳、喜多恒和、吉野直人、杉浦 敦、

田中瑞恵、定月みゆき、桃原祥人、谷口晴記、

塚原優己、井上孝実、千田時弘、大里和広、

中西 豊、白野倫徳、鳥谷部邦明、杉野祐子、

羽柴知恵子、出口雅士：HIV感染妊娠に関す

る診療ガイドライン初版と HIV 母子感染マ

ニュアル第 7 版の比較．第 32 回日本エイズ

学会学術集会．大阪．2018.12 

18. 吉野直人、伊藤由子、大里和広、高橋尚子、

杉浦 敦、田中瑞恵、谷口晴記、山田里佳、

桃原祥人、定月みゆき、戸谷良造、稲葉憲之、

和田裕一、塚原優己、喜多恒和：過去 19 年

間の妊婦 HIV スクリーニング検査実施率の

比較と母子感染対策への取り組み．第 32 回

日本エイズ学会学術集会．大阪．2018.12 

19. 大里和広、吉野直人、伊藤由子、高橋尚子、

杉浦 敦、谷口晴記、山田里佳、桃原祥人、

田中瑞恵、定月みゆき、戸谷良造、稲葉憲之、

和田裕一、塚原優己、喜多恒和：妊婦 HIV

スクリーニングにおける未受診妊婦の問題--

妊婦 HIV スクリーニング検査率に関する全

国調査．第 32 回日本エイズ学会学術集会．

大阪．2018.122. 

20. 杉野祐子、木下真里、小山美樹、谷口 紅、

池田和子、大金美和、中西美紗緒、潟永博之、

菊池 嘉、定月みゆき、岡 慎一：国立国際

医療研究センター（NCGM）における HIV

感染妊婦の転機と出産場所に関する検討．第

32回日本エイズ学会学術集会．大阪．2018.12 

 

H.知的財産権の出願・登録状況 

1.特許取得  なし 

2.実用新案登録  なし 

3.その他  なし 
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平成 30 年度厚生労働科学研究費補助金 エイズ対策政策研究事業 

「HIV 感染者の妊娠・出産・予後に関する疫学的・コホート的調査研究と情報の普及啓発法の開発

ならびに診療体制の整備と均てん化に関する研究」班 

分担研究報告書 

 

研究分担課題名：HIV 感染妊娠に関する研究の統括と成績の評価および妊婦の HIV 感染に関する 

認識度の実態調査」 

 

研究分担者：喜多恒和  奈良県総合医療センター 

周産期母子医療センター兼産婦人科、センター長兼部長 

研究協力者：宮木康成  医療法人緑風会三宅おおふくクリニック 院長 

            Medical Data Labo 代表 

多田和美  独協医科大学医学部・大学院 産婦人科学講座 講師 

      石橋理子  奈良県総合医療センター産婦人科 医長 

      吉野直人  岩手医科大学微生物学講座感染症学・免疫学分野 准教授 

      杉浦 敦  奈良県総合医療センター産婦人科 医長 

      田中瑞恵  国立国際医療研究センター小児科 医員 

      山田里佳  JA 愛知厚生連 海南病院産婦人科 外来部長 

      定月みゆき 国立国際医療研究センター産婦人科 病棟医長 

      桃原祥人  東京都立大塚病院産婦人科 部長 

      外川正生  大阪市立総合医療センター小児総合診療科・小児救急科 部長 

戸谷良造  和合病院 副院長 

      塚原優己  国立成育医療研究センター周産期・母性診療センター産科 診療部長 

      和田裕一  宮城県産婦人科医会 理事 

研究補助員：榎本美喜子 奈良県総合医療センター産婦人科 

 

研究要旨： 

各分担研究の進捗状況を分担研究者間で相互評価し、ホームページの継続的運営により研究成果

を公開することにより、医療従事者および国民の HIV 感染妊娠に関わる認識と知識の向上を図った。

さらに HIV スクリーニング検査の偽陽性にかかわる妊婦の混乱を回避するために、医療機関に受診

する妊娠初期の妊婦を対象に、HIV スクリーニング検査に関する基礎知識とスクリーニング検査が

陽性であった場合の反応についてアンケート調査を行った。過去 2年間のアンケート調査結果から、

妊婦の知識レベルは非常に低いことは判明しており、小冊子の配布など何らかの介入が必要であろ

うことが予測されている。平成 30 年度では大学病院 1 か所、公的病院 2 か所、市中病院 1 か所、

有床診療所 2 か所の妊婦 314 人を対象とし、アンケート調査を行った。しかし 80.9％の妊婦が母子

感染をする可能性があると知っているにもかかわらず、スクリーニング検査の意義や偽陽性につい

て知識があるものは 4.8％にとどまった。さらにスクリーニング検査で偽陽性と告げられた際に、

47.1％が非常に動揺すると回答し、本アンケートを行うことで HIV 母子感染について 96.2％があら

たな知識を得たと回答したことから、HIV スクリーニング検査に関する妊婦の知識レベルは、非常

に低いと考えられた。これらの結果は平成 28 年度および 29 年度のアンケート調査結果とほぼ同様
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であった。本アンケート調査を継続的に実施することは、妊婦における HIV 感染妊娠に関する知識

レベルの指標となり得ると考えられ、また副次的に妊娠女性への教育啓発としての意義もあると考

えられる。本アンケートの結果より、妊婦に対する HIV 母子感染についての知識の普及はまだ不十

分であることが明らかになった。スクリーニング検査陽性の告知場面においては、医療者が HIV 感

染に関して正しく十分な知識を持ったうえで説明すべきであり、HIV 感染に関する情報の一般国民

への普及啓発法の開発が必要であると考えられた。 

 

A.研究目的 

1．各分担研究の進捗状況を分担研究者間で相

互評価する。 

2．ホームページの継続的運営により研究成果

を公開する。 

3．HIV スクリーニング検査の偽陽性にかかわ

る妊婦の混乱を回避する適切な対策を提案す

る。 

 

B.研究方法 

1．研究分担者相互による研究計画評価会議や、

研究協力者も加えた研究班全体会議を適時行

い、各研究分担の進捗状況と成績を相互評価し、

年度ごとあるいは年度にまたがる研究計画の

修正を行った。 

2．ホームページの継続的運営により研究成果

を公開することで、HIV 感染妊娠に関わる国民

の認識と知識の向上に寄与した。 

3．地域や医療レベルの異なる 6 か所の定点施

設の妊婦に対し、HIV 感染に関するアンケート

調査を毎年継続的に実施し、偽陽性に関する理

解度など妊婦の知識レベルの変化を把握し、教

育啓発活動に資することとした。妊婦アンケー

ト調査の対象施設は、①大学病院；獨協医科大

学病院（栃木県）、②公的病院；奈良県総合医

療センター（奈良県）・都立大塚病院（東京都）、

③市中病院；成増産院（東京都）、④有床診療

所；松田母子クリニック（埼玉県）・伊東レデ

ィースクリニック（大分県）の 6 施設とした。

すべて研究分担者あるいは研究協力者が所属

する施設とした。資料 1 にアンケート調査説明

文を、資料 2 にアンケート調査回答用紙を示す。 

 

（倫理面への配慮） 

当班の研究では HIV 感染に関わる産科医療

と小児医療および社会医学の中で行われるこ

とから、基本的に「倫理面への配慮」は欠くべ

からざるものである。細心の注意をもって対処

した。 

調査研究においては、文部科学省・厚生労働

省告示「人を対象とする医学系研究に関する倫

理指針」を遵守しプライバシーの保護に努めた。 

 

C.研究結果 

1．研究代表者、研究分担者およびアドバイザ

ーによる研究計画評価会議を年 2 回開催した。

平成 30 年度は、5 月 26 日（土、名古屋）と 12

月 1 日（土、大阪）にて開催。研究班全体会議

も年 2回開催した。平成 30年度は 7月 1日（日、

東京）と 2019 年 1 月 27 日（日、東京）で開催

した。各研究分担の研究計画を修正した。マニ

ュアルは補填から改訂することとした。全国調

査やデータベースの管理を IT 化し、データの

共有化とコスト削減を目指すこととした。 

2．ホームページの更新は、ガイドラインや研

究報告書の公開は行えたものの、学会発表資料

や時事情報の掲載が不十分であった。また関連

学会との連携とリンクも不十分であった。 

3．妊娠初期の妊婦を対象とした HIV スクリー

ニング検査に関するアンケート調査の結果は

表 1 に示した。獨協医科大学、都立大塚病院、

伊東レディースクリニックでアンケート集積

数が少なく、これはアンケート開始時期の遅れ

が原因であった。HIV が母子感染することを知

っていたのは 80.9%であったものの、スクリー

ニング検査を妊婦健診で行うことを知ってい
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たのは 47.8%のみで、さらにスクリーニング検

査が陽性であっても、95%は偽陽性であること

を知っていたのは、たった 4.8%であることが判

明した。スクリーニング検査が陽性であった場

合、確認検査結果が出るまでの 1週間は非常に

動揺すると回答したのが 47.1%におよび、今回

のアンケート調査の説明文により知識が増え

たと回答したのが 96.2%もあった。また医療機

関の間で大きな差はみられなかった。これらの

結果は過去2回の調査結果とほぼ同様であるこ

とが分かった。ただし、過去にも同様のアンケ

ート調査を受けたのは 0.6%のみで、ほとんどが

初回回答であったことを確認した。 

 

D.考察 

1．本研究班では、全国の産科・小児科を標榜

する多数の医療施設を対象とした疫学調査と

その解析を骨幹としている。さらに患者を対象

としたコホート調査やアンケート調査も行い、

医療者向け診療ガイドラインの策定や国民へ

の教育啓発活動も含まれている。研究分担班内

での研究推進のみならず、研究計画評価会議に

よる研究分担者間での軌道修正は、各分担研究

課題の成果をより高めることに有効であった

と考える。 

2．本研究班の活動内容を適時公開することは、

国民への教育啓発に直結することから、HP の

更新を頻回に行い、学会発表プログラムや発表

スライドの紹介、掲載論文の紹介、他の HP と

のリンクなどがさらに必要である。 

3．妊婦へのアンケート調査から、妊婦の HIV

感染に関する知識レベルは非常に低く、適切な

教育啓発法の開発が必要と考えられた。また、

本アンケート調査は、依頼文によりスクリーニ

ング検査及び偽陽性率の高さについて説明し、

妊婦各自が読んだうえでの設問・回答であった。

このアンケート方法は、副次的に妊娠女性への

教育啓発としての意義もあると考えられた。 

 

E.結論 

 研究代表者、研究分担者およびアドバイザー

による複数回の研究計画評価会議により、研究

計画の修正と確実な研究遂行が可能となった。

しかしながら、妊婦においては HIV 感染妊娠に

関する知識レベルは低く、ホームページの充実

や国民向け小冊子の発行あるいは SNS の活用

など、より適切な教育啓発法の開発が必要であ

ると考えられた。 

 

F.健康危険情報 

 なし 

 

G.研究業績 

著書 

1. 喜多恒和、杉浦 敦、谷村憲司．C.周産期

感染症の管理－母子感染対策－ 12 HIV

感染症．産婦人科感染症マニュアル（一般

社団法人日本産婦人科感染症学会編） 金

原出版 東京 pp304-312，2018 

2. 喜多恒和、石橋理子．C.周産期感染症の管

理－母子感染対策－ 11 劇症型 A 群連鎖

球菌感染症．産婦人科感染症マニュアル

（一般社団法人日本産婦人科感染症学会

編） 金原出版 東京 pp299-303，2018 

3． 山田里佳、谷口晴記、塚原優己、井上孝実、

千田時弘、大里和広、定月みゆき、中西豊、

白野倫徳、鳥谷部邦明、吉野直人、杉浦 敦、

田中瑞恵、蓮尾泰之、喜多恒和：HIV 感染

妊娠に関する診療ガイドライン 第 8 版．

平成 29 年度厚生労働省科学研究費補助金

エイズ対策政策研究事業「HIV 感染妊娠に

関する全国疫学調査と診療ガイドラインの

策定ならびに診療体制の確立」班編 2018 

4． 田中瑞恵：後天性免疫不全症．小児科診療

ガイドライン 第 4 版（五十嵐 隆編） 総

合医学社 in press 

5． 田中瑞恵：小児の HIV 感染症．今日の小児

治療指針 第 17 版（水口 雅編） 医学

書院 in press 
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論文 

1． Yoshino N, Takeshita R, Kawamura H, 

Sasaki Y, Kagabu M, Sugiyama T, 

Muraki Y, Sato S. Mast cells partially 

contribute to mucosal adjuvanticity of 

surfactin in mice. Immun Inflamm Dis 6: 

117-127, 2018 

2． Yamanaka J, Nozaki I, Tanaka M, Uryuu 

H, Sato N, Matsushita T, Shichino H: 

Moyamoya syndrome in a pediatric 

patientwith congenital human 

immunodeficiency virus type 1 infection 

resulting in intracranial hemorrhage. J 

of Infect Chemother 24: 220-223, 2018 

3． 扇谷綾子、安原 肇、竹田善紀、石橋理子、

平野仁嗣、京谷有希子、酒井直子、喜多恒

和、箕輪秀樹：『妊娠・授乳と薬のデータベ

ース』作成と運用における課題．日本周産

期・新生児医学会雑誌 54：60-65，2018 

4． 石橋理子、喜多恒和．周術期感染症を含む

重症感染症 劇症型A群レンサ球菌感染症

（GAS)．臨床婦人科産科 72：166-171，

2018 

5． 谷口晴記、山田里佳、喜多恒和、塚原優己：

産婦人科感染症の診断・管理～その秘訣と

ピットフォール．臨床婦人科産科 72：

88-92，2018 

6． 谷口晴記、白野倫徳、山田里佳、塚原優己：

HIV 母子感染予防のための薬物療法．周産

期医学 48：101-104，2018 

 

学会発表 

1． 杉浦 敦、中西美紗緒、市田宏司、箕浦茂

樹、松田秀雄、高野政志、桃原祥人、佐久

本薫、太田 寛、石橋理子、喜多恒和：本

邦の医療施設において HIV 感染妊娠の経

腟分娩は可能か？．第 70 回日本産科婦人

科学会学術講演会．宮城．2018.5 

2． 山田里佳、喜多恒和、谷口晴記、井上孝実、

千田時弘、大里和広、鳥谷部邦明、中西 豊、

定月みゆき、白野倫徳、塚原優己、吉野直

人、杉浦 敦、田中瑞恵、蓮尾泰之：わが

国独自の HIV 母子感染予防対策ガイドラ

インの策定について．第 70 回日本産科婦

人科学会学術講演会．宮城．2018.5 

3． 林 彩世、上野山麻水、緒方佑莉、赤羽宏

基、粟野 啓、大西賢人、中西美紗緒、高

本真弥、大石 元、定月みゆき、山澤功二、

矢野 哲：HIV 陽性患者における CIN 発

症頻度の検討．第 70 回日本産科婦人科学

会学術講演会．宮城．2018.5 

4． 林 公一、蓮尾泰之、明城光三、五味淵秀

人、宗 邦夫、喜多恒和：本邦における

HIV 感染妊婦の経腟的分娩の受け入れ対

応について―国内分娩施設における経腟分

娩受け入れ可否の現状調査―．第 70 回日

本産科婦人科学会学術講演会．宮城．

2018.5 

5． 吉野直人、伊藤由子、大里和広、高橋尚子、

杉浦 敦、田中瑞恵、谷口晴記、山田里佳、

桃原祥人、定月みゆき、戸谷良造、稲葉憲

之、和田裕一、塚原優己、喜多恒和：妊婦

HIV スクリーニング検査実施率の変遷と

背景．第 35 回日本産婦人科感染症学会学

術集会．岐阜．2018.5 

6． 大里和広、吉野直人、伊藤由子、高橋尚子、

杉浦 敦、谷口晴記、山田里佳、桃原祥人、

田中瑞恵、定月みゆき、戸谷良造、稲葉憲

之、和田裕一、塚原優己、喜多恒和：未受

診妊婦への HIV スクリーニングの現状―

妊婦 HIV スクリーニング検査に関する全

国調査．第 35 回日本産婦人科感染症学会

学術集会．岐阜．2018.5 

7． 竹田善紀、杉浦 敦、市田宏司、中西美紗

緒、箕浦茂樹、松田秀雄、高野政志、桃原

祥人、小林裕幸、佐久本薫、太田 寛、石

橋理子、藤田 綾、榎本美喜子、高橋尚子、

吉野直人、山田里佳、定月みゆき、田中瑞

恵、外川正生、喜多恒和：近年における

HIV 感染判明後妊娠の現状．第 35 回日本



13 

 

産婦人科感染症学会学術集会．岐阜．

2018.5 

8． 杉浦 敦、竹田善紀、市田宏司、中西美紗

緒、箕浦茂樹、松田秀雄、高野政志、桃原

祥人、小林裕幸、佐久本薫、太田 寛、石

橋理子、藤田 綾、高橋尚子、吉野直人、

山田里佳、定月みゆき、田中瑞恵、外川正

生、喜多恒和：HIV 感染初産婦における分

娩様式に関する検討．第 35 回日本産婦人

科感染症学会学術集会．岐阜．2018.5 

9． 竹田善紀、杉浦 敦、市田宏司、中西美紗

緒、箕浦茂樹、松田秀雄、高野政志、桃原

祥人、佐久本薫、石橋理子、吉野直人、喜

多恒和：近年の HIV の母子感染例に関する

臨床的・疫学的検討．第 54 回日本周産期・

新生児医学会学術集会．東京．2018.7 

10． 辻 満、砂倉麻央、浅野真、福岡真弓、高 

暁子、川上香織、岩田みさ子、桃原祥人：

当院での過去4年間における梅毒合併妊娠

8 例の検討．第 54 回日本周産期・新生児

医学会学術集会．東京．2018.7 

11． 大里和広、吉野直人、伊藤由子、高橋尚子、

杉浦 敦、谷口晴記、山田里佳、桃原祥人、

田中瑞恵、定月みゆき、戸谷良造、稲葉憲

之、和田裕一、塚原優己、喜多恒和：妊婦

HIV 検査と HIV 母子感染の日本の現状―

HIV 感染妊娠に関する全国疫学調査．第

72 回国立病院総合医学会．神戸．2018.11 

12． 伊藤由子、吉野直人、大里和広、高橋尚子、

杉浦 敦、田中瑞恵、谷口晴記、山田里佳、

桃原祥人、定月みゆき、戸谷良造、稲葉憲

之、和田裕一、塚原優己、喜多恒和：未受

診妊婦に対する HIV スクリーニング検査

状況～全国調査の結果より～．第 72 回国

立病院総合医学会．神戸．2018.11 

13． 林 公一、明城光三、五味淵秀人、宗 邦

夫、中山香央、蓮尾泰之、喜多恒和：HIV

感染妊婦に関する診療ガイドラインの刊

行に当たり．HIV 感染妊娠における経腟的

分娩の受け入れ可能施設の現状について．

第 72 回国立病院総合医学会．兵庫．

2018.11 

14． 杉浦 敦、竹田善紀、市田宏司、中西美紗

緒、箕浦茂樹、松田秀雄、高野政志、桃原

祥人、小林裕幸、佐久本薫、太田 寛、石

橋理子、藤田 綾、吉野直人、山田里佳、

定月みゆき、田中瑞恵、外川正生、喜多恒

和：妊娠中・分娩後に HIV 感染が判明し

た 194 例の臨床的疫学的解析．第 32 回日

本エイズ学会学術集会．大阪．2018.12 

15． 田中瑞恵、外川正生、兼重昌夫、細川真一、

前田尚子、寺田志津子、七野浩之、吉野直

人、杉浦 敦、喜多恒和：小児 HIV 感染

症の発生動向と今後の課題．第 32 回日本

エイズ学会学術集会．大阪．2018.12 

16． 桃原祥人、杉浦 敦、竹田善紀、市田宏司、

中西美紗緒、箕浦茂樹、松田秀雄、高野政

志、小林裕幸、佐久本薫、太田 寛、石橋

理子、藤田 綾、吉野直人、山田里佳、定

月みゆき、田中瑞恵、外川正生、喜多恒和：

妊娠初期 HIV スクリーニング検査陰性例

から生じた母子感染に関する検討．第 32

回日本エイズ学会学術集会．大阪．2018.12 

17． 山田里佳、喜多恒和、吉野直人、杉浦 敦、

田中瑞恵、定月みゆき、桃原祥人、谷口晴

記、塚原優己、井上孝実、千田時弘、大里

和広、中西 豊、白野倫徳、鳥谷部邦明、

杉野祐子、羽柴知恵子、出口雅士：HIV 感

染妊娠に関する診療ガイドライン初版と

HIV 母子感染マニュアル第 7 版の比較．第

32 回日本エイズ学会学術集会．大阪．

2018.12 

18． 吉野直人、伊藤由子、大里和広、高橋尚子、

杉浦 敦、田中瑞恵、谷口晴記、山田里佳、

桃原祥人、定月みゆき、戸谷良造、稲葉憲

之、和田裕一、塚原優己、喜多恒和：過去

19 年間の妊婦 HIV スクリーニング検査実

施率の比較と母子感染対策への取り組み．

第 32 回日本エイズ学会学術集会．大阪．

2018.12 
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19． 大里和広、吉野直人、伊藤由子、高橋尚子、

杉浦 敦、谷口晴記、山田里佳、桃原祥人、

田中瑞恵、定月みゆき、戸谷良造、稲葉憲

之、和田裕一、塚原優己、喜多恒和：妊婦

HIV スクリーニングにおける未受診妊婦

の問題--妊婦 HIV スクリーニング検査率

に関する全国調査．第 32 回日本エイズ学

会学術集会．大阪．2018.12. 

20． 杉野祐子、木下真里、小山美樹、谷口 紅、

池田和子、大金美和、中西美紗緒、潟永博

之、菊池 嘉、定月みゆき、岡 慎一：国

立国際医療研究センター（NCGM）におけ

る HIV 感染妊婦の転機と出産場所に関す

る検討．第32回日本エイズ学会学術集会．

大阪．2018.12 

 

H.知的財産権の出願・登録状況 

1.特許取得    なし 

2.実用新案登録  なし 

3.その他     なし 
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資料 1 アンケート調査説明文 

HIV（ヒト免疫不全ウイルス）スクリーニング検査に関するアンケート調査のお願い 

平成 30年 12 月 5 日 第 1版 

 

今回、平成 30 年度厚生労働科学研究費補助金エイズ対策政策研究事業「HIV 感染者の妊娠・出産・予後

に関する疫学的・コホート的調査研究と情報の普及啓発法の開発ならびに診療体制の整備と均てん化に関

する研究」班が行っている研究の一部として、HIV母子感染についての知識の確認およびHIV スクリーニ

ング検査の方法の妥当性について検討することを目的として、妊婦さんを対象としたアンケート調査を行

うこととになりました。 

この説明文は臨床研究への参加をお願いするためのものです。この説明文をよくお読みいただくとともに、

担当医師の説明をよく聞かれ、この臨床研究に参加されるか否かをお決めください。参加されなくてもあ

なたが不利益を被ることはありません。 

尚、この調査は当センターの倫理委員会で、その科学性・倫理性が審議され承認されたものであり、当セ

ンター院長の許可を得ています。 

＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝ 

HIV とは、エイズ（後天性免疫不全症候群）の原因ウイルスです。我が国のHIV感染者は増加傾向にあり、

日本での妊婦のHIV罹患率は約 0.01％（1万人に 1人）といわれています。HIVの感染経路は、約 80％

が性行為であり、また女性の感染は若い人に多い傾向があります。 

母体がHIV感染者であった場合、予防を行わなければ約 25~30％の赤ちゃんにHIVが感染しますが、妊

娠初期から適切な予防を行っていればほぼ 100％母子感染を防ぐことができます。そのため、日本のほぼ

すべての病院では、妊娠初期検査の一環としてHIV感染を検出するためのスクリーニング検査を施行して

います。スクリーニング検査では、ウイルスに感染した時に、体が作り出す抗体があるかないかを調べて

います。スクリーニング検査が陰性であれば、感染はないと考えられます。スクリーニング検査が陽性で

あった場合は、感染している可能性がありますが、偽陽性（本当は感染していないのにもかかわらず、陽

性と出てしまう）のことも多いため、本当に感染しているかどうかは追加の確認検査で詳しく調べる必要

があります。これまでの調査で、スクリーニング検査では 1 万人が検査した場合 31 人がスクリーニング

陽性となることが分かっています。しかし、そのうち本当に感染している“真の陽性者（確認検査で陽性）”
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は 1 人のみで、30 人は実際には HIV に感染していないと報告されています。しかし、いったんスクリー

ニング検査で陽性と説明された妊婦さんは、確認検査の結果が判明するまでの期間、精神的な不安・苦痛

を受けることが想像されます。このような混乱を回避する対策を提案することが課題となっており、HIV

スクリーニング検査の意義と、その結果の解釈について、妊婦さん自身の立場からのご意見をお聞かせい

ただきたいと考えております。この調査研究への参加に同意いただける場合、次ページのアンケートにお

答えください。 

＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝ 

１ 研究の方法 

(１) 対象者：妊娠初期妊婦（妊娠初期検査を行う方） 

(２) 検査の実際：アンケート方式 

(３) 各情報は連結不可能匿名化とされ、個人情報が漏洩することはなく、またデータから個人を特定する

ことも不可能と考えます。 

(４) 調査を行い、情報を集中管理する施設：奈良県総合医療センター産婦人科  

〒630-8581 奈良県奈良市七条西町 二丁目 897-5    

Tel: 0742-46-6001 Fax: 0742-46-6011   

管理責任医師：奈良県総合医療センター産婦人科 医師 石橋理子 

(５) 調査施行にあたり、必要と考える倫理的配慮 

今回の調査は匿名のアンケート調査であり、調査施行については人を対象とする医学系研究に関する倫理

指針に則り被験者に同意書による同意を得る必要はないと考えています。ご不明な点があれば、研究代表

者までご連絡下さい。 

２ 研究観察期間：4か月 ＊解析期間を含めて 6か月 

３ 研究に参加することにより予想される利益と起こるかもしれない不利益 

(1)予想される利益 

アンケート調査をおこなうことでウイルス学的スクリーニング検査の標準が我が国の社会的現状に即し

ているかの判定を行い、また妊婦だけでなく医療従事者及び国民の知識向上につながれば、HIV感染に対

する認識と知識が高まり、HIV 感染妊娠の減少や HIV 母子感染の防止に多大な効果をもたらすことが期

待できます。調査で明らかになった問題点についても対策を講じることが可能になると期待されます。 

(2)起こるかもしれない不利益 

本研究に参加することで、身体的な不利益はありません。 

４ 研究に関する情報は、随時ご連絡します 

５ 以下の事項に該当する場合は研究を中止させていただく場合があります。 

研究全体が中止された場合やその他の理由により、医師が研究を中止することが適当と判断した場合には

研究を中止させていただきます。 
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６ 研究結果が公表される場合でも、患者さんが特定されることはありません。 

患者さんに関わる情報は連結不可能匿名化としますので、研究結果の公表の段階も個人情報が公表される

ことはありません。 

 

７試料等の保存、利用、廃棄の方法について 

各研究協力施設内でアンケート用紙を集積し、研究者で回収します。研究者はデータ回収後 1 か月以内に

データクリーニングを行い、データ固定致します。研究等の実施に係わる必須文書（申請書類の控え、院

長などからの通知文書、各種報告書の控、その他必要な書類または記録など）は、保管責任者である石橋

理子（奈良県総合医療センター産婦人科）が奈良県総合医療センター産婦人科に保存し、調査期間終了後

にシュレッダー処理にて廃棄します。 

８ 患者さんの費用負担について 

本研究は、エイズ対策政策研究事業「HIV 感染者の妊娠・出産・予後に関する疫学的・コホート的調査研

究と情報の普及啓発法の開発ならびに診療体制の整備と均てん化に関する研究」班によって行われます。

また、アンケート調査であるため、研究に参加することでの診療に伴う費用負担が増えることはありませ

ん。 

９ 担当医師の連絡先 

この研究について疑問や質問がありましたら、遠慮なくお問い合わせ下さい。 

奈良県総合医療センター 

担当医師 ： 産婦人科  名前 石橋 理子  

連絡先 ： 〒630-8581 奈良県奈良市七条西町二丁目 897-5 

           TEL：0742-46-6001（代） 
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資料 2 アンケート調査回答用紙 

HIV スクリーニング検査にかかわるアンケート 

以下の質問にお答えいただき、該当するものに○をお書きください。 

 

① HIV が母子感染（妊娠中に母体から赤ちゃんに感染）するということを知っていま

したか 

 

１．はい  

２．いいえ 

 

 

②HIV のスクリーニング検査を妊婦健診で行うことを知っていましたか 

 

１．はい  

２．いいえ 

 

 

③HIV スクリーニング検査で陽性の結果でも、95％以上は偽陽性（詳しく調べると実

際は感染していない：1 万人のうち 31 人がスクリーニング検査で陽性となりますが、

そのうち 30 人は確認検査の結果は陰性） であることを知っていましたか  

 

１．はい  

２．いいえ 

 

 

④HIV スクリーニング検査で陽性と出た場合、確認検査の結果が出るまでに 1 週間

ほどかかります。その期間についてどのように想像しますか。 

 

１．非常に動揺する 

２．動揺はするが、偽陽性率が高いことを知っていれば検査の結果が出るまで 

落ち着いて待てる 

３．あまり気にならない 
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2018 年 12 月 5 日版 

⑤ このアンケートにお答えいただいた方の年齢をおしえてください 

 

１． ２０歳未満 

２．２０歳～２４歳 

３．２５歳～２９歳 

４．３０歳～３４歳 

５．３５歳～３９歳 

６．４０歳以上 

 

 

⑥ このアンケートにお答えいただいた方の出産回数をおしえてください。 

 

１．０回 

２．1 回 

３．２回以上 

 

 

⑦ このアンケートで、HIV 感染についての知識は増えましたか 

 

１． 増えた  

２． 増えなかった  

３．以前にもこのアンケートを受けたことがある 

 

 

 ご協力ありがとうございました 
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表 1 アンケート調査結果 
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平成 30 年度厚生労働科学研究費補助金 エイズ対策政策研究事業 

「HIV 感染者の妊娠・出産・予後に関する疫学的・コホート的調査研究と情報の普及啓発法の開発 

ならびに診療体制の整備と均てん化に関する研究」班 

分担研究報告書 

 

研究分担課題名：HIV 感染妊婦とその出生児の発生動向および妊婦 HIV スクリーニング検査等に 

        関する全国調査 

 

研究分担者：吉野 直人  岩手医科大学医学部微生物学講座 感染症学免疫学分野・准教授 

研究協力者：伊藤 由子  国立病院機構三重中央医療センター 医療安全管理室・係長 

      大里 和広  国立病院機構三重中央医療センター 総合周産期センター・部長 

      小山 理恵  岩手医科大学医学部産婦人科学講座・准教授 

 

研究要旨： 

本分担研究班では産婦人科、小児科、自治体に対し種々の調査を行った。 

産婦人科調査：現在、日本での HIV 母子感染は、適切な予防対策でその感染率を 1％未満に低下

させることが可能になっている。しかし、感染予防対策は妊婦が HIV に感染していることが確認さ

れて初めて施行される。そこで、妊婦における HIV スクリーニング検査実施率の現状を調査した。

病院での妊婦 HIV スクリーニング検査実施率は 99.70％であった。病院調査を開始した 1999 年と比

較すると 26.50％の上昇が認められた。診療所での妊婦 HIV スクリーニング検査実施率は 99.87％

で、2015 年比で 0.27％の上昇であった。さらに地域別では、全例で検査が実施されていたのは 45

都道府県と過去最多になった。妊婦健診を定期的に受診している妊婦に対しては HIV スクリーニン

グ検査や適切な予防対策（cART・帝王切開術・断乳等）が行われていると考えられるが、定期的に

妊婦健診等を受けていないと思われる妊婦（未受診妊婦）の分娩に関してはこれらの予防対策を完

全に施行することは不可能となる。2017 年に未受診妊婦の分娩を行ったことがある病院は、全国で

313 施設（37.1％）あり、妊婦数は 943 例であった。未受診妊婦が HIV に感染している場合、対応

の遅れから HIV 母子感染症例が発生する危険性は十分にあるため注視すべきであると考えられ、妊

娠初期での HIV スクリーニング検査および感染妊婦の管理を行う必要がある。 

小児科調査：小児科医師の HIV 感染児の診療への対応について調査を行ったところ、15.4％の施

設が「自施設で診察する」と回答した一方で、66.4％の施設が「他施設に紹介する」と回答した。

また、大学病院や小児科常勤医師数が多い病院ほど自施設で診察すると回答した施設の割合が高い

傾向にあった。一方、鳥取県と佐賀県には「自施設で診察する」とした施設が存在しなかった。HIV

感染児が全国どこでも医療機関にアクセスできるようにするために、HIV 感染児を診察できる施設

の増加や集約化の取り決めなどの整備が必要であると考えられる。 

自治体調査：自治体に妊婦 HIV 検査の実施状況について質問したところ 99.1％の自治体で現在検

査項目に含まれると回答した。また、全体の約 7 割の自治体が 2009 年までに妊婦 HIV 検査の公費

負担を開始していた。HIV 母子感染に関する啓発について質問したところ 32.9％の自治体で啓発を

行ったことがあるとの回答を得た。啓発を行ったことがある自治体で HIV 母子感染に関する啓発方

法について質問したところ、「パンフレット、小冊子など」が最も多かった。HIV 母子感染に関する

啓発を行ったことがない自治体でHIV母子感染に関する啓発を行ったことがない理由について質問
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したところ、「自治体内に HIV 感染者が少ない（またはいない）と推定される」が最も多く、次い

で「HIV 母子感染に関する啓発資材や資料がない（または少ない）」であった。この結果は、逆に

HIV 母子感染に関する啓発資材や資料があれば自治体において HIV 母子感染に関する啓発を行う可

能性があると言える。本研究班で普及啓発に利用可能な資材の開発を行い、さらには全国の自治体

においてHIV母子感染に関する啓発を行う人材育成といった間接的な啓発を行うことも広く国民に

HIV 母子感染を理解してもらう手段になり得ると考察する。 

検査によって HIV 感染が明らかになった場合、適切な予防対策でほとんど母子感染が予防できる

ことが明らかになっており、「母子感染ゼロ」に向け今後とも調査を継続するとともに、HIV 感染児

の診療体制の整備や自治体と連携も含めて啓発活動を行っていく必要があると考えられた。 

 

A.研究目的 

これまでの研究により、HIV 感染妊婦への抗

ウイルス剤の投与、選択的帝王切開分娩、児へ

の人工栄養を行うことで、母子感染率を 1％未

満に低下させることが可能であることを明ら

かにしてきた。しかしながら、大前提として妊

婦がHIVに感染しているか否かが明らかになら

なければこれらの医療介入を行うことはでき

ない。そのため、HIV 感染妊婦およびその出生

児の動向と全国の産科施設における妊婦HIVス

クリーニング検査実施率を調査し、検査実施率

上昇のための啓発活動を行うことは母子感染

予防の第一歩となる。HIV 感染妊婦数の実態把

握は日本国内で唯一の疫学研究であり、本研究

はHIV感染妊婦とその出生児の全国規模での発

生動向の調査および妊婦HIV検査実施率の把握

を目的とした。 

さらに、妊婦 HIV 検査は公費負担との関連も

あり実施率は年々上昇しているが、過去の調査

では公費負担の廃止とともに検査率が減少し

た経緯があった。また、近年の HIV 母子感染の

現状は 2012年から 2016年まで 5年間に HIV 母

子感染が 3例報告されており、これらの症例の

中には妊娠初期での検査は陰性であったが、そ

の後にHIV感染し児への母子感染に至った例も

あった。HIV 母子感染を取り巻く状況は変化し

てきており、母子感染防止のための対策、啓発

も新たな方法を開発する必要があると考える。

これら 2つの背景から、妊婦 HIV 検査実施の公

費負担および自治体での啓発についての状況

を把握することを目的とした。 

 

B.研究方法 

B-1. 産婦人科病院調査 

全国の産科または産婦人科を標榜するすべ

ての病院1,155施設に対し一次調査用紙を送付

し、返信ハガキにより回答を得た。質問項目は

次のとおりである。 

質問 1．2017 年 10 月以降に受診した HIV 感染

妊婦 

質問 2．2017 年 10 月以前に受診し、本調査に

未報告または報告したかどうか不明のHIV感染

妊婦 

質問 3．貴施設での妊婦健診実施の有無 

質問 4．貴施設での 2017 年 1 月から 12 月まで

の分娩件数 

質問 5．貴施設での妊婦に対する HIV スクリー

ニング検査の実施率 

質問 6．貴施設での妊婦に対する HIV スクリー

ニング検査が陽性の場合 

質問 7-1．2017 年 1 月から 12 月の期間で貴施

設において未受診と思われる妊婦の分娩（いわ

ゆる飛込み分娩）の有無 

質問 7-2．質問 7-1 の未受診妊婦が「あり」の

場合、HIV スクリーニング検査の実施状況 

質問 8．2017 年 1 月から 12 月の期間で貴施設

での梅毒感染妊婦の有無 

以上の質問に対して有効回答の解析を行っ

た。 
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B-2. 小児科病院調査 

全国の小児科を標榜するすべての病院 2,239

施設に対し一次調査用紙を送付し、返信ハガキ

により回答を得た。質問項目は以下のとおりで

ある。 

質問 1．2017 年 9月 1 日から 2018 年 8月 31 日

までに HIV 感染妊婦から出生した症例 

質問 2．2017 年 8 月 31 日以前に HIV 感染妊婦

から出生した症例で過去の調査に報告してい

ない、もしくは報告したかどうか不明の症例 

質問 3．貴施設での HIV 感染児の診療 

質問 4．貴施設での小児科常勤医師数 

以上の質問に対して有効回答の解析を行っ

た。 

 

B-3. 産婦人科診療所調査 

全国の産科または産婦人科を標榜する全て

の診療所3,091施設に対し一次調査用紙を送付

し、返信ハガキにより回答を得た。質問項目は

以下の通りである。 

質問 1．過去 3 年以内（2015 年 8月以降）に受

診した HIV 感染妊婦 

質問 2．質問 1 以前に受診し、本調査に未報告

または報告したかどうか不明の HIV 感染妊婦 

質問 3．貴施設での妊婦健診実施の有無 

質問 4．貴施設での 2017 年 1 月から 12 月まで

の分娩件数 

質問 5．貴施設での妊婦に対する HIV スクリー

ニング検査の実施率 

質問 6．貴施設での妊婦に対する HIV スクリー

ニング検査が陽性の場合 

質問 7-1．2017 年 1 月から 12 月の期間で貴施

設において未受診と思われる妊婦の分娩（いわ

ゆる飛込み分娩）の有無 

質問 7-2．質問 7-1 の未受診妊婦が「あり」の

場合、HIV スクリーニング検査の実施状況 

質問 8．2017 年 1 月から 12 月の期間で貴施設

での梅毒感染妊婦の有無 

以上の質問に対して有効回答の解析を行っ

た。 

 

B-4．自治体調査 

全国自治体 1,741 市町村に対し調査回答用

紙を送付し、封書により回答を得た。質問項目

は妊婦健診の公費負担およびHIV母子感染予防

啓発について次のとおりである。 

質問 1．妊婦健診の受診票の交付方式 

※受診券方式：毎回の検査項目が示されている券

を妊婦が医療機関に持参して健診を受ける。 

※補助券方式：補助額が記載された券を妊婦が医

療機関に持参して健診を受ける。検査項目は医療

機関の判断による。 

［受診券方式の自治体について］ 

質問 2．受診券方式での妊婦 HIV 検査の実施状

況について  

質問 2-1．妊婦 HIV 検査の公費負担の開始時期

について 

質問 2-2．妊婦 HIV 検査の公費負担の継続につ

いて 

質問 3．今後の妊婦 HIV 検査の公費負担につい

て 

質問 4．妊娠後期の HIV 検査（妊娠中の 2 回の

HIV 検査）の公費負担の有無について 

質問 5．現在行われている他の妊婦感染症検査

の公費負担について 

［補助券方式の自治体について］ 

質問 6．補助券方式での公費負担の開始時期に

ついて 

質問 7．妊婦 HIV 検査の実施状況について  

質問 7-1．妊婦 HIV 検査の公費負担の開始時期

について 

質問 7-2．妊婦 HIV 検査の公費負担の継続につ

いて 

［すべての自治体］ 

質問 8．HIV 母子感染に関する啓発について 

質問 8-1．HIV 母子感染に関する啓発方法につ

いて 

質問 8-2．HIV 母子感染に関する啓発資材や資

料の入手方法 

質問 8-3．HIV 母子感染に関する啓発を行った
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ことがない理由について 

質問 9．妊婦 HIV 検査の公費負担に関してご意

見等 

質問 10．HIV 母子感染の啓発に関してご意見等 

以上の質問に対して有効回答の解析を行っ

た。 

 

（倫理面への配慮） 

本研究は岩手医科大学医学部倫理委員会に

おいて承認された研究である（番号：

MH2018-061、承認年月日：平成 30年 7月 5日）。 

 

C.研究結果 

C-1．産婦人科病院調査 

産婦人科病院調査は 2018 年 10 月 1日に岩手

医科大学から全国に発送した。2019 年 2 月 20

日現在で送付施設数は1,155件であり回収数は

859 件、産婦人科廃止等による返還は 13件であ

り有効送付数 1,142 件、回答数は 846 件であっ

た。有効回答率は 74.1％（2017 年 82.3％、比：

8.2％減）であった。都道府県別有効回答率は

92.9％（香川県）〜37.5％（山梨県）であった

（表 1）。 

2018 年病院調査での 2017 年 10 月 1 日から

2018 年 9 月 30 日の間に受診した HIV 感染妊婦

は、全国の 23 病院のべ
．．

44 例（2017 年調査 22

病院のべ
．．

38 例、比：6 例増）であった。2017

年 9月以前の全国調査に未報告であった HIV感

染妊婦はのべ
．．

28例（17病院）が 2018 年調査に

報告された。これら症例に対し杉浦班で産婦人

科二次調査が行われた。 

 

C−2．小児科病院調査 

小児科病院調査は 2018 

年 9月 3日に岩手医科大学から全国に発送し

た。2019年 2月 20 日現在で送付施設数は 2,339

件であり回収数は 1,284 件、小児科廃止等によ

る返還は 17 件であり有効送付数 2,322 件であ

った。また、回答数は 1,267 件、有効回答率は

54.6％（2017 年 57.5％、比：3.1％減）であっ

た。都道府県別回答率は 83.3％（和歌山県）〜

36.4％（佐賀県）であった（表 2）。 

2018年調査での2017年 9月 1日から2018年

8月31日までにHIV感染女性より出生した小児

は、全国の 10 施設でのべ
．．

21 例（2017 年調査

21 施設のべ
．．

34例、比：13 例減）であった。2017

年 9月以前の全国調査に未報告であった HIV感

染女性より出生した小児ののべ
．．

22例（17施設）

が 2018 年調査に報告された。これらの症例に

対し田中班で小児科二次調査が行われた。 

 

C-3．産婦人科診療所調査 

産婦人科診療所調査は 2018 年 8月 20 日に岩

手医科大学から全国に発送した。2019 年 2 月

20日現在で送付施設数は3,091件であり回収数

は 1,643 件、産婦人科廃止・閉院等による返還

などの無効は 168件であり有効送付数 2,923 件、

回答数は 1,475 件であった。有効回答率は

50.5％（2015 年 45.3％、比：5.2％増）であっ

た。都道府県別有効回答率は 88.9％（徳島県）

〜27.0％（滋賀県）であった（表 3）。 

2018 年調査では、2015 年 8 月以降に受診し

たHIV感染妊婦は全国の6診療所のべ
．．

8例（2015

年調査 8 診療所のべ
．．

9 例、比：1 例減）であっ

た。2015 年 7 月以前の全国調査に未報告であっ

た HIV 感染妊婦のべ
．．

17例（15 診療所）が 2018

年調査に報告された。これら症例に対し杉浦班

で二次調査が行われた。 

 

C-4．妊婦 HIV スクリーニング検査の実施率

調査 

妊婦 HIV スクリーニング検査実施率は、「各

施設での分娩件数」×「各施設での HIV スクリ

ーニング検査実施率」＝「各施設での検査件数」、

「総検査件数」÷「総分娩件数」×100＝「検

査実施率(％)」とした。 

産婦人科病院調査における検査実施率は全

国で 99.70％（2017 年調査 99.98％）であった。

全例（100％）に検査を行っていた地域は北海

道、青森県、岩手県、山形県、福島県、茨城県、
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栃木県、群馬県、埼玉県、千葉県、神奈川県、

新潟県、山梨県、長野県、富山県、石川県、福

井県、岐阜県、静岡県、愛知県、三重県、滋賀

県、京都府、兵庫県、奈良県、和歌山県、鳥取

県、島根県、岡山県、広島県、山口県、徳島県、

香川県、愛媛県、高知県、佐賀県、熊本県、大

分県、宮崎県、鹿児島県、沖縄県の 41 道府県

となった。最も検査実施率の低かった地域は、

福岡県の 89.73％であった（表 4）。1999 年調査

から2018年調査までの病院での都道府県別HIV

スクリーニング検査実施率の推移を図1に示す。 

産婦人科診療所調査における検査実施率は

全国で 99.87％であり、前回調査を行った 2015

年（99.64％）と比べると 0.23％増加した。全

例に検査を行っていた地域は北海道、青森県、

岩手県、宮城県、秋田県、山形県、福島県、茨

城県、栃木県、群馬県、埼玉県、千葉県、東京

都、神奈川県、新潟県、長野県、富山県、石川

県、福井県、岐阜県、静岡県、愛知県、三重県、

滋賀県、大阪府、兵庫県、奈良県、和歌山県、

鳥取県、島根県、岡山県、広島県、山口県、徳

島県、香川県、愛媛県、高知県、福岡県、佐賀

県、長崎県、熊本県、大分県、宮崎県、鹿児島

県、沖縄県であり、検査実施率が 100％となっ

た地域は 45 都道府県と過去最多になった。最

も検査実施率の低かった県は山梨県で 82.9％

であった（表 5）。2003 年調査から 2018 年調査

までの診療所での都道府県別HIVスクリーニン

グ検査実施率の推移を図 2に示す。 

診療所調査と病院調査を合計すると、本調査

では 650,248 人の妊婦の HIV検査状況を把握し

たことになる。2017年の出生数は946,065人（厚

生労働省「平成 29 年（2017）人口動態統計（確

定数）の概況」）であり、本研究は日本国内の

約 7 割の妊婦を調査している。全国の HIV スク

リーニング検査実施率は病院 99.70％と診療所

99.97％で検査実施率の差は 0.27％であり調査

開始以来初めて診療所の検査率が病院の検査

率を上回った（表 6）。 

妊婦健診は行うが分娩は行わない施設があ

ることから、本調査では妊婦健診を行っている

かどうかを質問し、妊婦健診は行っているが分

娩を行っていない施設を特定した。2018 年調査

では、妊婦健診は行っているが分娩を行ってい

ない病院でのHIVスクリーニング検査は全例に

実施されていた（2017 年調査 100％）。一方、

分娩を行っている病院ではHIVスクリーニング

検査を全例には実施していない病院は 0.8％

（2017 年 1.5％、比：0.7％減）、全例に実施し

ている病院の割合は 99.2％（2017 年 98.5％、

比：0.7％増）であった（表 7-1）。HIV スクリ

ーニング検査を全例には実施していない病院

で分娩を行っているのは 6 病院（2017 年 13 病

院）であった。 

分娩を行っていないが妊婦健診を行ってい

る診療所でのHIVスクリーニング検査を全例に

は実施していない診療所の割合は 4.0％（2015

年 6.5％、2012 年 9.2％）、全例に実施している

診療所の割合は 96.0％（2015 年 93.5％、2012

年 90.8％）であった。一方、分娩を行っている

診療所ではHIVスクリーニング検査を全例には

実施していない診療所の割合は 0.3％（2015 年

1.3％、2012 年 2.6％）、全例に実施している診

療所の割合は 99.7％（2017 年 98.7％、2012 年

97.3％）であった（表 7-2）。 

エイズ拠点病院・拠点以外の病院との区分に

よる HIV スクリーニング検査実施率は、エイズ

拠点病院で100％（99.998％）（2017年99.99％）、

エイズ拠点以外の病院でも 99.56％（2017 年

99.98％、比：0.42％減）であり、エイズ拠点

病院・拠点以外の病院間の大きな差はなかった

（表 8）。エイズ拠点病院では回答のあった 236

施設中、分娩を行っている 229 施設のうち HIV

スクリーニング検査を全例には行っていない

のは 1施設であった。エイズ拠点以外の病院で

は、分娩を行っている 541 施設のうち HIV スク

リーニング検査を全例には行っていないのは 5

施設であった（表 9）。 

HIV 検査実施率が上昇することにより新たな

問題点が浮上しているが、スクリーニング検査
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の偽陽性問題はその一つである。そこで 2015

年に引き続き、HIV スクリーニング検査で陽性

となった場合の医療機関での対応を調査した。

「HIV スクリーニング検査で陽性と判定され、

確認検査で陽性の場合自施設で分娩または中

絶を行う」と回答した施設は 149 病院（2015 年：

170、2012 年：202 病院）、9 診療所（2015 年：

8、2012 年：18 診療所）の合計 158 施設であっ

た。「HIV スクリーニング検査で陽性と判定され、

確認検査で陽性の場合は他施設に紹介する」と

回答した施設は、594 病院（2015 年：628、2012

年：650 病院）と 942 診療所（2015 年：943、

2012 年：1,042 診療所）であった。一方、「HIV

スクリーニング検査で陽性と判定され、自施設

で確認検査を行わず他施設に紹介する」と回答

した施設は、72 病院（2015 年：89、2012 年：

109 病院）、455 診療所（2015 年：520、2012 年：

604 診療所）であった（表 10）。両者を比較す

ると診療所で有意に「自施設で確認検査を行わ

ず他施設に紹介する」施設が多いことが明らか

になった（p < 0.0001、χ2 = 112.3、オッズ比 

= 3.985）（表 11）。 

 

C-5．未受診妊婦に関する調査 

前年に引き続き、未受診妊婦の分娩（いわゆ

る飛び込み分娩）に対する HIV スクリーニング

検査の実施状況を調査した。2017 年に未受診妊

婦の分娩を行ったことがある病院は全国で 311

病院（36.8％）（2016 年 333 病院：34.6％、2015

年 356病院：38.3％）あり、妊婦数は 941例（2016

年 1,063 例、2015 年 1,123 例）であった。地域

別では東京都が最も多く 105 例（26 病院）、次

いで大阪府 76 例（18 病院）、神奈川県 73例（22

病院）、福岡県 51例（7病院）、北海道 50例（19

病院）、千葉県 50 例（14病院）の順であった（表

12）。 

回答のあった846病院での分娩件数の合計は

390,502 件で、未受診妊婦の分娩はそのうちの

0.24％（2016 年 0.24%、2015 年 0.26％）であ

った。地域別で回答のあった病院での分娩件数

に対する未受診妊婦の頻度は 0.02％（奈良県）

〜0.57％（福岡県）であった。未受診妊婦の頻

度を地域別に比較したところ、0.4％以上の未

受診妊婦の頻度であった地域は福岡県、栃木県、

宮城県、佐賀県、大分県、長崎県に分布してい

た。一方、未受診妊婦の頻度が 0.1％未満であ

った地域は山形県、高知県、奈良県であり地域

特性はみられなかった（表 13）。 

2016 年調査から 2018 年調査までの病院での

都道府県別未受診妊婦の頻度の推移を図3に示

す。2016 年〜2018 年までの 3 年間の未受診妊

婦の地域別の発生頻度は調査年により異なっ

た。2016 年調査では発生頻度が多い順に栃木県、

岐阜県、宮崎県、発生頻度が低い順に香川県、

島根県、熊本県であった。2017 年調査では発生

頻度が多い順に宮崎県、愛媛県、千葉県で、発

生頻度が低い順に滋賀県、和歌山県、佐賀県で

あった。2018 年調査では発生頻度が多い順に福

岡県、宮城県、栃木県で、発生頻度が低い順に

奈良県、高知県、山形県であった。3 年間の調

査結果を集計すると、未受診妊婦数は 3,127 例

であった。回答のあった病院での分娩件数の合

計は 1,272,893 件で、未受診妊婦の分娩はその

うちの 0.25％であった。地域別では東京都が最

も多く 359 例、次いで大阪府 315 例、埼玉県 198

例、神奈川県 184 例、北海道 179 例、千葉県 159

例の順であった。3 年間での未受診妊婦の頻度

は 0.09％（滋賀県）〜0.54％（宮崎県）であっ

た（表 14、図 4）。 

未受診妊婦へのHIVスクリーニング検査実施

状況は、「全例に検査を実施する」と回答した

のは 294 病院（95.1％）（2016 年 97.6％、2015

年 96.3％）であった。一方、「全例に検査をし

ない」と回答したのは 5病院（1.6％）（2016 年

0％、2015 年 2.0％）、「状況に応じて一部の妊

婦に検査を実施する」と回答したのは 10 病院

（3.2％）（2016 年 2.4％、2015 年 2.0％）であ

った（表 15）。「全例に検査しない」理由では、

「必要とは思わなかった」「来院時点で分娩が

終了している場合」との回答があった。また、
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「状況に応じて一部の妊婦に検査を実施する」

とした理由では、他施設で検査済みの場合検査

しないとの回答が 3病院、分娩直前すぐに分娩

終了する場合は検査しない 2 病院、それ以外の

理由としては、「（検査を）忘れることがある」、

「公費負担であれば施行」との回答が 1病院ず

つあった。 

未受診妊婦の分娩（いわゆる飛び込み分娩）

に対するHIVスクリーニング検査の実施状況を

診療所で調査した。2017 年に未受診妊婦の分娩

を行ったことがある診療所は全国で 16 診療所

（1.1％）あり、妊婦数は 23 例であった。地域

別では千葉県 5 例（3 診療所）、広島県 5 例（1

診療所）、兵庫県 4 例（3 診療所）、愛媛県と鹿

児島県が各 2例（2診療所）、ほか 9府県で 1例

（1 診療所）であった（表 16）。回答のあった

1,475 診療所での分娩件数の合計は 259,746 件

で、未受診妊婦の分娩はそのうちの 0.01％であ

った。地域別で回答のあった診療所での分娩件

数に対する未受診妊婦の頻度は 10 県で 0.02％

（大分県、茨城県）〜0.10％（広島県）であっ

た（表 17）。 

未受診妊婦へのHIVスクリーニング検査実施

状況は、「全例に検査を実施する」と回答した

のは 15 診療所（93.8％）であった。一方、「全

例に検査をしない」と回答が 1診療所（6.3％）

あり、その理由は来院の時点で高次施設に搬送

するであった。「状況に応じて一部の妊婦に検

査を実施する」と回答した診療所はなかった

（表 18）。 

 

C-6．梅毒感染妊婦に関する調査 

近年、若年女性の梅毒感染が増加しているこ

とから、病院と診療所調査で 2017 年 1 月から

12 月の期間の梅毒感染妊婦の診療経験の有無

を質問した。病院調査では 311 例（197 病院）、

診療所調査では 243 例（169 診療所）の報告が

あった。 

病院における地域別の梅毒感染妊婦は東京

都が最多の 37 例（23 病院）、次いで埼玉県 30

例（14 病院）、神奈川県 24 例（17 病院）、大阪

府 22 例（18病院）、兵庫県 22 例（11 病院）と

大都市圏を有する地域で多かった。また、秋田

県、富山県、滋賀県、和歌山県、徳島県、高知

県、大分県、沖縄県の 8県では病院からの梅毒

感染妊婦の報告はなかった。一方、分娩件数を

基にした梅毒感染妊婦の割合は、全国で

0.080％であり宮崎県0.324％、熊本県0.214％、

山梨県 0.181％の順で頻度が高かった（表 19、

図 5）。 

診療所における地域別の梅毒感染妊婦は東

京都が最多の 34例（23診療所）、次いで熊本県

23 例（5 診療所）、大阪府 15 例（14 診療所）、

愛知県 14例（11診療所）、福岡県 14 例（12 診

療所）であった。また、岩手県、富山県、石川

県、福井県、三重県、山口県、愛媛県、高知県、

大分県、宮崎県、沖縄県の 11 県では診療所か

らの梅毒感染妊婦の報告はなかった。一方、分

娩件数を基にした梅毒感染妊婦の割合は、全国

で 0.094％であり熊本県 0.394％、宮城県

0.296％、和歌山県 0.253％の順で頻度が高かっ

た（表 20、図 5）。 

病院と診療所を合計すると地域別の梅毒感

染妊婦は東京都が最多の 71 例（46施設）、次い

で熊本県 40 例（10 施設）、神奈川県 37 例（28

施設）、大阪府 37 例（32施設）、埼玉県 35 例（17

施設）であった。また、富山県、高知県、大分

県、沖縄県の 4県では病院と診療所の双方から

の梅毒感染妊婦の報告はなかった。一方、分娩

件数を基にした梅毒感染妊婦の割合は、全国で

0.085％であり熊本県0.290％、宮城県0.152％、

宮崎県 0.149％、山梨県 0.142％の順で頻度が

高かった（表 21、図 5）。なお、本調査では妊

婦の重複、妊娠の転帰は確認していない。 

 

C-7．小児科医師の HIV 感染児の診療への対

応に関する調査 

2018 年は、小児科医師の HIV 感染児の診療へ

の対応について調査を行ったところ、15.4％の

施設が、「自施設で診察する」と回答した一方
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で、66.4％の施設が、「他施設に紹介する」と

回答した。「他施設に紹介する」と回答した主

な理由としては、「知識がない」「経験がない」

「マンパワー不足」などがあげられた。また、

「専門施設、基幹病院等に集約することになっ

ている」といった理由もあった。エイズ拠点病

院と拠点以外の病院で比較すると、「自施設で

診察する」とした施設がエイズ拠点病院では

40.5％であったの対し、拠点以外の施設では

7.7％であった（表 22、図 6）。 

病院を①大学病院、②こども病院、③療育・

福祉病院、④それ以外の病院（①〜③以外の病

院）に区分したところ、「自施設で診察する」

とした施設はそれぞれ、①70.6％、②16.7％、

③8.3％、④12.1％であった（表 23、図 7）。地

域別に解析したところ、地域的な偏りはみられ

ず、大分県や宮崎県では「自施設で診察する」

とした施設が 30％以上であったのに対し、鳥取

県と佐賀県には「自施設で診察する」とした施

設が存在しなかった。また、8 県で「自施設で

診察する」とした施設が 10％未満であった（図

8）。都道府県別に「自施設で診察する」とした

施設の割合と累積 HIV 感染者数（2017 年まで）

の 10 万対に有意な相関関係はなかった（R2 = 

0.0016、p = 0.7898）。同様に「自施設で診察

する」とした施設の割合と 2017 年 HIV 感染者

報告数の 10 万対にも有意な相関関係はなかっ

た（R2 = 0.0010、p = 0.8309）（図 9）。 

本調査で、④それ以外の病院での小児科の平

均常勤医師数は 3.63 人であった。④それ以外

の病院で小児科常勤医師数と「自施設で診察す

る」とした施設の割合を比較すると常勤医師数

0人では7.4％、1人では4.2％、2人では8.0％、

3〜5 人では 12.6％、5〜10 人では 25.3％、11

人以上では 36.5％となり、常勤医師数が多いほ

ど「自施設で診察する」とした施設の割合は高

かった（表 24、図 10）。 

 

C-8．全国自治体調査 

自治体調査は 2018 年 9月 28 日に岩手医科大

学から全国市町村に発送した。2019 年 2 月 20

日現在で送付数は 1,741 件であり回収数は

1,094 件（62.8％）であった。都道府県別の回

答率は 35.3％（高知県）〜87.0％（広島県）で

あった（表 25）。 

妊婦健康診査（妊婦健診）の公費助成の方式

は、受診券方式 978 自治体（89.4％）、補助券

方式 112 自治体（10.2％）、その他 4 自治体

（0.4％）であった。地域別では神奈川県と奈

良県で回答のあった全自治体が補助券方式で

あった（表 26）。 

受診券方式を採用している自治体に妊婦 HIV

検査の実施状況について質問したところ、978

自治体中 819（99.1％）の自治体で現在検査項

目に含まれると回答した。しかし、9 自治体

（0.9％）では検査項目に含まれたことはない

と回答した（表 27）。妊婦 HIV 検査の公費負担

の開始時期では、回答のあった自治体（不明な

どを除く425自治体）で1995年（1自治体；0.2％）

に開始した自治体が最も古く、2008 年までに開

始した自治体は 98 自治体（23.1％）であった。

2009年に開始した自治体は196自治体（46.1％）

あり、全体の約 7 割の自治体が 2009 年までに

妊婦HIV検査の公費負担を開始していた。また、

2017 年に開始した自治体（2 自治体；0.4％）

も存在した。妊婦 HIV 検査の公費負担の継続に

ついては回答のあった全自治体で開始から現

在まで公費負担を継続していた（表 28、29）。

今後の妊婦HIV検査の公費負担について質問し

たところ 970 自治体が回答し、公費負担の継続

を予定している自治体は 959 自治体（98.9％）

であったのに対し、今後は未定との回答は 11

自治体（1.1％）であった。公費負担の中止を

予定している自治体はなかった（表 30）。妊娠

後期の HIV 検査（妊娠中の 2回の HIV 検査）の

公費負担の有無について質問したところ 33 自

治体（3.4％）で 2 回の公費負担を行なってい

ると回答があった（表 31）。 

HIV 以外の妊婦感染症検査の公費負担につい

て質問したところ、多くの自治体で公費負担の
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対象としている感染症検査は HTLV（98.9％）、B

型肝炎（98.9％）、C 型肝炎（98.1％）、風しん

（98.0％）、梅毒（97.4％）、クラミジア（96.4％）

であった。また、B 群溶連菌（84.9％）やトキ

ソプラズマ（23.9％）の公費負担は自治体によ

ってばらつきがあった（表 32）。 

補助券方式を採用している自治体での公費

負担の開始時期では、回答のあった自治体（不

明などを除く 86 自治体）で、2008 年までに開

始した自治体は 43 自治体（50.0％）であった。

2009年に開始した自治体は30自治体（34.9％）

あり、全体の 8 割の自治体が 2009 年までに公

費負担を開始していた。最近では 2015 年に開

始した自治体（3自治体；3.5％）も存在した（表

33）。また、補助券方式での交付以前に自治体

独自の取り組みとしてHIV検査の公費負担を行

なっていた自治体は回答のあった 11 自治体の

うち 5自治体（4.5％）であった（表 34）。これ

ら 5 自治体の「妊婦 HIV 検査の公費負担の開始

時期」と「妊婦 HIV 検査の公費負担の継続」は

表 35 と表 36に記した。 

HIV 母子感染に関する啓発（母子感染全般や

性感染症の啓発の一部でHIV母子感染を取り上

げている場合も含む）について質問したところ、

回答のあった 1,094 の自治体のうち 366自治体

（33.5％）で啓発を行ったことがあるとの回答

を得た（表 37）。啓発を行ったことがある自治

体で HIV 母子感染に関する啓発方法について

（複数回答）質問したところ、「パンフレット、

小冊子など（自治体施設等に設置配布）」が

73.7％で最も多かった。また、「その他」と回

答した自治体が 26.0％あり、その方法として出

張授業（小学校中学校高等学校などでの思春期

教育、健康教育、性教育など）、母子手帳交付

時や母親学級（パンフレットの配布や説明など）

があった（表 38）。HIV 母子感染に関する啓発

資材や資料の入手方法（複数回答）では、「そ

の他」を除き「報告書から（厚生労働省や衛生

試験所等の研究報告書など）」が 38.6％、次い

で「専門書から（感染症学や産婦人科学等の書

籍や学術論文など）」が 20.0％、「インターネッ

トから」が 19.7％であった。また、「その他」

として公的機関や関連団体が作成した啓発資

材や教育資材販売会社から購入した教材など

の回答があった（表 39）。HIV 母子感染に関す

る啓発を行ったことがない自治体でHIV母子感

染に関する啓発を行ったことがない理由につ

いて（複数回答）質問したところ、「自治体内

に HIV 感染者が少ない（またはいない）と推定

される」が 48.1％で最も多く、次いで「HIV 母

子感染に関する啓発資材や資料がない（または

少ない）」が 42.3％、「政策優先度が低い」が

41.4％であった。また、「その他」として都道

府県、保健所、医療機関などで行なっているた

め自治体としては行なっていないなどがあっ

た（表 40）。 

 

D.考察 

2018 年の産婦人科病院一次調査、小児科病

院一次調査の回答率はそれぞれ 74.1％、54.4％

であり、産婦人科病院調査では 7年連続で 70％

を超え、小児科病院調査でも 7 年連続で 50％を

上回った。産婦人科診療所一次調査の回答率は

50.5％で初めて 50％を上回った。しかし、デー

タの精度を上げるために今後の調査に工夫を

する必要がある。 

1999 年〜2018 年の HIV スクリーニング検査

実施率の日本地図を比較しても分かるように、

全国的に検査実施率の上昇が認められ、2009 年

調査以降は地域差が見られず地域間での差は

無くなったと言える。 

本研究班では2001年より2010年までエイズ

予防財団主催による研究成果等普及啓発事業

研究成果発表会を全国 3 都市で行ってきたが、

開催地のある都道府県の翌年の検査実施率上

昇や、研修会の際のアンケート調査により啓発

活動に有効性があると判断されている。過去に

急激にHIVスクリーニング検査実施率が低下し

た青森県は、1999 年調査では検査実施率が

87.8％であったが、妊婦 HIV スクリーニング検
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査の公費負担が廃止され検査実施率が減少傾

向にあった。2002 年調査では 41.1％まで検査

実施率が低下したが、全国的な妊婦 HIV スクリ

ーニング検査実施率の向上気運に伴い検査実

施率は次第に回復していき、本研究班が啓発活

動を行った翌年である 2008年調査では 1999年

の水準に並ぶ 85.4％まで回復した。さらに、

2009 年は産婦人科病院調査における検査実施

率が 100％となり、その後も 2018 年調査まで病

院での全例検査が維持されていた。2018 年調査

では全国でのHIVスクリーニング検査実施率が

2017 年に比べて 0.28％減少した。この減少の

原因となるのが福岡県と長崎県におけるHIVス

クリーニング検査実施率の急激な低下にある。

福岡県では 10.2％（99.9％→89.7％）、長崎県

では 6.5％（100％→93.5％）の減少であった

（2017 年→2018 年）。両県での HIV スクリーニ

ング検査実施率の急激な低下の背景は本調査

では明らかになっていないが、今後も低い検査

率が続くようであれば原因の調査とそれに基

づいた対策が必要であると考えられる。 

産婦人科診療所における HIV スクリーニン

グ検査実施率は、前回調査を行った 2015 年調

査と比較すると 0.23％上昇した。地域別に比較

すると、兵庫県 3.3％（96.7％→100％）、福井

県2.0％（98.0％→100％）、大阪府1.7％（98.3％

→100％）、京都府で 1.1％（98.7％→99.9％）

上昇していた（2015 年→2018 年）。一方、山梨

県で 17.1％（100％→82.9％）減少していた。

産婦人科病院一次調査と同様にHIVスクリーニ

ング検査実施率の急激な低下の背景は不明で

ある。 

全国調査では、妊婦健診を行なっている施設

での分娩取扱いの有無によるHIVスクリーニン

グ検査実施率の解析を行なっている。統計を開

始した 2007 年では、分娩を行なっていない病

院でHIVスクリーニング検査を全例には実施し

ていない病院が 23.4％、分娩を行なっている病

院でも 17.5％存在した。一方で、HIV スクリー

ニング検査を全例に実施している病院は、分娩

を行なっていない病院で 76.7％、分娩を行なっ

ている病院で 82.5％存在した。全例に HIV スク

リーニング検査を実施している病院は、分娩を

行なっていない病院でも行なっている病院で

も年々増加し、2009 年には分娩を行なっている

病院で 90％を超え、2010 年には分娩を行なっ

ていない病院でも 90％を超えた。以前は、分娩

を行なっていない病院でまったくHIVスクリー

ニング検査を実施していない病院の割合は、分

娩を行なっている病院に比べて高かったが、

2016 年と 2017 年には分娩の取り扱いに関係な

く、HIV スクリーニング検査を全例には実施し

ていない病院は報告されなかったが、2018 年で

は分娩を行なっている 2病院で HIVスクリーニ

ング検査を全例には実施していなかった。分娩

を行っていない施設で全例にHIVスクリーニン

グ検査を行っていない施設の割合が、分娩を行

っている施設に比べ高い傾向は病院よりも診

療所で顕著であり、2018 年調査でも分娩を行な

っていない診療所でHIVスクリーニング検査を

全例には実施していない診療所の割合が 4.0％

であったのに対し、分娩を行なっている診療所

では 0.3％であった。妊娠初期での HIV スクリ

ーニング検査の未実施は、HIV 感染が判明した

妊婦の母子感染防止のための投薬や血中ウイ

ルス量、CD4 数のモニタリングの機会を遅らせ

ることにもなりかねない。感染妊婦へ適切な医

療行為を行えるために、分娩の取扱いに関係な

く全例にHIVスクリーニング検査を行うことが

望まれる。 

妊婦が訪れる病院は、当然のことながらエイ

ズ拠点病院のみではない。すなわち、エイズ拠

点病院であろうとエイズ拠点病院以外の施設

であろうと、妊婦に対する HIV 検査の必要性、

重要性は変わらない。1999 年から 2004 年まで

の調査では、エイズ拠点病院とエイズ拠点以外

の病院でのスクリーニング検査実施率の差は 6

〜9％程度あったが、2009 年調査以降これらの

病院間での実施率の差は解消された。エイズ拠

点病院以外の施設でも広くHIVスクリーニング
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検査が行われるようになったことが明らかに

なった。 

HIVの感染を確定するためにはスクリーニン

グ検査陽性後の確認検査が必要である。妊婦

HIV スクリーニング検査での偽陽性問題は厚生

労働省から「妊婦に対する HIV 検査について」

が 2007 年 6 月 29 日に通知されており、それに

は、「妊婦に対するHIV検査については、（中略）、

近時、HIV 検査において妊婦に対するカウンセ

リングが十分に行われていないことが指摘さ

れており、特に HIV スクリーニング検査におけ

る陽性症例に対し、確認検査の結果が出る以前

に、適切な説明やカウンセリングを行わず陽性

告知し、妊婦の健康等に支障を及ぼしている事

例が報告されている。ついては貴職におかれて

も、貴管下医療機関に対し、妊婦に対して HIV

検査を実施する場合には、HIV スクリーニング

検査では一定の割合で偽陽性が生じうること

をふまえ、確認検査の結果が出ていない段階で

の説明方法について、十分工夫するとともに、

検査前及び検査後のカウンセリングを十分に

行うこととプライバシーの保護に十分配慮す

るよう周知徹底願いたい。」と記されている。

しかし、2018 年調査では 2012 年調査および

2015 年調査と同様に、診療所では病院と比較し

て有意に「HIV スクリーニング検査で陽性と判

定され、自施設で確認検査を行わず他施設に紹

介する」と回答した施設の割合が多かった。こ

れらの施設においてどのような説明やカウン

セリングが行われているのか本調査では調査

を行っていないが、スクリーニング検査偽陽性

問題に関しての更なる啓発活動が必要である。 

日本における HIV 母子感染の現状では、妊娠

初期に HIV スクリーニング検査が行われ、HIV

感染妊婦に対し適切な医療行為がなされた場

合には、児への HIV 感染をほぼ予防できること

が明らかになっている。妊娠初期の HIV スクリ

ーニング検査は近年 99％以上で推移している

が、散発的に HIV 母子感染症例が報告されてい

る。これらの母子感染症例がどのような状況で

発生しているのかは明確にはなっていない。そ

こで、これまで検討されてこなかった未受診妊

婦（いわゆる飛び込み分娩）に焦点を当て全国

調査を行い、HIV 母子感染症例と未受診妊婦に

関連があるか検討した。年次により未受診妊婦

数の変動があるため、2016 年より続けて調査を

行った。調査の結果、2015 年分娩例では全国の

病院で妊婦の 0.26％、2016 年と 2017 年では

0.24％が未受診妊婦であることが明らかにな

った。本調査では未受診妊婦を正式に定義をし

て調査を行ってはいないが、大阪府と大阪産婦

人科医会の 2009年から 2012 年までの 4年間の

調査では、未受診妊婦を「全妊娠経過を通じて

の産婦人科受診回数が 3回以下」と「最終受診

日から3ヶ月以上の受診がない妊婦」と定義し、

大阪府内で約 30 万分娩中 861 例が未受診妊婦

であったと報告している（日本産婦人科医会 

第 68 回記者懇談会資料）。大阪の調査を率にす

ると 0.29％となり、我々の全国調査結果の

0.26％、0.24％と近似した数値であった。これ

らから、本調査での未受診妊婦数および分娩全

体に占める頻度は日本の現状を十分に表して

いると考えられた。診療所での未受診妊婦の分

娩はほとんどないと予想されていたが、2018 年

は実際に診療所に対しても未受診妊婦に関し

て調査した。予想通り診療所での未受診妊婦の

割合は 0.01％と少なく、未受診妊婦に対応する

のは病院であることを実際の数値として明ら

かにした。 

児のHIV感染からHIV母子感染が判明した症

例は、未受診妊婦で HIV スクリーニング検査を

受けずに分娩した症例の可能性があると推測

していたが、未受診妊婦に対して全例に検査を

行っている施設は 95％にのぼり、ほとんどの妊

婦でHIVスクリーニング検査が実施されている

ことが明らかになった。病院での未受診妊婦の

頻度の高い福岡県（0.57％）、宮城県（0.51％）、

栃木県（0.50％）の地域で HIV 母子感染症例が

多発しているわけではない。以上のことから、

近年散発しているHIV母子感染例で妊婦健診の
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未受診が要因のすべてになりうるとは考えら

れない。しかしながら、妊娠初期に HIV 感染の

有無が診断され、本研究班が推奨する母子感染

予防策を全て施行し得た例において日本国内

で 2000 年以降に母子感染症例が発生していな

いことから、未受診妊婦が HIV に感染している

場合、対応の遅れから HIV 母子感染症例が発生

する危険性は十分にあるため注視すべきであ

ると考えられる。その観点から、HIV 母子感染

の発生を防ぐためには未受診妊婦を減らすこ

とが重要であり、妊娠初期での HIV スクリーニ

ング検査および感染妊婦の管理を行う必要が

ある。日本国内の HIV 検査実施率は年々上昇し

ているが、現状の検査実施率でもスクリーニン

グ検査を受けずに分娩し、HIV 母子感染が成立

するという危険性は依然として存在する。実際

に、2013 年から 2017 年までの 5 年間に HIV 母

子感染6例がエイズ動向委員会から報告されて

おり、99％を超えた検査実施率でも充分とは言

えない。このような事態を回避するためにも、

全妊婦が妊婦健診を受診し、妊娠初期の段階で

HIV スクリーニング検査が全妊婦で行われるよ

うに今後も活動していく必要がある。 

近年、若年女性の梅毒感染が増加している。

梅毒がHIVの感染リスクの相対危険度を高める

原因になることが報告されているため（CDC, 

MMWR 55: 269-273, 2006）、産婦人科病院と診

療所調査で 2017年 1月から 12月の梅毒感染妊

婦の有無を質問した。病院調査と診療所調査で

合計 554 例の報告があった。2017 年の一年間に

報告された女性の梅毒感染者は1,836例であり

（日本の梅毒症例の動向について：国立感染症

研究所感染症疫学センター・細菌第一部）、本

調査で重複症例が含まれている可能性は否定

されないが、この数値をもとにすると全女性の

30.2％が妊婦であったことになる。最も梅毒感

染妊婦の発生頻度が高かった熊本県は 2017 年

の全梅毒患者が 2016年比で 4.38倍と全国で最

も増加しており、本調査から熊本県内の 2017

年の全梅毒患者 70 例のうち 57.1％が妊婦だっ

たと推計される。ほとんどの妊婦検診では梅毒

が検査されるため妊婦以外の集団に比べ報告

頻度は相対的に高くなると考えられるが、2017

年に全国で報告された全梅毒感染者が5,471例

でそのうち 554 例（10.1％）が妊婦であったこ

とから熊本県の梅毒感染妊婦の割合は高いと

考えられる。本調査では、熊本県において梅毒

感染妊婦の割合は高い理由は明らかになって

いない。2017 年に熊本県からは HIV 感染妊婦の

報告はないが、注視する必要がある地域である

と思われる。 

産婦人科一次調査ではこれまでに 3回（2012

年、2015 年、2018 年）、自施設で HIV 感染妊婦

の分娩または中絶を行うかを質問しており、

2018 年調査では 18.9％の病院、0.8％の診療所

において自施設で対応するとの回答を得た。一

方、小児科において HIV 感染児の診療に関して

は調査がなされていなかったので、2018 年の小

児科一次調査ではHIV感染児の診療への対応に

ついて質問を行なった。自施設で対応すると回

答した小児科施設の割合は 15.4％であり、産婦

人科病院での受け入れ割合に近い数値であっ

た。特に、大学病院およびエイズ拠点病院で高

い割合であった。しかし、19.1％の大学病院お

よび 41.2％のエイズ拠点病院では他施設に紹

介するとの回答であった。大学病院、こども病

院、療育・福祉病院を除く小児科病院では

12.1％の施設において自施設で診察すると回

答した。これらの病院をより詳しく解析すると、

小児科常勤医師数が多いほど自施設で診察す

ると回答した施設の割合が高かった。他施設に

紹介すると回答した理由にマンパワー不足が

挙げられており、これを裏付ける結果であると

考えられた。都道府県別に解析を行なったとこ

ろ、各都道府県での成人を含めた全 HIV 感染者

の発生状況と自施設で診察すると回答した施

設の割合に相関関係はなかった。他施設に紹介

すると回答した理由にマンパワー不足以外に

も知識不足、経験不足といったコメントが挙げ

られていた。小児、青少年期における抗 HIV 療
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法における推奨評価基準の内容は成人と異な

り（抗HIV治療ガイドライン（2018年3月発行））、

専門性が要求される。そのため、地域によって

は専門施設や基幹病院等に集約することを取

り決めている地域もあり1施設の対応ではなく

医療圏として対応している地域も存在した。し

かし、鳥取県や佐賀県では自施設で診察すると

した施設が存在しなかった。HIV 感染児が全国

どこでも医療機関にアクセスできるようにす

るために、このような地域において HIV 感染児

を診察できる施設の増加や集約化の取り決め

などの整備が必要であると考えられる。 

妊婦 HIV スクリーニング検査は公費負担と

の関連もあり実施率は年々上昇し近年では

99％以上を維持しているが、過去の調査では公

費負担の廃止とともに検査率が減少した経緯

あった。また、近年のHIV母子感染の現状は2012

年から 2016 年まで 5 年間に HIV 母子感染が 3

例報告されており、これらの症例の中には妊娠

初期での検査は陰性であったが、その後に HIV

感染し児への母子感染に至った例もあった。こ

のように、HIV 母子感染を取り巻く状況は変化

してきており、これまでの妊娠初期の HIV スク

リーニング検査率上昇を主目的とした啓発で

は対応できていない。母子感染防止のための対

策・啓発も新たな方法を開発する必要があると

考える。 

妊婦 HIV スクリーニング検査の公費負担に

関する自治体（都道府県、政令指定都市、東京

特別区）への調査は過去 2003 年に行われた。

都道府県に対する調査では 43 都道府県から回

答がありそのうち公費負担を行なっているの

は秋田県、茨城県、群馬県、埼玉県、沖縄県の

5 県であった。このうち、茨城県、群馬県、埼

玉県、沖縄県の 4県では県または県と市による

一部負担で、秋田県でのみ全額公費負担がなさ

れていた。回答のあった 13 政令指定都市では

さいたま市のみで一部公費負担が行われてい

た。また、東京特別区では杉並区で希望する妊

婦に対して一部負担していた。2018 年現在、受

診券方式を採用している自治体の 99.1％で妊

婦 HIV 検査の公費負担を行なっており、この 15

年間で公費負担を行う自治体は大きく拡大し

た。妊婦 HIV 検査の公費負担の開始時期は 2008

〜2010 年に集中しており、この 3年間で全体の

67.1％になる。2008 年には日本産科婦人科学会

から「産婦人科診療ガイドライン―産科編 2008」

が刊行され妊婦のHIVスクリーニングは推奨レ

ベル B（現在は A）とされた。また、平成 20 年

度第 2次補正予算において妊婦健康診査臨時特

例交付金が創設され、2009 年 2 月 27 日に「妊

婦健康診査の実施について」(雇児母発第

0227001 号)が厚生労働省から通知された。この

通知には、市町村における公費負担の対象とな

る検査項目の設定にあたりHIV検査が明記され

た。このような背景から妊婦 HIV 検査の公費負

担がこの時期に全国的に開始されたと考えら

れる。 

青森県では全国に先駆け1993年10月から妊

婦本人の希望および医師が必要と認めた場合

に HIV 検査の公費負担を開始した。しかし、HIV

感染妊婦の発生例が県内になく、また、保健所

で無料検査が行われていることから公費負担

が 1999 年 4 月に公費負担が中止された。これ

により、妊婦 HIV スクリーニング検査実施率は

1999年の87.8％から2002年には41.1％に半減

した。HIV 検査の公費負担は妊婦 HIV スクリー

ニング検査実施率に大きな影響を持っている

と考えられる。本調査では 98.9％の自治体で今

後の公費負担の継続を予定していることから、

高い水準で妊婦HIVスクリーニング検査実施率

が維持されると推察される。 

他の感染症の公費負担と比較すると、妊婦

HIV 検査の公費負担は 99.1％の自治体（受診券

方式）で行われており、B 型肝炎、C 型肝炎、

梅毒、風しん、HTLV、クラミジアと同等の比率

であることが明らかになった。一方で、トキソ

プラズマ、サイトメガロ、ヒトパルボウイルス

B19 の公費負担を行なっている自治体の割合は

低かった。これらの感染症に関し、自治体等で
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検査に関する費用対効果について検討され、母

子感染対策としてこれらの公費負担も望まれ

る。 

本研究班では医療従事者への HIV 母子感染

予防に関するマニュアルやガイドラインを作

成してきた。また、本研究班では 2001 年より

2010 年までエイズ予防財団主催による研究成

果等普及啓発事業研究成果発表会を市民公開

講座の形式で行なってきた。HIV 母子感染の更

なる減少のためには、医療従事者のみならず広

く国民にHIV母子感染に関して啓発を行う必要

がある。しかしながら、研究班単独での啓発活

動には限度があると考えられる。地方自治体に

は感染症のみならず多くの事象に対し市民に

啓発を行ってきた実績があると考えられ、将来

的な連携を目指し今年度は全国の自治体での

HIV 母子感染に関する啓発活動を調査した。 

HIV 母子感染に関する啓発（母子感染全般や

性感染症の啓発の一部でHIV母子感染を取り上

げている場合も含む）について質問したところ

67.1％の自治体で「行ったことがない」との回

答があった。HIV 母子感染に関する啓発を行っ

たことがない理由について質問したところ、

「自治体内に HIV 感染者が少ない（またはいな

い）と推定される」に次いで「HIV 母子感染に

関する啓発資材や資料がない（または少ない）」

と回答した自治体が約 4 割存在した。これは、

HIV 母子感染に関する啓発資材や資料があれば

約 4割の自治体において HIV母子感染に関する

啓発を行う可能性があると言える。本研究班で

HIV 母子感染に関する啓発資材や資料を作成す

る上で、これまでに啓発を行ったことがある自

治体の意見が参考になると考えられる。啓発を

行ったことがある自治体でHIV母子感染に関す

る啓発資材や資料の入手方法を質問したとこ

ろ、厚生労働省や衛生試験所等の研究報告書な

ど報告書を啓発用資料や公的機関や関連団体

が作成した啓発資材との回答を得た。即ち、本

研究班の報告書およびその調査結果から適切

な啓発資材を作成することにより自治体にお

いて活用してもらえる可能性は非常に高いと

思われる。 

性感染症に関する特定感染症予防指針（平成

三十年一月十八日 厚生労働省告示第十号）の

「第二 発生の予防及びまん延の防止 二 

普及啓発及び教育」には「教育を行う者は性感

染症に関する教育の重要性を認識するために、

性感染症から自分の身体を守るための情報を

正しく理解する必要がある。そのために、保健

所等は、教育関係機関及び保護者等と十分に連

携し、学校における教育と連動した普及啓発を

行うことが重要であり、国は、このような普及

啓発に利用可能な資材の開発等を支援してい

く必要がある。（一部抜粋）」とある。この指針

をもとに、本研究班では普及啓発に利用可能な

資材の開発を行い、さらには全国の自治体にお

いてHIV母子感染に関する啓発を行う人材育成

といった“間接的な啓発”を行うことも広く国

民にHIV母子感染を理解してもらう手段になり

得ると考察する。 

 

E.結論 

HIV による母子感染が cART や帝王切開での

分娩により十分に予防可能であることが周知

されるようになったことで、妊婦における HIV

スクリーニング検査が妊娠初期の重要な検査

のひとつとして認知され、多くの自治体で公的

補助もなされ、日本における HIV 感染妊婦の諸

問題に関しての啓発活動が実を結びつつある。

その一方で、未受診妊婦の存在や HIV 感染児の

診療体制、HIV 母子感染の啓発など改善の余地

がある分野も残っている。本研究班は、HIV ス

クリーニング検査実施率上昇のための啓発活

動を推進するとともに、これら HIV 感染妊婦や

HIV 感染児に対する諸問題に関しても十分に取

り組む必要がある。 

 

F.健康危険情報 

 

G.研究業績 
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表1　産婦人科病院一次調査の回答率 表2　	小児科一次調査の回答率

《2018年	産婦人科・病院一次調査》 《2018年	小児科一次調査》

北海道 64 48 75.0% 1 63 47 74.6% 北海道 139 68 48.9% 1 138 67 48.6%

青森 13 7 53.8% 0 13 7 53.8% 青森 32 15 46.9% 0 32 15 46.9%

岩手 12 8 66.7% 0 12 8 66.7% 岩手 37 15 40.5% 1 36 14 38.9%

宮城 18 15 83.3% 0 18 15 83.3% 宮城 35 19 54.3% 2 33 17 51.5%

秋田 18 8 44.4% 0 18 8 44.4% 秋田 24 18 75.0% 0 24 18 75.0%

山形 17 12 70.6% 0 17 12 70.6% 山形 25 16 64.0% 0 25 16 64.0%

福島 17 12 70.6% 0 17 12 70.6% 福島 35 15 42.9% 0 35 15 42.9%

茨城 25 19 76.0% 0 25 19 76.0% 茨城 66 32 48.5% 0 66 32 48.5%

栃木 12 9 75.0% 0 12 9 75.0% 栃木 36 14 38.9% 0 36 14 38.9%

群馬 18 13 72.2% 0 18 13 72.2% 群馬 35 23 65.7% 0 35 23 65.7%

埼玉 38 27 71.1% 0 38 27 71.1% 埼玉 103 53 51.5% 1 102 52 51.0%

千葉 39 28 71.8% 0 39 28 71.8% 千葉 95 42 44.2% 0 95 42 44.2%

東京 100 76 76.0% 1 99 75 75.8% 東京 163 94 57.7% 0 163 94 57.7%

神奈川 62 46 74.2% 0 62 46 74.2% 神奈川 100 64 64.0% 1 99 63 63.6%

新潟 27 19 70.4% 1 26 18 69.2% 新潟 47 26 55.3% 1 46 25 54.3%

山梨 8 3 37.5% 0 8 3 37.5% 山梨 25 13 52.0% 0 25 13 52.0%

長野 31 26 83.9% 0 31 26 83.9% 長野 66 43 65.2% 0 66 43 65.2%

富山 15 12 80.0% 0 15 12 80.0% 富山 29 18 62.1% 0 29 18 62.1%

石川 22 14 63.6% 0 22 14 63.6% 石川 31 19 61.3% 1 30 18 60.0%

福井 10 9 90.0% 0 10 9 90.0% 福井 29 13 44.8% 0 29 13 44.8%

岐阜 19 12 63.2% 1 18 11 61.1% 岐阜 45 29 64.4% 0 45 29 64.4%

静岡 33 25 75.8% 1 32 24 75.0% 静岡 56 33 58.9% 1 55 32 58.2%

愛知 55 43 78.2% 0 55 43 78.2% 愛知 103 53 51.5% 0 103 53 51.5%

三重 15 11 73.3% 0 15 11 73.3% 三重 35 18 51.4% 0 35 18 51.4%

滋賀 13 10 76.9% 0 13 10 76.9% 滋賀 29 14 48.3% 0 29 14 48.3%

京都 30 20 66.7% 0 30 20 66.7% 京都 58 34 58.6% 0 58 34 58.6%

大阪 70 48 68.6% 1 69 47 68.1% 大阪 129 76 58.9% 2 127 74 58.3%

兵庫 49 39 79.6% 1 48 38 79.2% 兵庫 88 45 51.1% 1 87 44 50.6%

奈良 14 10 71.4% 0 14 10 71.4% 奈良 23 17 73.9% 0 23 17 73.9%

和歌山 12 9 75.0% 0 12 9 75.0% 和歌山 24 20 83.3% 0 24 20 83.3%

鳥取 8 7 87.5% 0 8 7 87.5% 鳥取 17 12 70.6% 0 17 12 70.6%

島根 16 13 81.3% 0 16 13 81.3% 島根 23 13 56.5% 0 23 13 56.5%

岡山 21 16 76.2% 0 21 16 76.2% 岡山 49 27 55.1% 0 49 27 55.1%

広島 32 28 87.5% 1 31 27 87.1% 広島 52 30 57.7% 0 52 30 57.7%

山口 20 17 85.0% 0 20 17 85.0% 山口 34 23 67.6% 1 33 22 66.7%

徳島 10 7 70.0% 0 10 7 70.0% 徳島 32 13 40.6% 0 32 13 40.6%

香川 15 14 93.3% 1 14 13 92.9% 香川 26 15 57.7% 0 26 15 57.7%

愛媛 12 11 91.7% 0 12 11 91.7% 愛媛 30 20 66.7% 1 29 19 65.5%

高知 10 6 60.0% 0 10 6 60.0% 高知 31 16 51.6% 0 31 16 51.6%

福岡 35 24 68.6% 1 34 23 67.6% 福岡 82 49 59.8% 1 81 48 59.3%

佐賀 6 4 66.7% 0 6 4 66.7% 佐賀 22 8 36.4% 0 22 8 36.4%

長崎 16 14 87.5% 0 16 14 87.5% 長崎 34 16 47.1% 0 34 16 47.1%

熊本 17 15 88.2% 0 17 15 88.2% 熊本 47 21 44.7% 0 47 21 44.7%

大分 8 5 62.5% 1 7 4 57.1% 大分 29 13 44.8% 0 29 13 44.8%

宮崎 14 12 85.7% 0 14 12 85.7% 宮崎 18 9 50.0% 0 18 9 50.0%

鹿児島 21 14 66.7% 1 20 13 65.0% 鹿児島 39 21 53.8% 0 39 21 53.8%

沖縄 18 14 77.8% 1 17 13 76.5% 沖縄 32 19 59.4% 2 30 17 56.7%

全国 1,155 859 74.4% 13 1,142 846 74.1% 全国 2,339 1,284 54.9% 17 2,322 1,267 54.6%

回答数 回答率
無

効

有効

送付数
回答数 回答率

有効

送付数

都道

府県
送付数 回収数 回収率

無

効

都道

府県
送付数 回収数 回収率
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表3　産婦人科診療所一次調査の回答率 表4　病院での妊婦HIVスクリーニング検査実施率

《2018年	小児科一次調査》 《2018年	産婦人科・診療所一次調査》 《2018年	産婦人科・病院一次調査》

北海道 81 45 55.6% 7 74 38 51.4% 北海道 19,942 19,942 100.00%

青森 25 10 40.0% 1 24 9 37.5% 青森 3,857 3,857 100.00%

岩手 35 20 57.1% 3 32 17 53.1% 岩手 2,430 2,430 100.00%

宮城 68 36 52.9% 2 66 34 51.5% 山形 4,241 4,241 100.00%

秋田 28 15 53.6% 2 26 13 50.0% 福島 5,378 5,378 100.00%

山形 24 14 58.3% 1 23 13 56.5% 茨城 9,996 9,996 100.00%

福島 47 28 59.6% 5 42 23 54.8% 栃木 4,231 4,231 100.00%

茨城 50 27 54.0% 3 47 24 51.1% 群馬 5,319 5,319 100.00%

栃木 53 28 52.8% 2 51 26 51.0% 埼玉 19,880 19,880 100.00%

群馬 48 24 50.0% 2 46 22 47.8% 千葉 14,737 14,737 100.00%

埼玉 139 60 43.2% 11 128 49 38.3% 神奈川 29,615 29,615 100.00%

千葉 125 65 52.0% 11 114 54 47.4% 新潟 7,194 7,194 100.00%

東京 402 200 49.8% 27 375 173 46.1% 山梨 1,655 1,655 100.00%

神奈川 225 103 45.8% 14 211 89 42.2% 長野 10,060 10,060 100.00%

新潟 40 21 52.5% 4 36 17 47.2% 富山 3,522 3,522 100.00%

山梨 22 12 54.5% 1 21 11 52.4% 石川 2,869 2,869 100.00%

長野 44 24 54.5% 0 44 24 54.5% 福井 3,495 3,495 100.00%

富山 22 9 40.9% 1 21 8 38.1% 岐阜 3,381 3,381 100.00%

石川 28 11 39.3% 1 27 10 37.0% 静岡 10,779 10,779 100.00%

福井 17 11 64.7% 0 17 11 64.7% 愛知 21,216 21,216 100.00%

岐阜 53 25 47.2% 2 51 23 45.1% 三重 3,531 3,531 100.00%

静岡 90 55 61.1% 1 89 54 60.7% 滋賀 3,166 3,166 100.00%

愛知 161 82 50.9% 5 156 77 49.4% 京都 8,073 8,073 100.00%

三重 46 26 56.5% 0 46 26 56.5% 兵庫 17,616 17,616 100.00%

滋賀 38 11 28.9% 1 37 10 27.0% 奈良 4,003 4,003 100.00%

京都 62 36 58.1% 4 58 32 55.2% 和歌山 2,700 2,700 100.00%

大阪 236 129 54.7% 16 220 113 51.4% 鳥取 1,911 1,911 100.00%

兵庫 148 92 62.2% 10 138 82 59.4% 島根 3,147 3,147 100.00%

奈良 31 15 48.4% 2 29 13 44.8% 岡山 6,563 6,563 100.00%

和歌山 38 16 42.1% 2 36 14 38.9% 広島 11,068 11,068 100.00%

鳥取 14 7 50.0% 0 14 7 50.0% 山口 5,209 5,209 100.00%

島根 17 9 52.9% 1 16 8 50.0% 徳島 2,142 2,142 100.00%

岡山 45 25 55.6% 2 43 23 53.5% 香川 5,643 5,643 100.00%

広島 73 42 57.5% 4 69 38 55.1% 愛媛 3,095 3,095 100.00%

山口 31 23 74.2% 1 30 22 73.3% 高知 1,296 1,296 100.00%

徳島 20 18 90.0% 2 18 16 88.9% 佐賀 1,380 1,380 100.00%

香川 17 11 64.7% 0 17 11 64.7% 熊本 7,940 7,940 100.00%

愛媛 33 18 54.5% 1 32 17 53.1% 大分 2,070 2,070 100.00%

高知 15 8 53.3% 0 15 8 53.3% 宮崎 2,779 2,779 100.00%

福岡 144 86 59.7% 7 137 79 57.7% 鹿児島 5,223 5,223 100.00%

佐賀 23 12 52.2% 1 22 11 50.0% 沖縄 8,145 8,145 100.00%

長崎 49 27 55.1% 1 48 26 54.2% 東京 49,703 49,693 99.98%

熊本 46 28 60.9% 2 44 26 59.1% 宮城 8,484 8,482 99.98%

大分 29 20 69.0% 0 29 20 69.0% 大阪 26,839 26,831 99.97%

宮崎 35 17 48.6% 1 34 16 47.1% 秋田 2,728 2,727 99.97%

鹿児島 43 27 62.8% 3 40 24 60.0% 長崎 3,270 3,056 93.46%

沖縄 31 15 48.4% 1 30 14 46.7% 福岡 8,981 8,059 89.73%

全国 3,091 1,643 53.2% 168 2,923 1,475 50.5% 全国 390,502 389,345 99.70%

検査

実施率

都道

府県
分娩件数 検査件数回答率

都道

府県
送付数 回収数 回収率 無効 回答数

有効

送付数
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図1　病院での妊婦HIVスクリーニング検査実施率の変遷	

1999年	 2000年	 2001年	 2002年	

2003年	

99%以上	 95%以上〜99%未満	 90%以上〜95%未満	 80%以上〜90%未満	 80%未満	

2005年	 2006年	2004年	

2007年	 2008年	 2009年	 2010年	

2011年	 2012年	 2013年	 2014年	

2015年	 2016年	 2017年	 2018年	

《2018年 産婦人科・病院一次調査》	

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 42 

表5　診療所での妊婦HIVスクリーニング検査実施率

《2018年	産婦人科・病院一次調査》 《2018年	産婦人科・診療所一次調査》

北海道 5,913 5,913 100.00%

青森 2,165 2,165 100.00%

岩手 3,553 3,553 100.00%

宮城 3,379 3,379 100.00%

秋田 470 470 100.00%

山形 2,949 2,949 100.00%

福島 4,868 4,868 100.00%

茨城 4,881 4,881 100.00%

栃木 6,521 6,521 100.00%

群馬 4,352 4,352 100.00%

埼玉 8,657 8,657 100.00%

千葉 14,809 14,809 100.00%

東京 15,255 15,255 100.00%

神奈川 12,991 12,991 100.00%

新潟 4,230 4,230 100.00%

長野 3,796 3,796 100.00%

富山 1,230 1,230 100.00%

石川 2,014 2,014 100.00%

福井 1,735 1,735 100.00%

岐阜 6,447 6,447 100.00%

静岡 10,110 10,110 100.00%

愛知 18,901 18,901 100.00%

三重 5,251 5,251 100.00%

滋賀 1,996 1,996 100.00%

大阪 14,737 14,737 100.00%

兵庫 12,467 12,467 100.00%

奈良 3,180 3,180 100.00%

和歌山 3,157 3,157 100.00%

鳥取 1,833 1,833 100.00%

島根 1,321 1,321 100.00%

岡山 4,055 4,055 100.00%

広島 5,255 5,255 100.00%

山口 4,027 4,027 100.00%

徳島 1,996 1,996 100.00%

香川 1,054 1,054 100.00%

愛媛 3,776 3,776 100.00%

高知 1,300 1,300 100.00%

福岡 18,263 18,263 100.00%

佐賀 3,071 3,071 100.00%

長崎 4,409 4,409 100.00%

熊本 5,831 5,831 100.00%

大分 5,037 5,037 100.00%

宮崎 3,267 3,267 100.00%

鹿児島 5,151 5,151 100.00%

沖縄 4,348 4,348 100.00%

京都 3,867 3,862 99.87%

山梨 1,871 1,551 82.90%

全国 259,746 259,421 99.87%

都道

府県
分娩件数 検査件数

検査

実施率

図2　診療所での妊婦HIVスクリーニング検査実施率の変遷	

2003年	 2006年	

2009年	 2012年	

《2018年 産婦人科・診療所一次調査》	

99%以上	 95%以上〜99%未満	 90%以上〜95%未満	

80%以上〜90%未満	 80%未満	

2015年	 2018年	
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表6　2018年調査での妊婦HIVスクリーニング検査実施率のまとめ

《2018年	産婦人科一次調査》

分娩件数 検査件数 検査実施率 分娩件数 検査件数 検査実施率 分娩件数 検査件数 検査実施率

北海道 25,855 25,855 100.00% 19,942 19,942 100.00% 5,913 5,913 100.00%

青森 6,022 6,022 100.00% 3,857 3,857 100.00% 2,165 2,165 100.00%

岩手 5,983 5,983 100.00% 2,430 2,430 100.00% 3,553 3,553 100.00%

宮城 11,863 11,861 100.00% 8,484 8,482 99.98% 3,379 3,379 100.00%

秋田 3,198 3,197 100.00% 2,728 2,727 99.97% 470 470 100.00%

山形 7,190 7,190 100.00% 4,241 4,241 100.00% 2,949 2,949 100.00%

福島 10,246 10,246 100.00% 5,378 5,378 100.00% 4,868 4,868 100.00%

茨城 14,877 14,877 100.00% 9,996 9,996 100.00% 4,881 4,881 100.00%

栃木 10,752 10,752 100.00% 4,231 4,231 100.00% 6,521 6,521 100.00%

群馬 9,671 9,671 100.00% 5,319 5,319 100.00% 4,352 4,352 100.00%

埼玉 28,537 28,537 100.00% 19,880 19,880 100.00% 8,657 8,657 100.00%

千葉 29,546 29,546 100.00% 14,737 14,737 100.00% 14,809 14,809 100.00%

東京 64,958 64,948 100.00% 49,703 49,693 99.98% 15,255 15,255 100.00%

神奈川 42,606 42,606 100.00% 29,615 29,615 100.00% 12,991 12,991 100.00%

新潟 11,424 11,424 100.00% 7,194 7,194 100.00% 4,230 4,230 100.00%

山梨 3,526 3,206 82.90% 1,655 1,655 100.00% 1,871 1,551 82.90%

長野 13,856 13,856 100.00% 10,060 10,060 100.00% 3,796 3,796 100.00%

富山 4,752 4,752 100.00% 3,522 3,522 100.00% 1,230 1,230 100.00%

石川 4,883 4,883 100.00% 2,869 2,869 100.00% 2,014 2,014 100.00%

福井 5,230 5,230 100.00% 3,495 3,495 100.00% 1,735 1,735 100.00%

岐阜 9,828 9,828 100.00% 3,381 3,381 100.00% 6,447 6,447 100.00%

静岡 20,889 20,889 100.00% 10,779 10,779 100.00% 10,110 10,110 100.00%

愛知 40,117 40,117 100.00% 21,216 21,216 100.00% 18,901 18,901 100.00%

三重 8,782 8,782 100.00% 3,531 3,531 100.00% 5,251 5,251 100.00%

滋賀 5,162 5,162 100.00% 3,166 3,166 100.00% 1,996 1,996 100.00%

京都 11,940 11,935 99.87% 8,073 8,073 100.00% 3,867 3,862 99.87%

大阪 41,576 41,568 100.00% 26,839 26,831 99.97% 14,737 14,737 100.00%

兵庫 30,083 30,083 100.00% 17,616 17,616 100.00% 12,467 12,467 100.00%

奈良 7,183 7,183 100.00% 4,003 4,003 100.00% 3,180 3,180 100.00%

和歌山 5,857 5,857 100.00% 2,700 2,700 100.00% 3,157 3,157 100.00%

鳥取 3,744 3,744 100.00% 1,911 1,911 100.00% 1,833 1,833 100.00%

島根 4,468 4,468 100.00% 3,147 3,147 100.00% 1,321 1,321 100.00%

岡山 10,618 10,618 100.00% 6,563 6,563 100.00% 4,055 4,055 100.00%

広島 16,323 16,323 100.00% 11,068 11,068 100.00% 5,255 5,255 100.00%

山口 9,236 9,236 100.00% 5,209 5,209 100.00% 4,027 4,027 100.00%

徳島 4,138 4,138 100.00% 2,142 2,142 100.00% 1,996 1,996 100.00%

香川 6,697 6,697 100.00% 5,643 5,643 100.00% 1,054 1,054 100.00%

愛媛 6,871 6,871 100.00% 3,095 3,095 100.00% 3,776 3,776 100.00%

高知 2,596 2,596 100.00% 1,296 1,296 100.00% 1,300 1,300 100.00%

福岡 27,244 26,322 100.00% 8,981 8,059 89.73% 18,263 18,263 100.00%

佐賀 4,451 4,451 100.00% 1,380 1,380 100.00% 3,071 3,071 100.00%

長崎 7,679 7,465 100.00% 3,270 3,056 93.46% 4,409 4,409 100.00%

熊本 13,771 13,771 100.00% 7,940 7,940 100.00% 5,831 5,831 100.00%

大分 7,107 7,107 100.00% 2,070 2,070 100.00% 5,037 5,037 100.00%

宮崎 6,046 6,046 100.00% 2,779 2,779 100.00% 3,267 3,267 100.00%

鹿児島 10,374 10,374 100.00% 5,223 5,223 100.00% 5,151 5,151 100.00%

沖縄 12,493 12,493 100.00% 8,145 8,145 100.00% 4,348 4,348 100.00%

全国 650,248 648,766 99.87% 390,502 389,345 99.70% 259,746 259,421 99.87%

合計 病院調査 診療所調査都道

府県
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表7-2　診療所での分娩の取扱いと妊婦HIVスクリーニング検査実施率

《2018年	産婦人科・病院一次調査》 《2018年	産婦人科・診療所一次調査》

100％（全例実施） 699 96.0% 740 99.7% 1,439 97.9%

99％以上100％未満 1 0.1% 0 −	 1 0.1%

95％以上99％未満 2 0.3% 0 −	 2 0.1%

90％以上95％未満 4 0.5% 1 0.1% 5 0.3%

80％以上90％未満 1 0.1% 4.0% 0 −	 0.3% 1 0.1% 2.1%

50％以上80％未満 2 0.3% 0 −	 2 0.1%

50％未満 6 0.8% 0 −	 6 0.4%

0％（未実施） 13 1.8% 1 0.1% 14 1.0%

合計 728 100.0% 742 100.0% 1,470 100.0%

HIV検査率
分娩なし 分娩あり

診療所数 診療所数

合計

診療所数

表8　エイズ拠点病院区分での妊婦HIVスクリーニング検査率

《2018年	産婦人科・診療所一次調査》 《2018年	産婦人科・病院一次調査》

拠点病院 127,676 127,674 100.00%

拠点以外の病院 262,826 261,671 99.56%

合計 390,502 389,345 99.70%

分娩件数 検査件数
検査

実施率
拠点病院区分

表9　エイズ拠点病院区分での分娩取扱い施設の妊婦HIVスクリーニング検査実施率

　　（分娩取り扱い施設） 《2018年	産婦人科・病院一次調査》

100％検査 228 99.6% 536 99.1% 764 99.2%

99％以上100％未満 1 0.4% 2 0.4% 3 0.4%

95％以上99％未満 0 −	 1 0.18% 1 0.13%

90％以上95％未満 0 −	 0.4% 0 −	 0.9% 0 −	 0.8%

80％以上90％未満 0 −	 0 −	 0 −	

80％未満 0 −	 0 −	 0 −	

0％（実施なし） 0 −	 2 0.37% 2 0.26%

合計 229 100.0% 541 100.0% 770 100.0%

施設数
HIV検査率

拠点病院 拠点以外の病院 合計

施設数 施設数

表7-1　病院調査での分娩の取扱いと妊婦HIVスクリーニング検査実施率

《2018年	産婦人科一次調査》 《2018年	産婦人科・病院一次調査》

100％検査 74 100.0% 764 99.2% 838 99.3%

99％以上100％未満 0 −	 3 0.4% 3 0.4%

95％以上99％未満 0 −	 1 0.1% 1 0.12%

90％以上95％未満 0 −	 0 −	 0.8% 0 −	 0.7%

80％以上90％未満 0 −	 0 −	 0 −	

80％未満 0 −	 0 −	 0 −	

0％（実施なし） 0 −	 2 0.3% 2 0.2%

合計 74 100.0% 770 100.0% 844 100.0%

分娩あり 合計
HIV検査率

分娩なし

病院数 病院数 病院数
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表10　施設別での妊婦HIVスクリーニング検査陽性時の対応

《2018年	産婦人科一次調査》

自施設でHIV確認検査を行い、陽性の場合も分娩(または中絶)を行う 149 18.1% 9 0.6% 158 7.0%

2自施設でHIV確認検査を行い、陽性の場合は他施設に紹介する 594 72.4% 942 65.8% 1,536 68.2%

自施設でHIV確認検査は行わず、他施設に紹介する 72 8.8% 455 31.8% 527 23.4%

その他 6 0.7% 25 1.7% 31 1.4%

合計 821 100.0% 1,431 100.0% 2,252 100.0%

施設数

病院 診療所
妊婦に対するHIVスクリーニング検査が陽性の場合 合計

表11　妊婦HIVスクリーニング検査陽性時の対応について施設の比較

《2018年	産婦人科一次調査》 《2018年	産婦人科一次調査》

病院 594 72

診療所 942 455
<	0.0001 112.3 3.985

自施設でHIV確認検査を行い、

陽性の場合は他施設に紹介する

自施設でHIV確認検査は行わず、

他施設に紹介する
p χ2 オッズ比
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表12　2018年病院調査での未受診妊婦数 表13　2018年病院調査での未受診妊婦の頻度

《2018年	産婦人科・病院一次調査》 《2018年	産婦人科・病院一次調査》

東京 26 105 福岡 8,981 51 0.57%

大阪 18 76 栃木 4,231 21 0.50%

神奈川 22 73 宮城 8,484 42 0.50%

福岡 7 51 佐賀 1,380 6 0.43%

北海道 19 50 大分 2,070 9 0.43%

千葉 14 50 長崎 3,270 14 0.43%

愛知 16 45 愛媛 3,095 11 0.36%

宮城 6 42 福井 3,495 12 0.34%

兵庫 12 42 熊本 7,940 27 0.34%

埼玉 14 39 三重 3,531 12 0.34%

茨城 9 30 千葉 14,737 50 0.34%

静岡 12 28 青森 3,857 13 0.34%

熊本 6 27 宮崎 2,779 9 0.32%

栃木 4 21 茨城 9,996 30 0.30%

広島 7 18 岐阜 3,381 10 0.30%

長崎 5 14 大阪 26,839 76 0.28%

青森 6 13 石川 2,869 8 0.28%

長野 6 13 静岡 10,779 28 0.26%

福井 3 12 北海道 19,942 50 0.25%

三重 6 12 神奈川 29,615 73 0.25%

京都 6 12 山梨 1,655 4 0.24%

群馬 6 11 兵庫 17,616 42 0.24%

新潟 7 11 和歌山 2,700 6 0.22%

岡山 5 11 愛知 21,216 45 0.21%

愛媛 4 11 東京 49,703 105 0.21%

岐阜 3 10 群馬 5,319 11 0.21%

沖縄 4 10 岩手 2,430 5 0.21%

大分 3 9 埼玉 19,880 39 0.20%

宮崎 3 9 秋田 2,728 5 0.18%

石川 4 8 岡山 6,563 11 0.17%

鹿児島 3 8 広島 11,068 18 0.16%

福島 4 7 島根 3,147 5 0.16%

香川 4 7 鹿児島 5,223 8 0.15%

和歌山 3 6 新潟 7,194 11 0.15%

山口 5 6 京都 8,073 12 0.15%

佐賀 2 6 徳島 2,142 3 0.14%

岩手 3 5 福島 5,378 7 0.13%

秋田 3 5 長野 10,060 13 0.13%

島根 4 5 滋賀 3,166 4 0.13%

山形 3 4 香川 5,643 7 0.12%

山梨 2 4 沖縄 8,145 10 0.12%

富山 2 4 山口 5,209 6 0.12%

滋賀 4 4 富山 3,522 4 0.11%

徳島 2 3 鳥取 1,911 2 0.10%

鳥取 2 2 山形 4,241 4 0.09%

奈良 1 1 高知 1,296 1 0.08%

高知 1 1 奈良 4,003 1 0.02%

全国 311 941 全国 390,502 941 0.24%

311施設/回答846=36.8％

都道

府県
病院数

未受診

妊婦数

都道

府県

病院調査

分娩数

未受診

妊婦数
頻度
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図3　病院調査での未受診妊婦の頻度	

2016年	

0.4%以上	

0.3%以上〜0.4%未満	

0.2%以上〜0.3%未満	

0.1%以上〜0.2%未満	

0.1%未満	

《2018年 産婦人科・病院一次調査》	

2017年	

2018年	

表14　2016〜2018年病院調査での未受診妊婦の発生頻度

《2018年	産婦人科・病院一次調査》

宮崎 10,013 54 0.54%

栃木 14,456 75 0.52%

愛媛 12,095 49 0.41%

福岡 31,549 123 0.39%

岐阜 13,570 52 0.38%

宮城 24,671 91 0.37%

千葉 45,129 159 0.35%

三重 12,873 44 0.34%

大分 7,132 24 0.34%

大阪 97,714 315 0.32%

群馬 18,998 59 0.31%

岩手 9,984 31 0.31%

山梨 7,420 23 0.31%

静岡 34,971 108 0.31%

埼玉 64,656 198 0.31%

佐賀 4,063 12 0.30%

北海道 60,694 179 0.29%

青森 10,096 28 0.28%

茨城 31,062 83 0.27%

鳥取 6,043 16 0.26%

長崎 11,687 30 0.26%

福井 9,096 23 0.25%

熊本 22,900 56 0.24%

岡山 21,836 48 0.22%

東京 165,777 359 0.22%

愛知 71,538 146 0.20%

兵庫 54,299 110 0.20%

鹿児島 16,389 31 0.19%

広島 34,799 65 0.19%

神奈川 99,160 184 0.19%

京都 26,722 48 0.18%

福島 13,580 24 0.18%

石川 10,611 17 0.16%

高知 4,392 7 0.16%

山形 12,078 19 0.16%

秋田 8,913 14 0.16%

沖縄 24,985 38 0.15%

新潟 21,270 32 0.15%

富山 11,952 17 0.14%

島根 9,946 14 0.14%

奈良 12,119 17 0.14%

和歌山 9,963 13 0.13%

山口 17,861 22 0.12%

徳島 8,421 10 0.12%

香川 15,239 18 0.12%

長野 29,526 32 0.11%

滋賀 10,645 10 0.09%

全国 1,272,893 3,127 0.25%

都道

府県

調査

分娩数

未受診

妊婦数
頻度
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図4　2016〜2018年病院調査での未受診妊婦の頻度	

0.4%以上	

0.3%以上〜0.4%未満	

0.2%以上〜0.3%未満	

0.1%以上〜0.2%未満	

0.1%未満	

《2018年 産婦人科・病院一次調査》	

表15　2018年病院調査での未受診妊婦へのHIVスクリーニング検査の実施状況

《2018年	産婦人科一次調査》

全例に検査を実施する（分娩前に結果が確認できるかどうかにかかわらず） 294 95.1%

全例に検査しない 5 1.6%

状況に応じて一部の妊婦に検査を実施する 10 3.2%

合計 309 100.0%

未受診妊婦に対するHIVスクリーニング検査の実施状況 病院数
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表16　診療所調査での未受診妊婦数 表17　診療所調査での未受診妊婦の頻度

《2018年	産婦人科・診療所一次調査》 《2018年	産婦人科・診療所一次調査》

千葉 3 5 広島 5,255 5 0.10%

広島 1 5 高知 1,300 1 0.08%

兵庫 3 4 愛媛 3,776 2 0.05%

愛媛 2 2 鹿児島 5,151 2 0.04%

鹿児島 2 2 千葉 14,809 5 0.03%

岩手 1 1 兵庫 12,467 4 0.03%

茨城 1 1 宮崎 3,267 1 0.03%

高知 1 1 岩手 3,553 1 0.03%

大分 1 1 茨城 4,881 1 0.02%

宮崎 1 1 大分 5,037 1 0.02%

北海道 0 0 北海道 5,913 0 −　

青森 0 0 青森 2,165 0 −　

宮城 0 0 宮城 3,379 0 −　

秋田 0 0 秋田 470 0 −　

山形 0 0 山形 2,949 0 −　

福島 0 0 福島 4,868 0 −　

栃木 0 0 栃木 6,521 0 −　

群馬 0 0 群馬 4,352 0 −　

埼玉 0 0 埼玉 8,657 0 −　

東京 0 0 東京 15,255 0 −　

神奈川 0 0 神奈川 12,991 0 −　

新潟 0 0 新潟 4,230 0 −　

山梨 0 0 山梨 1,871 0 −　

長野 0 0 長野 3,796 0 −　

富山 0 0 富山 1,230 0 −　

石川 0 0 石川 2,014 0 −　

福井 0 0 福井 1,735 0 −　

岐阜 0 0 岐阜 6,447 0 −　

静岡 0 0 静岡 10,110 0 −　

愛知 0 0 愛知 18,901 0 −　

三重 0 0 三重 5,251 0 −　

滋賀 0 0 滋賀 1,996 0 −　

京都 0 0 京都 3,867 0 −　

大阪 0 0 大阪 14,737 0 −　

奈良 0 0 奈良 3,180 0 −　

和歌山 0 0 和歌山 3,157 0 −　

鳥取 0 0 鳥取 1,833 0 −　

島根 0 0 島根 1,321 0 −　

岡山 0 0 岡山 4,055 0 −　

山口 0 0 山口 4,027 0 −　

徳島 0 0 徳島 1,996 0 −　

香川 0 0 香川 1,054 0 −　

福岡 0 0 福岡 18,263 0 −　

佐賀 0 0 佐賀 3,071 0 −　

長崎 0 0 長崎 4,409 0 −　

熊本 0 0 熊本 5,831 0 −　

沖縄 0 0 沖縄 4,348 0 −　

全国 16 23 全国 259,746 23 0.01%

16施設/1475回答=1.1％

未受診

妊婦数
頻度

都道

府県
診療所数

未受診

妊婦数

都道

府県

診療所調査

分娩数
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表18　診療所調査での未受診妊婦へのHIVスクリーニング検査の実施状況

《2018年	産婦人科・診療所一次調査》 《2018年	産婦人科・診療所一次調査》

全例に検査を実施する（分娩前に結果が確認できるかどうかにかかわらず） 15 93.8%

全例に検査しない 1 6.3%

状況に応じて一部の妊婦に検査を実施する 0 −　

合計 16 100.0%

未受診妊婦に対するHIVスクリーニング検査の実施状況 診療所数

図5　梅毒感染妊婦の報告数	

病院	 診療所	

20例以上	 10例以上〜20例未満	 5例以上〜10例未満	

1例以上〜5例未満	 報告例なし	

合計	

《2018年 産婦人科一次調査》	
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表19　病院調査での梅毒感染妊婦数と頻度 表20　診療所調査での梅毒感染妊婦数と頻度

《2018年	産婦人科・病院一次調査》 《2018年	産婦人科・診療所一次調査》

宮崎 5 9 2,779 0.324% 熊本 5 23 5,831 0.394%

熊本 5 17 7,940 0.214% 宮城 3 10 3,379 0.296%

山梨 1 3 1,655 0.181% 和歌山 6 8 3,157 0.253%

長崎 2 5 3,270 0.153% 東京 23 34 15,255 0.223%

埼玉 14 30 19,880 0.151% 秋田 1 1 470 0.213%

福島 4 7 5,378 0.130% 北海道 3 12 5,913 0.203%

千葉 11 19 14,737 0.129% 香川 1 2 1,054 0.190%

奈良 3 5 4,003 0.125% 京都 6 7 3,867 0.181%

兵庫 11 22 17,616 0.125% 栃木 6 11 6,521 0.169%

石川 3 3 2,869 0.105% 岡山 3 6 4,055 0.148%

広島 8 11 11,068 0.099% 山梨 2 2 1,871 0.107%

栃木 2 4 4,231 0.095% 大阪 14 15 14,737 0.102%

山形 4 4 4,241 0.094% 山形 2 3 2,949 0.102%

宮城 4 8 8,484 0.094% 徳島 2 2 1,996 0.100%

福井 1 3 3,495 0.086% 神奈川 11 13 12,991 0.100%

大阪 18 22 26,839 0.082% 鹿児島 3 5 5,151 0.097%

神奈川 17 24 29,615 0.081% 奈良 3 3 3,180 0.094%

愛知 12 17 21,216 0.080% 青森 2 2 2,165 0.092%

青森 3 3 3,857 0.078% 群馬 3 4 4,352 0.092%

東京 23 37 49,703 0.074% 長崎 4 4 4,409 0.091%

佐賀 1 1 1,380 0.072% 千葉 11 13 14,809 0.088%

静岡 4 7 10,779 0.065% 茨城 3 4 4,881 0.082%

島根 2 2 3,147 0.064% 兵庫 10 10 12,467 0.080%

茨城 5 6 9,996 0.060% 福岡 12 14 18,263 0.077%

長野 4 6 10,060 0.060% 広島 4 4 5,255 0.076%

鹿児島 2 3 5,223 0.057% 島根 1 1 1,321 0.076%

三重 2 2 3,531 0.057% 愛知 11 14 18,901 0.074%

福岡 2 5 8,981 0.056% 埼玉 3 5 8,657 0.058%

鳥取 1 1 1,911 0.052% 鳥取 1 1 1,833 0.055%

京都 4 4 8,073 0.050% 滋賀 1 1 1,996 0.050%

岡山 3 3 6,563 0.046% 福島 2 2 4,868 0.041%

新潟 3 3 7,194 0.042% 佐賀 1 1 3,071 0.033%

岩手 1 1 2,430 0.041% 静岡 3 3 10,110 0.030%

北海道 6 8 19,942 0.040% 長野 1 1 3,796 0.026%

香川 2 2 5,643 0.035% 新潟 1 1 4,230 0.024%

愛媛 1 1 3,095 0.032% 岐阜 1 1 6,447 0.016%

岐阜 1 1 3,381 0.030% 岩手 0 0 3,553 −　

山口 1 1 5,209 0.019% 富山 0 0 1,230 −　

群馬 1 1 5,319 0.019% 石川 0 0 2,014 −　

秋田 0 0 2,728 −　 福井 0 0 1,735 −　

富山 0 0 3,522 −　 三重 0 0 5,251 −　

滋賀 0 0 3,166 −　 山口 0 0 4,027 −　

和歌山 0 0 2,700 −　 愛媛 0 0 3,776 −　

徳島 0 0 2,142 −　 高知 0 0 1,300 −　

高知 0 0 1,296 −　 大分 0 0 5,037 −　

大分 0 0 2,070 −　 宮崎 0 0 3,267 −　

沖縄 0 0 8,145 −　 沖縄 0 0 4,348 −　

全国 197 311 390,502 0.080% 全国 169 243 259,746 0.094%

都道

府県

報告

病院数

梅毒感染

妊婦数

病院調査

分娩数
頻度頻度

都道

府県

報告

診療所数

梅毒感染

妊婦数

診流所調査

分娩数

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 52 

表21　2018年調査の梅毒感染妊婦のまとめ

《2018年	産婦人科・診療所一次調査》 《2018年	産婦人科一次調査》

熊本 10 40 13,771 0.290%

宮城 7 18 11,863 0.152%

宮崎 5 9 6,046 0.149%

山梨 3 5 3,526 0.142%

栃木 8 15 10,752 0.140%

和歌山 6 8 5,857 0.137%

埼玉 17 35 28,537 0.123%

長崎 6 9 7,679 0.117%

奈良 6 8 7,183 0.111%

東京 46 71 64,958 0.109%

千葉 22 32 29,546 0.108%

兵庫 21 32 30,083 0.106%

山形 6 7 7,190 0.097%

京都 10 11 11,940 0.092%

広島 12 15 16,323 0.092%

大阪 32 37 41,576 0.089%

福島 6 9 10,246 0.088%

神奈川 28 37 42,606 0.087%

岡山 6 9 10,618 0.085%

青森 5 5 6,022 0.083%

北海道 9 20 25,855 0.077%

愛知 23 31 40,117 0.077%

鹿児島 5 8 10,374 0.077%

福岡 14 19 27,244 0.070%

茨城 8 10 14,877 0.067%

島根 3 3 4,468 0.067%

石川 3 3 4,883 0.061%

香川 3 4 6,697 0.060%

福井 1 3 5,230 0.057%

鳥取 2 2 3,744 0.053%

群馬 4 5 9,671 0.052%

長野 5 7 13,856 0.051%

徳島 2 2 4,138 0.048%

静岡 7 10 20,889 0.048%

佐賀 2 2 4,451 0.045%

新潟 4 4 11,424 0.035%

秋田 1 1 3,198 0.031%

三重 2 2 8,782 0.023%

岐阜 2 2 9,828 0.020%

滋賀 1 1 5,162 0.019%

岩手 1 1 5,983 0.017%

愛媛 1 1 6,871 0.015%

山口 1 1 9,236 0.011%

富山 0 0 4,752 −　

高知 0 0 2,596 −　

大分 0 0 7,107 −　

沖縄 0 0 12,493 −　

全国 366 554 650,248 0.085%

都道

府県

報告

施設数

梅毒感染

妊婦数

調査

分娩数
頻度
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表22　エイズ拠点病院区分でのHIV感染児の診療対応

《2018年	小児科一次調査》

自施設で診察する 188 15.5% 115 43.7% 73 7.8%

状況により診療する 182 15.0% 53 20.2% 129 13.9%

他施設に紹介する 801 66.0% 106 40.3% 695 74.7%

その他 42 3.5% 9 3.4% 33 3.5%

合計 1,213 100.0% 283 100.0% 930 100.0%

HIV感染児の診療 全施設 拠点病院 拠点以外の病院

図6　エイズ拠点病院区分でのHIV感染児の診療対応	

全施設	 拠点病院	 拠点以外の病院	

自施設で診察する	

状況により診療する	

他施設に紹介する	

その他	

《2018年 小児科一次調査》	

表23　病院区分でのHIV感染児の診療対応

《2018年	小児科一次調査》

自施設で診察する 188 15.5% 48 70.6% 2 16.7% 1 8.3% 137 12.2%

状況により診療する 182 15.0% 7 10.3% 3 25.0% 3 25.0% 169 15.1%

他施設に紹介する 801 66.0% 13 19.1% 6 50.0% 6 50.0% 776 69.2%

その他 42 3.5% 0 0.0% 1 8.3% 2 16.7% 39 3.5%

合計 1,213 100.0% 68 100.0% 12 100.0% 12 100.0% 1,121 100.0%

全施設 ①大学病院 ②こども病院 ③療育・福祉
④それ以外の病院

（①②③以外）
HIV感染児の診療

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 54 

図7　病院区分でのHIV感染児の診療対応	

大学病院	 こども病院	

療育・福祉病院	

自施設で診察する	

状況により診療する	

他施設に紹介する	

その他	

その他の病院	

《2018年 小児科一次調査》	

図8　HIV感染児の診療対応：「自施設で診察する」施設の割合 	

30%以上	

20%以上〜30%未満	

10%以上〜20%未満	

1%以上〜102%未満	

1%未満	

《2018年 小児科一次調査》	
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表24　小児科常勤医児数区分でのHIV感染児の診療対応

④それ以外（①②③以外）の病院（1,121施設） 《2018年	小児科一次調査》

小児科常勤医師数 常勤なし 1人 2人 3-5人 6-10人 11人以上

回答施設数 121 331 163 278 154 74

自施設で診察する 7.4% 4.2% 8.0% 12.6% 25.3% 36.5%

状況により診療する 9.9% 13.6% 14.7% 15.8% 24.0% 9.5%

他施設に紹介する 81.0% 77.9% 74.2% 68.0% 48.1% 48.6%

その他 1.7% 4.2% 3.1% 3.6% 2.6% 5.4%

図10　常勤医師数区分HIV感染児の診療対応（④その他の病院）	

常勤なし	 1人	 2人	

自施設で診察する	

状況により診療する	

他施設に紹介する	

その他	

3〜5人	 6〜10人	 11人以上	

《2018年 小児科一次調査》	
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表25　	自治体調査の回収率 表26　妊婦健診公費負担の助成券交付方法

《2018年	自治体調査》 《2018年	自治体調査》

北海道 179 117 65.4% 北海道 115 1 1

青森 40 32 80.0% 青森 32 0 0

岩手 33 25 75.8% 岩手 25 0 0

宮城 35 16 45.7% 宮城 13 3 0

秋田 25 19 76.0% 秋田 19 0 0

山形 35 24 68.6% 山形 23 1 0

福島 59 36 61.0% 福島 36 0 0

茨城 44 35 79.5% 茨城 35 0 0

栃木 25 17 68.0% 栃木 17 0 0

群馬 35 19 54.3% 群馬 19 0 0

埼玉 63 40 63.5% 埼玉 37 3 0

千葉 54 38 70.4% 千葉 38 0 0

東京 62 40 64.5% 東京 40 0 0

神奈川 33 20 60.6% 神奈川 0 20 0

新潟 30 18 60.0% 新潟 18 0 0

山梨 27 19 70.4% 山梨 6 13 0

長野 77 42 54.5% 長野 33 9 0

富山 15 13 86.7% 富山 13 0 0

石川 19 13 68.4% 石川 13 0 0

福井 17 10 58.8% 福井 10 0 0

岐阜 42 27 64.3% 岐阜 25 2 0

静岡 35 26 74.3% 静岡 25 1 0

愛知 54 37 68.5% 愛知 34 3 0

三重 29 20 69.0% 三重 19 1 0

滋賀 19 9 47.4% 滋賀 8 1 0

京都 26 16 61.5% 京都 16 0 0

大阪 43 26 60.5% 大阪 17 9 0

兵庫 41 28 68.3% 兵庫 9 18 1

奈良 39 19 48.7% 奈良 0 19 0

和歌山 30 11 36.7% 和歌山 10 1 0

鳥取 19 13 68.4% 鳥取 13 0 0

島根 19 11 57.9% 島根 11 0 0

岡山 27 10 37.0% 岡山 10 0 0

広島 23 20 87.0% 広島 13 7 0

山口 19 15 78.9% 山口 15 0 0

徳島 24 10 41.7% 徳島 10 0 0

香川 17 11 64.7% 香川 11 0 0

愛媛 20 15 75.0% 愛媛 13 0 2

高知 34 12 35.3% 高知 12 0 0

福岡 60 28 46.7% 福岡 28 0 0

佐賀 20 13 65.0% 佐賀 13 0 0

長崎 21 13 61.9% 長崎 13 0 0

熊本 45 25 55.6% 熊本 25 0 0

大分 18 13 72.2% 大分 13 0 0

宮崎 26 17 65.4% 宮崎 17 0 0

鹿児島 43 33 76.7% 鹿児島 33 0 0

沖縄 41 23 56.1% 沖縄 23 0 0

全国 1,741 1,094 62.8% 全国 978 112 4

受診券方式
都道

府県
送付数 回収数 回収率

都道

府県
補助券方式 その他
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表27　受診券方式の妊婦HIV検査の公費負担の実施状況

《2018年	自治体調査》

現在検査項目に含まれている 969 99.1%

過去に検査項目に含まれていたが、現在は含まれていない 0 −　

検査項目に含まれたことはない 9 0.9%

合計 978 100.0%

自治体数

表28　受診券方式の妊婦HIV検査の公費負担の

開始時期 《2018年	自治体調査》

開始年

1995年 1 0.2%

1996年 3 0.7%

1997年 18 4.2%

1998年 2 0.5%

1999年 2 0.5%

2000年 0 −	

2001年 2 0.5%

2002年 1 0.2%

2003年 3 0.7%

2004年 2 0.5%

2005年 5 1.2%

2006年 16 3.8%

2007年 11 2.6%

2008年 32 7.5%

2009年 196 46.1%

2010年 57 13.4%

2011年 27 6.4%

2012年 11 2.6%

2013年 5 1.2%

2014年 2 0.5%

2015年 1 0.2%

2016年 26 6.1%

2017年 2 0.5%

合計 425 100.0%

自治体数

表29　受診券方式の妊婦HIV検査の公費負担の継続

《2018年	自治体調査》

自治体数

開始から現在まで公費負担を継続 872 100.0%

公費負担の中止期間あり 0 −　

現在は中止している 0 −　

表30　受診券方式の自治体での今後の妊婦HIV検査公費負担の予定

《2018年	自治体調査》

公費負担の継続を予定している 959 98.9%

公費負担の中止を予定している 0 −　

公費負担の開始（または再開）を予定している 0 −　

未定 11 1.1%

合計 970 100.0%

自治体数

表31　受診券方式での妊娠後期のHIV検査（妊娠中2回目のHIV検査）の公費負担

《2018年	自治体調査》

公費負担を行っている 33 3.4%

公費負担を行っていない 934 96.6%

合計 967 100.0%

自治体数

表32　受診券方式で現在行われているHIV以外の妊婦感染症の公費負担の有無

《2018年	自治体調査》

なし

Ｂ型肝炎 8 967 98.9% 3 978

HTLV（ヒトT細胞白血病） 8 967 98.9% 3 978

Ｃ型肝炎 16 959 98.1% 3 978

風しん 17 958 98.0% 3 978

梅毒 22 953 97.4% 3 978

クラミジア 32 943 96.4% 3 978

B群溶連菌 145 830 84.9% 3 978

トキソプラズマ 741 234 23.9% 3 978

ヒトパルボウイルスB19 960 15 1.5% 3 978

サイトメガロ 963 12 1.2% 3 978

麻しん 968 7 0.7% 3 978

水痘 973 2 0.2% 3 978

検査項目
公費負担

　あり　
無回答 合計
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表33　補助券方式の妊婦健診公費負担の

開始時期 《2018年	自治体調査》

開始年

1989 1 1.2%

1994 1 1.2%

1995 1 1.2%

1996 0 −　

1997 18 20.9%

1998 2 2.3%

1999 0 −　

2000 0 −　

2001 0 −　

2002 0 −　

2003 0 −　

2004 0 −　

2005 1 1.2%

2006 10 11.6%

2007 2 2.3%

2008 7 8.1%

2009 30 34.9%

2010 5 5.8%

2011 3 3.5%

2012 2 2.3%

2013 0 −　

2014 0 −　

2015 3 3.5%

86 100.0%

自治体数

表36　補助券方式での妊婦HIV検査公費負担の状況

《2018年	自治体調査》

開始から補助券方式で公費負担を継続 3 60.0%

公費負担の中止期間あり 0 −　

無記入 2 40.0%

5 100.0%

自治体数

表35　補助券方式の妊婦HIV検査の公費負担の

開始時期 《2018年	自治体調査》

開始年

1993年 2 40.0%

2009年 2 40.0%

2015年 1 20.0%

5 100.0%

自治体数

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表34　補助券方式での妊婦HIV検査の実施状況

《2018年	自治体調査》

補助券方式での交付以前に自治体独自の取り組みとして、HIV検査の公費負担を行っていた 5 5.0%

補助券方式での交付以前にHIV検査の名目で公費負担は行ったことがない 96 95.0%

合計 101 100.0%

自治体数
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表38　HIV母子感染に関する啓発方法

《2018年	自治体調査》

啓発方法（複数回答）365自治体

有識者や自治体職員による公開講座 25 6.8%

自治体等HP 24 6.6%

自治体広報誌（各戸配布） 24 6.6%

パンフレット，小冊子など（自治体施設等に設置配布） 269 73.7%

その他 95 26.0%

表39　HIV母子感染に関する啓発資材・資料の入手方法

《2018年	自治体調査》

啓発資材、資料の入手方法（複数回答）365自治体

有識者から（口演を含む） 54 14.8%

専門書から（感染症学や産婦人科科学の書籍や学術論文など） 73 20.0%

報告書から（厚生労働省や衛生試験所等の研究報告書など） 141 38.6%

インターネットから 72 19.7%

その他 183 50.1%

表40　HIV母子感染に関する啓発を行ったことがない理由

《2018年	自治体調査》

啓発を行ったことがない理由（複数回答）711自治体

自治体内にHIV感染者が少ない（いない）と推察される 342 48.1%

自治体内の生殖年齢人口比が低い 69 9.7%

HIV母子感染に関する啓発資材や資料がない（または少ない） 301 42.3%

政策優先度が低い 294 41.4%

その他 85 12.0%

表37　HIV母子感染に関する啓発の実施状況

《2018年	自治体調査》

啓発

行ったことがある 366 33.5%

行ったことがない 722 66.0%

無回答 6 0.5%

合計 1,094 100.0%

自治体数
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平成 30 年度厚生労働科学研究費補助金 エイズ対策政策研究事業 

「HIV 感染者の妊娠・出産・予後に関する疫学的・コホート的調査研究と情報の普及啓発法の開発 

ならびに診療体制の整備と均てん化に関する研究」班 

分担研究報告書 

 

研究分担課題名：HIV 感染妊娠に関する臨床情報の集積と解析およびデータベースの更新 

 

研究分担者：杉浦 敦  奈良県総合医療センター産婦人科、医長 

研究協力者：石橋理子  奈良県総合医療センター産婦人科、医長 

      市田宏司  伊東レディースクリニック、副院長 

      太田 寛  北里大学医学部公衆衛生学、助教 

      小林裕幸  筑波大学大学院人間総合科学研究科、教授 

      佐久本薫  沖縄県立南部医療センター・こども医療センター、病院長 

      高野政志  防衛医科大学校病院腫瘍化学療法部、部長・准教授 

      竹田善紀  奈良県立医科大学産婦人科、医員 

      中西美紗緒 独立行政法人国立国際医療研究センター病院産婦人科、医員 

      松田秀雄  松田母子クリニック、院長 

      箕浦茂樹  新宿区医師会区民健康センター、所長 

      桃原祥人  都立大塚病院産婦人科、部長 

研究補助員：藤田 綾  奈良県総合医療センター産婦人科 

 

研究要旨： 

HIV 感染妊娠の報告数は毎年 40 例前後で推移していたが、2016 年は 30 例、2017 年は 32 例で推

移した。HIV 感染判明後の複数回妊娠が増加傾向にあるが、一定数の初回判明群も存在するため、

今後も明らかな減少は認めず 30～40 例で推移する可能性が高いと思われる。都道府県では大都市

圏が中心であることに変化はないが、妊婦の国籍は年々日本人の占める割合が増加しており近年で

は過半数を占めるようになっている。分娩様式では帝王切開分娩がほとんどを占め、経腟分娩は飛

び込み分娩や自宅分娩等を除きほぼゼロとなっている。これは HIV 母子感染予防のために、経腟

分娩を回避することが徹底されている結果であると思われる。現在諸外国では血中 HIV ウイルス

量のコントロールが良好であれば、経腟分娩が許容されつつある。本邦でも一定条件を満たせば経

腟分娩が許容される可能性があるが、まず受け入れ施設など医療体制の整備を進めていく必要があ

る。母子感染例は 2000 年以降減少傾向にあるが、近年もほぼ毎年発生し続けている。近年の感染

経路は妊娠初期スクリーニング検査陰性例からの母子感染例を多く認め、このような経路による母

子感染予防策は非常に困難である。妊婦における HIV スクリーニング検査の標準化により妊娠中

のスクリーニング検査施行率は 99.9%となっているが、妊娠中に初めて HIV 感染が判明する群で

は、妊娠初期に感染が判明するものは約半数に過ぎず、近年の母子感染は妊娠後期や分娩後に初め

て HIV 感染が判明した症例から発生している。対して本研究班が推奨する母子感染予防策を全て

施行し得た例において、日本国内で平成 12 年以降に母子感染症例が発生していないことは、本研

究班が作成し周知してきた母子感染予防対策マニュアルなどによる教育・啓発活動の一定の成果で

あろうと考える。現在母子感染をほぼ完全に予防し得る現状から、毎年 HIV 感染判明後の再妊娠
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数は増加している。HIV 感染妊婦の診療体制はエイズ拠点病院が中心になってきており、95%の妊

婦の妊娠転帰はエイズ拠点病院において行われるようになったことは診療体制の成熟を意味する。

これまでに本研究班が得た成果から考えられる本分担班による今後の検討課題として、①HIV 感染

妊娠における母子感染予防を目的とした診療ガイドラインの策定に向けた情報収集、②経腟分娩が

日本国内でも可能であるか検討するための現状把握、③HIV 感染妊婦への診療体制の現状把握と再

整備の必要性の検討、④HIV 感染妊婦を診療する医師やコメディカルの教育と修練、国民への啓発

と教育、④妊娠初期スクリーニング検査陰性例における母子感染予防策の検討、⑤研究班ホームペ

ージの運営による研究成果の適時公開、⑥HIV 感染妊娠数の将来予測、⑦HIV 感染妊婦の継続的

フォローアップ対策の構築などがあげられる。HIV 母子感染予防に関する研究のさらなる継続が必

要である。 

 

A.研究目的 

国内における HIV 感染妊婦とその出生児に

関するデータベースを更新する。さらに現行の

HIV母子感染予防対策の妥当性と問題点を検証

し、予防対策の改訂および母子感染率のさらな

る低下を図る。 

 

B.研究方法 

1．産婦人科小児科統合データベースの更新（吉

野分担班および田中分担班との共同研究） 

 産婦人科、小児科それぞれの 2017 年（平成

29 年度）の全国調査で報告された症例を新たに

追加し、平成 30 年度統合データベースを作成

する。 

 

2．全国産婦人科二次調査  

 全国一次調査で HIV 感染妊婦の診療経験あ

りと回答した産婦人科診療施設に対し二次調

査を行い、HIV 感染妊婦の疫学的・臨床的情報

を集積・解析する。これにより HIV 感染妊婦の

年次別・地域別発生状況を把握し、妊婦やパー

トナーの国籍の変化、婚姻関係の有無、医療保

険加入などの経済状況、抗 HIV 療法の効果、妊

娠転帰の変化や分娩法選択の動向などを検討

する。 

（倫理面への配慮） 

臨床研究においては、文部科学省・厚生労働

省「疫学研究の倫理指針」を遵守しプライバシ

ーの保護に努めた。症例の識別は本研究におけ

る通し番号を用い、各情報は登録番号のみで処

理されるため個人情報が漏洩することはなく、

またデータから個人を特定することも不可能

である。 

 

C.研究結果 

1．産婦人科小児科統合データベースの更新お

よび解析 

小児科研究分担班（研究分担者：田中瑞恵）と

当産婦人科研究分担班のデータとを照合し、平

成 30 年度産婦人科小児科統合データベースと

して更新した。その結果を図 1 に示す。2017

年（平成 29 年）12 月までに妊娠転帰が明らか

となった症例の集積である。2017 年末までの

HIV 感染妊娠の報告総数は 1,027 例となり、そ

のうち産婦人科小児科の重複例は 438 例で、産

婦人科489例と小児科100例は各科独自の症例

であった。双胎が 9 例含まれ、出生児数は 715

児となった。（ただし産婦人科と小児科のデー

タの照合作業による統合データベースの更新

はそれぞれの全国調査を行った年度の次年度

に行うため、解析は 1 年遅れとなっている。） 

 

1）HIV 感染妊娠の報告都道府県別分布 

HIV 感染妊娠の報告数を図 2 に示す。年間報告

数は 2010 年～2015 年は 40 例前後で推移して

いたが、2016 年は 30 例、2017 年は 32 例とや

や減少した。都道府県別・年次別分布を表 1 に

示す。地方ブロック別では関東甲信越、北陸東
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海、近畿が中心であることに変わりはない。報

告のない都道府県は、和歌山・徳島・佐賀の 3

県のみとなった。HIV 感染妊娠の報告都道府県

別分布を図 3 に示す。東京が 260 例、次いで神

奈川 102 例、愛知 98 例、千葉 86 例、大阪 68

例と大都市圏が多数を占める。 

 

2）HIV 感染妊婦およびパートナーの国籍と

HIV 感染状況 

HIV 感染妊婦の国籍別・年次別変動を表 2 に示

した。日本 436 例（42.5%）、タイ 227 例（22.1%）

でこの 2 カ国で約 6 割以上を占めている。次い

でブラジル 72 例（7.0%）、フィリピン 39 例

（3.8%）、インドネシア 34 例（3.3%）、ケニア

24 例（2.3%）であった。地域別にみると、日

本を除くアジアが 376 例（36.6%）、アフリカ

が 94 例（9.2%）、中南米が 88 例(8.6%)であっ

た。 

HIV 感染妊婦国籍の変動を図 4 に示す。日本人

は増加の一途をたどり、2002 年以前では全体

の 3 割程度であったが 2013~2017 年には約半

数を占めるようになった。一方、2002 年以前

は 3割程度であったタイ人の報告は近年減少し

ており、2013~2017 年は 10 例（5.3%）のみで

あった。2002 年以前はケニア、エチオピア、

タンザニアなどのアフリカ地域の妊婦が多か

ったが、近年は報告が少なく、代わってブラジ

ルやインドネシアの報告が増加している。 

パートナーの国籍別症例数および HIV の感染

割合を表 3 に示した。国籍は日本が 530 例

（51.6%）で最も多く、次いでブラジル 59 例

（5.7%）、タイ 27 例（2.6%）であった。HIV

の感染割合は、10 例未満の報告が少ない国を除

くと、ペルーが 88.9％と最も高く、次いでナイ

ジェリアが 73.3%、ケニアが 69.2％、インドネ

シアが53.3％、タイが52.9%、ブラジルが51.2%、

ガーナが 45.5％、アメリカが 37.5％で、日本は

30.0%と最も低率であった。地域別にみても、

症例数が 10 例以下の欧州、中東を除くと、ア

フリカが 66.7%と最も高く、次いで中南米が

60.4%、アジアが 53.4%、北米が 33.3%であっ

た。 

HIV 感染妊婦とパートナーの国籍の組み合わ

せ別 5 年群別変動を図 5 に示した。「妊婦－パ

ートナー」が「外国－日本」の組み合わせは減

少傾向で、「日本－日本」の組み合わせは増加

傾向にある。 

 

3）妊娠転帰と母子感染 

HIV 感染妊娠の妊娠転帰別・年次別変動を図 6

に示した。1995 年以降毎年 30 例前後から 40

例前後の報告が継続している。 

分娩に至った症例のみの分娩様式 5年群別変動

を図 7 に示した。2002 年以前、2003～2007 年

の緊急帝切は、10％未満であったが、2008～

2012 年は 31 例（22.5%）、2013~2017 年は 28

例（18.4％）とやや増加している。経腟分娩は

明らかに減少傾向にある。そこで緊急帝切とな

った全 95 例における HIV 感染判明時期と緊急

帝切の適応を表 4 に示した。85 例（89.5%）で

は分娩 1 週間前の時点で既に HIV 感染が判明

していた。帝切予定であったが切迫早産等の産

科的適応により緊急帝切となった症例は 73 例

で、緊急帝切症例の 76.8%を占めていた。さら

に2013～2017年の緊急帝切28例の詳細を表5

に示した。全例が分娩 1 週間前の時点で HIV

感染が判明しており、23 例（82.1％）では帝切

予定であったが何らかの理由で緊急帝切とな

ったことがわかっている。これは分娩様式とし

て、極力経腟分娩を避けることを目的とした結

果のひとつとも考えられる。 

在胎週数と出生児体重の平均を表 6 に示した。

予定帝切分娩の平均在胎週数は 36w5d、平均出

生児体重は 2,642g、緊急帝切分娩の平均在胎週

数は 35w0d、平均出生児体重は 2,330g、経腟

分娩の平均在胎週数は 38w2d、平均出生児体重

は 2,870g であった。2013～2017 年では予定帝

切 118 例ではそれぞれ 37w1d、2,753g、緊急帝

切 28 例ではそれぞれ 34w6d、2,183g、経腟分

娩 6 例ではそれぞれ 36w4d、2,411g であった。
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予定帝切分娩においても平均在胎週数は 37 週

未満であり、これは休日・夜間帯といったマン

パワーが低下している時間帯での緊急手術を

避けるために、医師・スタッフが対応しやすい

時間帯で予定帝王切開術を施行していること

が要因のひとつと思われる。 

 

分娩様式・妊娠転帰別の母子感染数を表 7 に示

した。1,027例中、予定帝切分娩522例（50.8%）、

緊急帝切分娩 95 例（9.3%）、経腟分娩 82 例

（8.0%）、分娩様式不明 7 例（0.7%）、自然流

産 38 例（3.7%）、異所性妊娠 6 例（0.6%）、人

工妊娠中絶 188例（18.3%）、妊娠中 5例（0.5%）、

妊娠転帰不明 84 例（8.2%）となっている。母

子感染は予定帝切分娩の 7 例、緊急帝切分娩の

8 例、経腟分娩の 37 例、分娩様式不明の 6 例、

計 58 例が確認されている。 

HIV 感染妊娠の年次別妊娠転帰と母子感染を

表 8 に示した。1984 年に外国で妊娠分娩し、

来日後母子感染が判明した 1例が後年に報告さ

れ、1987 年以降 HIV 感染妊娠はほぼ毎年継続

して報告されている。中絶や転帰不明などを除

く分娩例は、1995 年以降毎年 30 例前後が継続

している。分娩様式は 2000 年以降帝切分娩が

分娩例の 9割以上を占めることに変わりはない。

母子感染は cART が普及していなかった 1991

～2000 年までは毎年数例発生しているが、そ

の後も 2002 年、2005 年、2006 年、2008 年、

2009 年、2012 年、2013 年、2015 年、2017

年に各 1 例、2010 年に 4 例とほぼ毎年報告さ

れており、特に近年は妊娠初期スクリ―ニング

検査陰性例からの母子感染例が増加傾向にあ

る。 

 

4）HIV 感染妊婦への抗ウイルス薬投与ついて 

HIV感染妊婦の血中ウイルス量を表9に示した。

ウイルス量の最高値が 10 万コピー/ml 以上は

37 例（6.3%）、1 万コピー/ml 以上 10 万コピー

/ml 未満は 142 例（24.0%）、1,000 コピー/ml

以上 1 万コピー/ml 未満は 126 例（21.3%）、検

出限界以上 1,000 コピー /ml 未満は 65 例

（11.0%）、検出限界未満は 222 例（37.5%）で

あった。母子感染リスクが上昇すると考えられ

ている 1 万コピー/ml 以上は 179 例（30.2%）

で、米国では経腟分娩も許容可能とされている

1,000 コピー/ml未満は 287 例(48.5%)存在して

いた。 

HIV 感染妊婦へ投与された抗ウイルス薬の薬

剤数別の年次推移を図 8 に示した。1 剤のみの

投与は 1998 年をピークに減少している。3 剤

以上の cART は 1995 年に初めて報告されたの

ち、2000 年以降は報告症例の半数以上を占め、

2009 年以降はほぼ全例 cART である。 

抗ウイルス薬の投与による血中ウイルス量の

変化を表 10 に示した。ウイルス量の最高値が

1,000 コピー以上で、妊娠中に抗ウイルス薬が

投与され、血中のウイルス量が 2 回以上測定さ

れている 203 例を解析した。そのうちウイルス

量が 1/100 以下へ減少した例は 121 例（59.6%）

で、全てで 3 剤以上の cART が行われていた。 

 

5）母子感染率について 

小児科調査からの報告例には母子感染例が多

く含まれ、母子感染率を推定するにはバイアス

がかかるため、産婦人科調査からの報告例のみ

を解析し、算出した分娩様式別母子感染率を表

11 に示した。児の異常による受診を契機に母親

の HIV 感染と母子感染が判明した症例を除き、

母子感染の有無が判明している 521 例のうち、

母子感染した症例は 12 例（2.30%）であった。

内訳は予定帝切分娩が 413 例中 1 例（0.24%）、

緊急帝切分娩が 76 例中 4 例（5.26%）、経腟分

娩が 32 例中 7 例（21.88%）である。 

より多くの症例で母子感染率を検討するため

に、産婦人科小児科統合データベースを用いて

解析を試みた。HIV 感染判明時期・妊娠転帰別

母子感染率を表 12 に示した。HIV 感染判明時

期を、 

・「妊娠前」 

・「今回妊娠時」 
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・「不明（妊娠中管理あり）」（HIV 感染判明時

期は不明だが、投薬記録や妊娠中の血液データ

がある等、妊娠中に管理されていたと思われる

症例） 

・「分娩直前」（分娩前 1 週間以内と定義） 

・「分娩直後」（分娩後 2 日以内と定義） 

・「児から判明」（児の発症を契機に母の HIV

感染が判明した症例） 

・「分娩後その他機会」 

・「不明」 

に分類し解析した。「妊娠前」は 448 例で最も

多く、母子感染が 3 例みられ母子感染率は 1.1%

であった。妊娠転帰は予定帝切分娩が 249 例

（55.6%）と多く、次いで人工妊娠中絶が 88

例（19.6%）、緊急帝切分娩 50 例（11.2％）、経

腟分娩 13 例（2.9％）であった。母子感染率は

予定帝切分娩で 0.5％、経腟分娩で 22.2％であ

った。「今回妊娠時」は 398 例で、母子感染が 7

例みられ、母子感染率は 3.0%であった。予定

帝切分娩が 218 例（54.8%）、人工妊娠中絶が

81 例（20.4%）、緊急帝切分娩 34 例（8.5％）、

経腟分娩 9 例（2.3％）であった。母子感染率

は、予定帝切分娩は 1.5％で「妊娠前」の 0.5％

と比較し高率となったが、経腟分娩 9 例では

16.7％に低下した。「不明（妊娠中管理あり）」

は 29 例で母子感染の報告はなく、妊娠転帰は

予定帝切分娩が 21 例（72.4%）であった。「分

娩直前」は 20 例で、母子感染が 2 例で母子感

染率は11.1%であった。経腟分娩が9例（45.0%）

と最も多く、次いで予定帝切分娩 7 例（35.0%）、

緊急帝切分娩 4 例（20.0%）であった。「分娩直

後」は 12 例で母子感染が 6 例あり、母子感染

率は 66.7%と高率であった。経腟分娩が 11 例

（91.7%）と 9 割を占めた。「児から判明」20

例は当然ながら母子感染率は 100％であり、経

腟分娩が 15 例（75.0%）と多かったが、予定帝

切分娩も 1 例（5.0%）、緊急帝切分娩も 4 例

（20.0%）みられた。「分娩後その他機会」は

24 例で、母子感染は 15 例で母子感染率は

68.2%であった、経腟分娩が 17 例（70.8%）を

占めた。「不明」は 76 例で、母子感染は 5 例で

母子感染率は 15.6%であった。予定帝切分娩が

25 例（32.9%）で経腟分娩が 8 例（10.5%）で

あった。 

HIV 感染判明時期が「分娩直後」「児から判明」、

「分娩後その他機会」および「不明」の群は分

娩前の HIV スクリーニング検査、抗ウイルス

薬投与、分娩時の AZT 点滴などの母子感染予

防対策も施されなかったと考えられ、多くの児

が母子感染に至っており分娩様式による母子

感染率の比較に対しバイアスをかけることに

なる。そのため解析には不適切と考え、これら

を除いた 614 例を解析した。それらの分娩様

式・HIV 感染判明時期別母子感染率を表 13 に

示す。母子感染は予定帝切分娩で 495 例中 4 例

（0.9%）、緊急帝切分娩では 88 例中 3 例（3.8%）、

経腟分娩は 31 例中 4 例（16.7%）であった。 

次いでこの 614 例を抗ウイルス薬の主流が

cART へ移行する 2000 年前後に分けて 118 例

と 496 例で同様の解析をおこなった。1999 年

以前を表 14に、2000年以降を表 15に示した。

1999 年以前の母子感染は予定帝切分娩では 87

例中 2 例（2.5%）、緊急帝切分娩では 12 例中 2

例（22.2%）、経腟分娩では 19 例中 4 例（28.6%）

であった。2000 年以降の母子感染は予定帝切

分娩では 408 例中 2 例（0.6%）、緊急帝切分娩

では 76 例中 1 例（1.4%）、経腟分娩では 12 例

中 0 例（0.0%）で、いずれの分娩様式でも母子

感染率は 1999 年以前より明らかに低下してい

た。 

分娩様式と抗ウイルス薬の投与状況を表 16 に

示した。予定帝切分娩、緊急帝切分娩、経腟分

娩を行った 699 例中 524 例（75.0%）に抗ウイ

ルス薬が投与されていた。分娩様式別では予定

帝切分娩が 522 例中 440 例（84.3%）、緊急帝

切分娩は 95 例中 78 例（82.1%）で抗ウイルス

薬が投与されていたにもかかわらず、経腟分娩

では 82 例中 6 例（7.3%）のみであった。抗ウ

イルス薬が投与されていたにもかかわらず母

子感染したのは 4 例のみで、そのうち 1 例は妊
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娠 30 週より AZT の投与が開始され、妊娠 35

週に緊急帝王切開分娩が施行されたが母子感

染が生じ、もう 1 例が妊娠 34 週より cART を

開始していたが母子感染が生じ、1 例は緊急帝

切直前に感染が判明し AZT を投与されたが、

母子感染が生じた。これら 3 例は治療開始時期

が遅れたことが、母子感染の原因と推測された。

また他の残りの 1 例は、ウイルス量等が測定さ

れておらず詳細は不明であるが、外国籍妊婦で

あったことから内服治療のコンプライアンス

が低かった可能性があり、これが母子感染の原

因と推測された。①投与ありで予定帝切分娩、

②投与なしで予定帝切分娩、③投与ありで経腟

分娩、④投与なしで経腟分娩の群にわけ母子感

染率を示すと、それぞれ 0.5%、6.9%、0.0%、

55.2%となった。 

HIV 感染判明時期が「分娩直後」「分娩後その

他機会」「児から判明」および「不明」の群を

除いた 614 例で母子感染率を再度検討した。分

娩様式と抗ウイルス薬の投与状況を表 17 に示

す。全 614 例中 524 例（85.3%）に抗ウイルス

薬が投与されており、分娩様式別では予定帝切

分娩が 495 例中 440 例（88.9%）、緊急帝切分

娩は 88 例中 78 例（88.6%）、経腟分娩では 31

例中 6 例（19.4%）であった。また表 16 と同

様の群に分け母子感染率をみると①0.5%、②

4.2%、③0.0%、④20.0%となり、母集団は 4 例

と少ないが「投与ありで経腟分娩」群では母子

感染を認めていない。 

表 17 を抗ウイルス薬の主流が cART へ移行す

る 2000 年を境に 2 群に分け、1999 年以前を表

18 に 2000 年以降を表 19 に示した。1999 年以

前は全 118 例中 60 例（50.8%）に抗ウイルス

薬が投与されていた。分娩様式別では予定帝切

分娩が 87 例中 54 例（62.1%）、緊急帝切分娩

は 12 例中 4 例（33.3%）で、経腟分娩では 19

例中 2 例（10.5%）のみであった。各群別の母

子感染率は①2.0%、②3.3%、③0.0%、④30.8%

であった。2000 年以降は全 496 例中 464 例

（93.5%）に抗ウイルス薬が投与されていた。

分娩様式別では予定帝切分娩が408例中386例

（94.6%）、緊急帝切分娩は 76 例中 74 例

（97.4%）と高率で、経腟分娩では 12 例中 4

例（33.3%）のみであった。各群別の母子感染

率は①0.3%、②5.6%、③0.0%、④0.0%で、②

群以外は 1999 年以前よりも低率となった。

2000 年以降に感染予防対策を施行した症例の

母子感染率を表 20 に示す。感染予防策として

「初期 HIV スクリーニング検査」「予定帝切」

「抗ウイルス薬 3 剤以上」「児の投薬あり」「断

乳」全てを施行した 243 例での母子感染例は 1

例もなかった。 

 

6）妊娠中・分娩後に母体の HIV 感染が初めて

判明した例について 

2000 年～2017 年に、妊娠中・分娩後に初めて

HIV 感染が判明した例（初回判明群）は 272

例であった。近年 HIV 感染判明後妊娠が増加

しており、初回判明群は HIV 感染妊娠の 2～3

割を占める形で推移している。初回判明群にお

いて、妊娠初期に HIV 感染が判明している例

は半数に過ぎず、感染判明時期が遅れるにつれ

血中 HIV ウイルス量のコントロールは不良に

なっている。実際に 2000 年以降に生じた HIV

母子感染 16 例は全て初回判明群から生じてお

り、さらに全て妊娠後期や分娩後に初めて HIV

感染が判明した例から生じている。特に分娩後 

に母体の感染が初めて判明し、母子感染が生じ

た 14 例のうち 6 例では、妊娠時の HIV 初期ス

クリーニング検査は陰性であった。 

 

7）HIV 感染判明後の再妊娠について 

HIV 感染が判明した後に妊娠（感染判明後妊

娠）した妊婦の妊娠回数を表 21 に示した。妊

娠回数 1 回は 189 人、2 回は 71 人、3 回は 23

人、4 回は 10 人、6 回が 1 人であった。当研究

班で把握しているHIV感染妊婦数は 741人で、

294 人が HIV 感染を認識した上で妊娠し、105

人が 2 回以上複数回妊娠していることになる。

2008 年～2017 年の 10 年間での HIV 感染判明
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時期別の平均年齢を図 10 に示す。感染判明後

妊娠は感染判明前妊娠と比較し、平均年齢は大

きな差を認めていない。10 年間での感染判明後

妊娠は 263 例あり、2008 年から 2017 年の HIV

感染判明の有無と妊娠時期の年次別推移を図

11 に、妊娠時期の変動を図 12 に示す。感染判

明後妊娠は 2008 年～2012 年は 66.2％、2013

年～2017 年は 72.0％で、2017 年は 81.3％であ

った。また感染判明後妊娠 263 例のうち、前回

妊娠時に判明したものは 86 例（32.7%）である

のに対し、妊娠前に感染が判明していたものは

117 例（67.3%）であった。2008 年以降感染判

明後妊娠の妊婦国籍、パートナー国籍を図 13、

図 14 に示す。それぞれ日本国籍が 54.0%、

62.7％と過半数を占めた。感染判明後妊娠の加

入保険内容を図 15 に示す。社保が 27.8％、国

保が 34.2％、生保が 6.1％と妊娠後感染判明妊

娠と比較し社保・国保の占める割合が高い。感

染判明後妊娠の転帰年別分娩転帰を図 16 に示

す。感染判明後妊娠においても一定の割合で人

工妊娠中絶が含まれ、分娩様式は 90％以上が帝

王切開であった。感染判明後妊娠の予定内・予

定外妊娠の割合を図 17 に示す。51.2%が予定内

妊娠と考えられた。感染判明後妊娠の妊娠中投

薬の有無を図 18 に示す。感染判明後妊娠にお

いても 3.8～29.2%と投薬なし・不明例が存在し

た。感染判明後妊娠の血中ウイルス量最高値を

図 19 に示す。感染判明後妊娠においても、ウ

イルス量 1,000 コピー/ml 以上の症例は 16.9%

存在する。感染判明後妊娠の分娩転帰場所を図

20 に示す。感染判明後妊娠の 8.0％は拠点病院

以外が最終転帰場所となっていた。 

 

8）HIV 感染妊娠の転帰場所 

HIV 感染妊娠の転帰場所を図 21 に示した。全

1,027 例中、妊娠転帰不明 84 例と妊娠中 5 例を

除いた 938 例について解析した。拠点病院が

772 例（82.3%）と約 8 割を占めた。拠点以外

の病院 67 例（7.1%）、診療所 15 例（1.6%）、

助産院 2 例（0.2%）自宅 6 例（0.6%）、外国 33

例（3.5%）、不明 43 例（4.6%）であった。 

最近 5 年間（2013 年～2017 年）の HIV 感染

妊娠 188 例の転帰場所を図 22 に示した。拠点

病院が 178 例（94.7%）と図 21 よりも占める

割合が高くなり、拠点以外の病院は 3 例（1.6%）

のみになっている。 

転帰場所別分娩様式を表 22 に示した。予定帝

切分娩が拠点病院では 475 例（61.5%）に施行

されているのに対し、拠点病院以外の病院では

28 例（41.8%）のみであった。一方、経腟分娩

は拠点病院では 25 例（3.2%）のみであったが、

拠点以外の病院では 15 例（22.4%）、診療所・

助産院では 12 例（70.6%）もみられた。 

転帰場所別抗ウイルス薬投与状況を表 23 に示

した。拠点病院では 552 例（71.5%）に抗ウイ

ルス薬が投与されていたが、拠点病院以外では

24 例（35.8%）で、診療所・助産院では 1 例

（5.9%）のみであった。 

日本で経腟分娩した 68例の詳細を表 24に示し

た。妊娠中に抗ウイルス薬が投与されていた症

例が 8 例あり、飛び込み分娩が 18 例を占めて

いた。 

都道府県別エイズ拠点病院の分娩取扱状況と

HIV 感染妊娠最終転帰施設数を表 25 に示す。

全国にはエイズ拠点病院が 382 施設存在し、そ

のうち産科標榜施設は 303 施設（79.3%）であ

った。HIV 感染妊娠の最終転帰場所となった施

設数は全国で 129 施設（42.6%）であった。茨

城、栃木、千葉、長野の各県では産科を標榜す

る拠点病院の 7 割以上が実際に HIV 感染妊娠

の最終転帰病院となっていたが、他の都道府県

では、拠点病院の数に比べて実際に最終転帰病

院となっている病院は少なかった。20 例以上の

都府県でみても、茨城、栃木、千葉、長野以外

では最終転帰病院となっていない拠点病院が

多数存在していた。 

都道府県別・最終転帰場所別の HIV 感染妊娠

数を表 26 に示す。症例数が 20 例以上の都府県

でみると、拠点病院での最終転帰例の割合は茨

城 100%、栃木 100%、静岡 100%、東京 97.2％、
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神奈川 95.6％、長野 94.4%、愛知 92.9%、大阪

89.3%とほとんどで 90%以上であった。しかし

埼玉では 17 例(36.2%)が、千葉においても 20

例（28.2%）が拠点病院以外で最終転帰となっ

ていた。 

 

9）HIV 感染妊婦の社会的背景 

パートナーとの婚姻関係の有無について回答

のあった 536 例で婚姻関係別の妊娠転帰を図

23 に示した。婚姻あり（400 例）では予定帝切

分娩が 223 例（58.3%）、緊急帝切分娩が 58 例

（14.5%）、経腟分娩が 12 例（3.0%）であった

のに対し、婚姻なしや不明（136 例）ではそれ

ぞれ 43 例（31.6%）、14 例（10.3%）、24 例

（17.6%）となり経腟分娩の割合が増加した。

同様に医療保険加入状況について回答のあっ

た526例で医療保険加入状況別の妊娠転帰を図

24 に示した。国保、社保、いずれかの医療保険

加入あり（406 例）ではそれぞれ分娩転帰は 233

例（57.4%）、55 例（13.5%）、12 例（3.0%）

であったのに対し、医療保険なしや不明（120

例）ではそれぞれ 37 例（30.8%）、15 例（12.5%）、

24 例（20.0%）となり、やはり経腟分娩の割合

が増加した。 

 

10）母子感染 58 例についての解析 

母子感染 58 例の転帰年と分娩様式を図 25 に、

それらの臨床情報を表 27 に示した。1984 年に

分娩様式不明の外国での分娩例で初めての母

子感染が報告されている。1987 年は外国で経

腟分娩となった症例で、国内での分娩の母子感

染例は 1991 年の 2 例が初めてである。その後

cART が治療の主流になる 2000 年まで毎年継

続して報告された。それらの大部分の分娩様式

は経腟分娩であった。その後は 2002 年に転帰

場所は不明で経腟分娩した 1 例、2005 年に外

国で予定帝切分娩した 1 例、2006 年に国内で

経腟分娩した 1 例が報告された。さらに 2008

年に経腟分娩で、2009 年に緊急帝切分娩で、

2010 年には予定帝切分娩 1 例、分娩様式不明 1

例と経腟分娩で 2 例、2012 年、2013 年、2015

年は経腟分娩でそれぞれ 1 例、2017 年は緊急

帝切分娩で 1 例の母子感染例が報告された。

2002 年、2006 年、2008 年、2010 年、2012

年および 2013 年の経腟分娩例は分娩後に母親

の HIV 感染が判明しており、7 例とも抗ウイル

ス薬は投与されていなかった。特に近年は、妊

娠初期スクリーニング検査が陰性例での母子

感染例が報告されている。また近年の母子感染

報告例は、日本転帰例が多くを占める。 

母子感染 58例の転帰都道府県を表 28に示した。

外国が 18 例（31.0%）と最も多く、次いで千葉

が 8 例（13.8%）、東京が 6 例（10.3%）と続く。 

妊婦国籍を表 29 に示した。タイが 17 例

（29.3%）と最も多く、次いで日本15例（25.9%）、

ケニア 8 例（13.8%）であった。日本転帰の 37

例（表 30）ではタイが 15 例(40.5%)と最も多く、

ついで日本 13 例(35.1%)であった。 

パートナーの国籍を表 32 に示した。日本人が

36 例（62.1%）と大半を占め、その他は 3 例以

下であった。日本転帰の 37 例（表 33）でも同

様に日本人が 25 例(67.6%)で最多であった。パ

ートナーとの国籍の組み合わせを図 28 に示し

た。「妊婦－パートナー」は「外国－日本」が

24 例（41.4%）と最も多く、「外国－外国」が

14 例（24.1%）、「日本－日本」が 12 例（20.7%）

で、「日本－外国」は 3 例（5.2%）のみであっ

た。日本転帰の 37 例（図 29）では、「外国－

日本」が 14 例(37.8%)と最多であった。 

分娩様式を図 31 に示した。経腟分娩が 37 例

（63.8%）と 6 割以上を占め、ついで緊急帝切

分娩 8例（13.8%）、予定帝切分娩 7例（12.1%）、

分娩様式不明 6 例（10.3%）であった。日本転

帰の 37 例（図 32）でも経腟分娩が 25 例(67.6%)

と最多であった。 

転帰場所を図 34 に示した。外国が 18 例

（31.0%）と最も多く、拠点病院が12例（20.7%）、

拠点以外の病院が 9 例（15.5%）、診療所 9 例

（15.5%）、自宅 1 例（1.7%）、不明 9 例（15.5%）

であった。 
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妊婦の HIV 感染診断時期を図 35 に示した。妊

娠前に判明した症例が 3 例（5.2%）で、今回妊

娠時が 7例（12.1%） 、分娩直前が 2 例（3.4%）、

分娩直後が 6 例（10.3%）、児から判明が 20 例

（34.5%）、分娩後その他の機会が15例（25.9%）

であった。また日本転帰の 37 例（図 36）では

妊娠前に判明した症例が 1 例（2.7%）で、今回

妊娠時が 5 例（13.5%）、分娩直前が 2 例（5.4%）、

分娩直後が 6 例（16.2%）、児から判明が 15 例

（40.5%）、分娩後その他機会が 7 例（18.9%）、

不明が 1 例(2.7%)であった。以前は妊娠中の

HIV スクリーニング検査が施行されず児の発

症を契機に診断された症例が最も多かったが、

近年は妊娠初期スクリーニング検査が陰性例

からの母子感染が増加している。 

 

11）分娩様式に関する検討 

2000 年以降の分娩に至った 508 例を対象とす

ると、初産婦が 227 例(44.7%)を占め、既往帝

王切開症例ではなく、母体血中ウイルス量が検

出限界未満であることを経腟分娩が許容され

得る条件とすると、初産婦のうち 130例(25.6%)

で母体血中ウイルス量が検出限界未満であっ

た。これより年間 30 例の HIV 感染妊娠が発生

すると仮定すると、年間約 7～8 例の経腟分娩

許容例が存在する可能性がある。 

 

2．HIV 感染妊婦の診療経験のある産婦人科診

療所および病院に対する二次調査 

産婦人科診療所二次調査は、平成 30 年 9 月 1

日に、産婦人科病院二次調査は、平成 30 年 10

月 12 日に初回発送した。両調査とも、一次調

査で追加報告されるごとに二次調査用紙を随

時発送した。その結果、平成 31 年 2 月 25 日ま

でに診療所二次調査対象の 24 施設中 18 施設

（75.0%）から回答を得た。うち 6 施設からの

回答が「古い症例でカルテがない」「一次調査

回答ミス」「偽陽性」などの無効回答であった。

診療所からの報告症例は 12 例で、そのうち

2018 年以前の妊娠転帰症例で当班へ未報告の

症例が 1 例、2018 年妊娠中症例が 1 例、当班

に既に報告されている症例が 10 例であった。

妊娠中症例は拠点病院へ紹介されていた。 

病院二次調査は対象の 33 施設中 32 施設

（97.0%）から回答を得た。うち 2 施設からは

古い症例でカルテがない、一次調査の回答ミス

などの無効回答であった。複数施設からの同じ

症例に対する重複回答を除き、病院からの報告

症例数は 61 例で、そのうち 2018 年以前の妊娠

転帰症例で当班へ未報告の症例が 7 例、2018

年妊娠転帰症例が 33例、妊娠中の症例が 3例、

当班に既に報告されている症例が 17 例、転帰

不明が 1 例であった。 

二次調査の最終報告症例数を表 32 に示す。 

複数施設からの同じ症例に対する重複回答を

除き、診療所、病院を合わせた産科診療施設か

らの報告症例数は 72 例で、そのうち 2018 年以

前の妊娠転帰で当班へ未報告の症例が 8 例、

2018 年妊娠転帰症例が 33 例、妊娠中症例が 3

例、当班に報告されている症例が 27 例、転帰

不明が 1 例であった。 

 

1）2018 年妊娠転帰症例の解析 

HIV 感染妊娠報告数は 33 例であった。報告都

道府県を表 36に示した。東京都が 15例（45.5%）

と最も多く、愛知県が 4例（12.1%）、千葉県が

3 例（9.1%）であった。関東甲信越ブロックの

24 例（72.7％）と北陸・東海ブロックの 6 例

（18.2％）で 9割を占めた。 

妊婦国籍を表 37 に示した。日本は 18 例

（54.5%）で、次いでタイが 3 例（9.1%）であ

った。パートナーの国籍を表 38 に示した。日

本が 16 例（48.5%）であった。妊婦とパートナ

ーの組み合わせを表 39 に示した。日本人同士

のカップルが最も多く14例（42.4%）であった。 

HIV 感染妊娠における分娩様式と母子感染の

有無を表 40 に示した。予定帝王切開分娩が 21

例（63.6%）を占め、緊急帝王切開分娩が 3 例

（9.1%）、自然流産 3例（9.1%）、人工妊娠中絶

6例（18.2%）であった。緊急帝王切開症例にお
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けるHIV感染判明時期と緊急帝王切開理由を表

41 に示した。全例が分娩前に HIV 感染が判明し

ており、予定帝王切開予定であったが切迫早産

や児の異常等の産科的理由で緊急帝王切開が

施行されていた。在胎週数と出生児体重の平均

を表 42 に示した。平均在胎週数と平均出生児

体重は、予定帝王切開分娩では 37 週 1 日、

2,700g、緊急帝王切開分娩ではが 32 週 3 日、

1,662g であった。 

妊娠転帰場所を表 43 に示した。33 例すべて

がエイズ拠点病院で分娩、中絶等を施行されて

いた。 

抗ウイルス薬のレジメンを表 44 に示した。33

例中 20 例で妊娠前や妊娠早期から投与されて

おり、レジメンは多岐にわたっていた。開始時

期不明が 10 例あり、投与なし・不明が 3 例あ

った。 

医療保険の加入状況を表 45 に示した。医療

保険に加入している症例が 25 例（75.8%）で、

不明が 8 例（24.2%）あった。パートナーとの

婚姻関係を表 46 に示した。婚姻ありが 25

（75.8%）、婚姻なしが 8例（24.2%）であった。 

HIV感染妊婦の感染判明時期を表47に示した。

感染分からずに妊娠が 6例（18.2%）、感染判明

後初めての妊娠が 17 例（51.6%）、感染判明後 2

回以上妊娠が 10例（30.3%）で、81.9％は感染

が分かった上での妊娠であり、近年の傾向と同

様であった。HIV 感染判明後に妊娠した 27 例に

ついて、妊娠回数を表 48 に示した。1 回目 17

例（63.0%）、2 回目以降が 10 例（37.0%）であ

り、1 回目が 2/3 を占めた。HIV 感染判明時期

と妊娠転帰を表 49 に示した。人工妊娠中絶例

は、感染分からずに妊娠で 1 例（3.0%）、感染

判明後初めての妊娠で 4 例(12.1%)、感染判明

後 3回目以降妊娠で 1例（3.0%）であった。 

HIV 感染妊娠の妊娠方法と不妊治療の有無を

表 50 に示した。不妊治療ありは 7例（21.2%）

であった。不妊治療なしは 26 例で、そのうち

予定内妊娠が 15 例（57.7％）、予定外妊娠が 9

例（34.6％）、不明が 2例（7.7%）であった。 

分娩までの受診歴を表 51 に示した。分娩に至

った 24 例中定期受診が 19 例（79.2%）、3 回以

下が 1 例（4.2%）、全く受診していないが 1 例

（4.2%）、不明が 3 例（12.5%）であったが、3

例以下は早産例、全く受診していない症例は選

択的帝切が施行されているため、データの再確

認が必要である。 

 

D.考察 

HIV 感染妊娠の報告数は近年 40 例前後で推移

していたが、2016 年は 30 例、2017 年は 32 例

とやや減少傾向にある。今後の推移を予測する

ことは困難であるが、感染判明後の複数回妊娠

の比率が増加していることから、徐々に HIV

感染妊娠は減少していく可能性はある。しかし

新規 HIV 感染者が減少傾向にある訳ではなく、

また妊娠以外の機会で感染判明した上で初め

て妊娠する群も一定数存在するため、今後より

詳細な解析を加え、症例数の推移を予測するこ

とが必要と考える。大都市圏に多いことや日本

人の占める割合が増加していることには変わ

りはない。同様に HIV 感染妊婦とパートナー

の国籍の組み合わせは「日本―日本」が増加し

ており、これは感染判明後の再妊娠の占める割

合が増加している影響と思われる。 

分娩様式に関しては、経腟分娩例は飛び込み分

娩等を除くとほぼゼロとなっており、これは本

研究班が推奨してきた母子感染予防マニュア

ルとしての帝王切開分娩が浸透している結果

であると思われた。今後諸外国と同様に、血中

HIV ウイルス量のコントロールが良好な例に

関しては経腟分娩を許容していく可能性があ

り、本邦でも医療体制として経腟分娩が許容さ

れ得るか、現在検討を重ねている。近年 cART

の普及によりウイルス量コントロールは良好

になってきており、本邦でもウイルス量を基準

として経腟分娩が可能とすると、年間７～8 例

程度の経腟分娩可能症例が存在すると考えら

れる。他方、感染判明後の複数回妊娠が増加し

ていることから既往帝王切開分娩例が増加し
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ており、今後既往帝王切開分娩による合併症も

考慮する必要がある。 

今後は、実際に HIV 感染妊娠の経腟分娩対応

可能な施設がどの程度存在するのか、また帝王

切開分娩と同様に母子感染予防策を安全に施

行し得るかという点に関し、現行の医療体制を

考慮しつつ慎重に検討していく必要があると

思われる。 

平成 12 年以降感染予防策として「初期 HIV ス

クリーニング検査」「予定帝王切開」「抗ウイル

ス薬 3 剤以上」「児の投薬あり」「断乳」の全て

を施行した例での母子感染症例はなかったが、

近年新規母子感染例は報告され続けている。特

徴として、妊娠初期 HIV スクリーニング検査

では陰性であったが、次子妊娠時に HIV スク

リーニング検査が陽性となったため前出生児

の HIV 感染の有無を調べたところ、母子感染

が判明する例を多く認めている。感染経路は胎

内や母乳など特定はできないが、今後も同様の

経過で母子感染が生じる可能性が高い。また

HIV スクリーニング検査施行率は 99.9％にな

っているが、妊娠中に初めて感染が判明した例

のうち妊娠初期に感染が判明しているものは

半数に過ぎず、近年の HIV 母子感染は妊娠後

期・産後（初期スクリーニング検査陰性例を含

む）に初めて HIV 感染が判明した例から生じ

ている。妊婦健診を妊娠判明後早期に受診し、

定期受診する必要性をさらに啓発することが、

HIV 母子感染予防につながると考えられる。ま

た妊娠初期スクリーニング検査陰性例に対す

る予防対策は非常に困難と思われるが、同様の

経路による感染例が報告され続けていること

から無視することは出来ず、常に HIV 感染は

生じ得るため、感染リスクが生じた場合には躊

躇せず、妊娠後期や授乳期でも HIV スクリー

ニング検査を再度施行することを啓発すると

いった具体的対策を構築する必要があると思

われる。 

HIV 感染妊娠例のうち約 70％を感染判明後妊

娠が占める傾向が続いている。しかし、予定内

妊娠は半数以下であり、約 20％はウイルス量の

コントロールが良好とは言えない状態で妊娠

に至っていた。今後ウイルス量のコントロール

が重要であることを含めた患者教育を推進し、

感染判明後妊娠で予定内妊娠であれば、大多数

がウイルス量のコントロール良好な状態での

妊娠を目標とするべきであり、適切な状態での

不妊治療等も検討していく必要がある。特に、

パートナー陰性例での適切な妊娠方法といっ

た妊娠・分娩に関する啓発も必要となる。母子

感染予防対策が確立しつつある現状から今後

も感染判明後の妊娠が多数を占めた状態で推

移する可能性が高いと思われるため、感染判明

後のフォローが非常に重要となる。HIV 感染妊

娠の転帰場所においてエイズ拠点病院が占め

る割合は増加傾向にあり、約 95％は最終転帰場

所がエイズ拠点病院となっている。今後経腟分

娩が許容された場合もエイズ拠点病院での対

応が望まれることからも、好ましい傾向である

と思われる。 

 

E.結論 

HIV 感染妊娠は一定数存在し、2000 年以前

と比較し母子感染例は明らかに減少傾向にあ

り、母子感染予防策は確立されたと思われたが、

近年母子感染例が報告され続けている。特に、

妊娠初期 HIV スクリーニング検査陰性例とい

った母子感染予防対策が非常に困難な例での

母子感染例が多数を占めてきている。反対に妊

娠初期・中期までに HIV 感染が判明している

例からの母子感染例はなく、現在われわれが推

奨している母子感染予防策を全て施行すれば、

母子感染は予防可能であることが証明されて

きている。今後母子感染ゼロを目指すために妊

娠初期・中期でのスクリーニング検査を 100％

施行することを徹底し、また費用対効果から非

常に難しいと思われるが、妊娠中に複数回 HIV

スクリーニング検査を施行することも検討す

る必要があると思われる。また分娩様式は経腟

分娩を許容していく可能性があり、その場合は
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受け入れ施設の選定や経腟分娩時における予

防策の確立など、全国的に医療体制の整備を進

めていく必要がある。 

 

G.研究業績 

著書 

1. 喜多恒和、杉浦 敦、谷村憲司．C.周産期

感染症の管理－母子感染対策－ 12 HIV

感染症．産婦人科感染症マニュアル（一般

社団法人日本産婦人科感染症学会編）、

pp304-312、金原出版、東京、2018 

2. 喜多恒和、石橋理子．C.周産期感染症の管

理－母子感染対策－ 11 劇症型 A 群連鎖

球菌感染症．産婦人科感染症マニュアル（一

般社団法人日本産婦人科感染症学会編）、

pp299-303、金原出版、東京、2018 

 

論文 

1. 石橋理子、喜多恒和．周術期感染症を含む

重症感染症 劇症型A群レンサ球菌感染症

（GAS)．臨床婦人科産科、2018；72：

166-171 

2. 中西 美紗緒、矢野 哲．エキスパートに聞

く 合併症妊娠のすべて-妊娠前からのト

ータルケア HIV、HTLV-1感染．産科と

婦人科、2018；85：557-561 

3. 中西 美紗緒、矢野 哲．感染症に強くなる 

HIV感染症．産科と婦人科、2018；85：

945-949 

 

学会発表 

1. 杉浦 敦、中西美紗緒、市田宏司、箕浦茂

樹、松田秀雄、高野政志、桃原祥人、佐久

本薫、太田 寛、石橋理子、喜多恒和：本

邦の医療施設において HIV 感染妊娠の経

腟分娩は可能か？．第 70 回日本産科婦人

科学会学術講演会．宮城、2018.5 

2. 山田里佳、喜多恒和、谷口晴記、井上孝実、

千田時弘、大里和広、鳥谷部邦明、中西 豊、

定月みゆき、白野倫徳、塚原優己、吉野直

人、杉浦 敦、田中瑞恵、蓮尾泰之：わが

国独自の HIV 母子感染予防対策ガイドラ

インの策定について．第 70 回日本産科婦

人科学会学術講演会．宮城、2018.5 

3. 林 彩世、上野山麻水、緒方佑莉、赤羽宏

基、粟野 啓、大西賢人、中西美紗緒、高

本真弥、大石 元、定月みゆき、山澤功二、

矢野 哲：HIV陽性患者におけるCIN発症

頻度の検討．第70回日本産科婦人科学会学

術講演会．宮城、2018.5 

4. 吉野直人、伊藤由子、大里和広、高橋尚子、

杉浦 敦、田中瑞恵、谷口晴記、山田里佳、

桃原祥人、定月みゆき、戸谷良造、稲葉憲

之、和田裕一、塚原優己、喜多恒和：妊婦

HIV スクリーニング検査実施率の変遷と

背景．第 35 回日本産婦人科感染症学会学

術集会．岐阜、2018.5 

5. 大里和広、吉野直人、伊藤由子、高橋尚子、

杉浦 敦、谷口晴記、山田里佳、桃原祥人、

田中瑞恵、定月みゆき、戸谷良造、稲葉憲

之、和田裕一、塚原優己、喜多恒和：未受

診妊婦への HIV スクリーニングの現状―

妊婦 HIV スクリーニング検査に関する全

国調査．第 35 回日本産婦人科感染症学会

学術集会．岐阜、2018.5 

6. 竹田善紀、杉浦 敦、市田宏司、中西美紗

緒、箕浦茂樹、松田秀雄、高野政志、桃原

祥人、小林裕幸、佐久本薫、太田 寛、石

橋理子、藤田 綾、榎本美喜子、高橋尚子、

吉野直人、山田里佳、定月みゆき、田中瑞

恵、外川正生、喜多恒和：近年における

HIV 感染判明後妊娠の現状．第 35 回日本

産婦人科感染症学会学術集会．岐阜、

2018.5 

6. 杉浦 敦、竹田善紀、市田宏司、中西美紗

緒、箕浦茂樹、松田秀雄、高野政志、桃原

祥人、小林裕幸、佐久本薫、太田 寛、石

橋理子、藤田 綾、高橋尚子、吉野直人、

山田里佳、定月みゆき、田中瑞恵、外川正

生、喜多恒和：HIV 感染初産婦における分



72 

 

娩様式に関する検討．第 35 回日本産婦人

科感染症学会学術集会．岐阜、2018.5 

7. 竹田善紀、杉浦 敦、市田宏司、中西美紗

緒、箕浦茂樹、松田秀雄、高野政志、桃原

祥人、佐久本薫、石橋理子、吉野直人、喜

多恒和：近年の HIV の母子感染例に関する

臨床的・疫学的検討．第 54 回日本周産期・

新生児医学会学術集会．東京、2018.7 

8. 大里和広、吉野直人、伊藤由子、高橋尚子、

杉浦 敦、谷口晴記、山田里佳、桃原祥人、

田中瑞恵、定月みゆき、戸谷良造、稲葉憲

之、和田裕一、塚原優己、喜多恒和：妊婦

HIV 検査と HIV 母子感染の日本の現状―

HIV 感染妊娠に関する全国疫学調査．第 72

回国立病院総合医学会．神戸、2018.11 

9. 伊藤由子、吉野直人、大里和広、高橋尚子、

杉浦 敦、田中瑞恵、谷口晴記、山田里佳、

桃原祥人、定月みゆき、戸谷良造、稲葉憲

之、和田裕一、塚原優己、喜多恒和：未受

診妊婦に対する HIV スクリーニング検査

状況～全国調査の結果より～．第 72 回国

立病院総合医学会．神戸、2018.11 

10. 杉浦 敦、竹田善紀、市田宏司、中西美紗

緒、箕浦茂樹、松田秀雄、高野政志、桃原

祥人、小林裕幸、佐久本薫、太田 寛、石

橋理子、藤田 綾、吉野直人、山田里佳、

定月みゆき、田中瑞恵、外川正生、喜多恒

和：妊娠中・分娩後に HIV 感染が判明した

194 例の臨床的疫学的解析．第 32 回日本

エイズ学会学術集会．大阪、2018.12 

11. 田中瑞恵、外川正生、兼重昌夫、細川真一、

前田尚子、寺田志津子、七野浩之、吉野直

人、杉浦 敦、喜多恒和：小児 HIV 感染症

の発生動向と今後の課題．第 32 回日本エ

イズ学会学術集会．大阪、2018.12 

12. 桃原祥人、杉浦 敦、竹田善紀、市田宏司、

中西美紗緒、箕浦茂樹、松田秀雄、高野政

志、小林裕幸、佐久本薫、太田 寛、石橋

理子、藤田 綾、吉野直人、山田里佳、定

月みゆき、田中瑞恵、外川正生、喜多恒和：

妊娠初期 HIV スクリーニング検査陰性例

から生じた母子感染に関する検討．第 32

回日本エイズ学会学術集会．大阪、2018.12 

13. 山田里佳、喜多恒和、吉野直人、杉浦 敦、

田中瑞恵、定月みゆき、桃原祥人、谷口晴

記、塚原優己、井上孝実、千田時弘、大里

和広、中西 豊、白野倫徳、鳥谷部邦明、

杉野祐子、羽柴知恵子、出口雅士：HIV 感

染妊娠に関する診療ガイドライン初版と

HIV 母子感染マニュアル第 7 版の比較．第

32 回日本エイズ学会学術集会．大阪、

2018.12 

14. 吉野直人、伊藤由子、大里和広、高橋尚子、

杉浦 敦、田中瑞恵、谷口晴記、山田里佳、

桃原祥人、定月みゆき、戸谷良造、稲葉憲

之、和田裕一、塚原優己、喜多恒和：過去

19 年間の妊婦 HIV スクリーニング検査実

施率の比較と母子感染対策への取り組み．

第 32 回日本エイズ学会学術集会．大阪、

2018.12 

15. 大里和広、吉野直人、伊藤由子、高橋尚子、

杉浦 敦、谷口晴記、山田里佳、桃原祥人、

田中瑞恵、定月みゆき、戸谷良造、稲葉憲

之、和田裕一、塚原優己、喜多恒和：妊婦

HIV スクリーニングにおける未受診妊婦

の問題--妊婦HIVスクリーニング検査率に

関する全国調査．第 32 回日本エイズ学会

学術集会．大阪、2018.12 

 

 

H.知的財産権の出願・登録状況 

1.特許取得    なし 

2.実用新案登録  なし 

3.その他     なし 

 

 

 

 



73 

 

資料 産婦人科二次調査用紙 
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産婦人科データ

927例
小児科データ

538例

産婦人科のみ

489例
小児科のみ

100例

重複データ

438例

統合データベース：1027例（妊娠数）

うち、双胎：9例

出生児数：715児
 

図 1 平成 30 年度産婦人科小児科統合データベース構築 

 

 

図 2 HIV 感染妊娠の報告数 
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図 3 HIV 感染妊娠の報告都道府県別分布 
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図 4 HIV 感染妊婦国籍の変動 
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表 3 パートナーの国籍別症例数および HIV 感染割合 
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図 5 HIV 感染妊婦とパートナーの国籍組み合わせ別変動 

 

 

図 6 HIV 感染妊娠の妊娠転帰別・年次別変動 

 

 

図 7 分娩様式別変動 
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表 4 緊急帝切症例における HIV 感染判明時期と緊急帝切理由 

 

 

表 5 2013～2017 年の緊急帝切症例における HIV 感染判明時期と緊急帝切理由 

 

 

表 6 在胎週数と出生児体重の平均 

 

 

表 7 分娩様式・妊娠転帰別の母子感染 
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表 8 年次別妊娠転帰と母子感染 

分娩数 選択/分娩 感染 非感染 分娩数 緊急/分娩 感染 非感染 分娩数 経腟/分娩 感染 非感染 分娩数 感染 非感染

S59 1984 1 1 100.0% - - - 1 1 -

S60 1985 0 0 - - - - -
S61 1986 0 0 - - - - -
S62 1987 3 3 100.0% 1 33.3% 1 - 2 66.7% 1 -
S63 1988 1 1 100.0% 1 100.0% 1 - - -
H1 1989 4 4 100.0% 1 25.0% 1 - 3 75.0% 3 -
H2 1990 2 1 50.0% 1 100.0% 1 - - 1 50.0%
H3 1991 7 6 85.7% 1 16.7% 1 - 5 83.3% 3 1 1 14.3%
H4 1992 9 7 77.8% 3 42.9% 3 3 42.9% 2 1 1 1 2 22.2%
H5 1993 20 15 75.0% 5 33.3% 1 4 2 13.3% 1 7 46.7% 4 2 1 1 5 25.0%
H6 1994 20 15 75.0% 6 40.0% 6 3 20.0% 1 2 6 40.0% 3 3 4 20.0% 1
H7 1995 28 22 78.6% 10 45.5% 1 9 3 13.6% 1 1 8 36.4% 6 2 1 1 1 4 14.3% 1
H8 1996 29 22 75.9% 10 45.5% 10 4 18.2% 1 3 8 36.4% 2 5 7 24.1%
H9 1997 39 22 56.4% 18 81.8% 2 15 1 4.5% 1 3 13.6% 2 1 14 35.9% 3
H10 1998 44 32 72.7% 23 71.9% 19 2 6.3% 1 6 18.8% 2 3 1 1 12 27.3%
H11 1999 41 27 65.9% 22 81.5% 21 1 3.7% 1 4 14.8% 2 1 10 24.4% 3
H12 2000 39 24 61.5% 19 79.2% 17 2 8.3% 1 1 2 8.3% 2 1 1 2 2 6 15.4% 5
H13 2001 32 28 87.5% 24 85.7% 22 3 10.7% 3 1 3.6% 1 3 9.4% 1
H14 2002 37 32 86.5% 26 81.3% 21 3 9.4% 3 3 9.4% 1 2 4 10.8% 1
H15 2003 36 27 75.0% 22 81.5% 19 1 3.7% 1 4 14.8% 3 1 7 19.4% 1
H16 2004 46 28 60.9% 24 85.7% 23 2 7.1% 1 2 7.1% 2 2 1 13 28.3% 2
H17 2005 44 32 72.7% 28 87.5% 1 25 3 9.4% 3 1 3.1% 1 1 1 10 22.7%
H18 2006 52 36 69.2% 32 88.9% 30 2 5.6% 2 2 5.6% 1 1 1 13 25.0% 2
H19 2007 40 31 77.5% 27 87.1% 22 4 12.9% 3 - 2 6 15.0% 1
H20 2008 42 30 71.4% 22 73.3% 18 6 20.0% 6 2 6.7% 1 1 11 26.2%
H21 2009 31 21 67.7% 15 71.4% 14 6 28.6% 1 5 - 3 7 22.6%
H22 2010 41 27 65.9% 18 66.7% 1 17 6 22.2% 6 2 7.4% 2 1 1 5 9 22.0%
H23 2011 38 27 71.1% 19 70.4% 18 7 25.9% 5 1 3.7% 1 4 7 18.4%
H24 2012 40 33 82.5% 26 78.8% 23 6 18.2% 5 1 3.0% 1 2 5 12.5%
H25 2013 41 30 73.2% 23 76.7% 21 6 20.0% 6 1 3.3% 1 4 1 6 14.6%
H26 2014 45 35 77.8% 25 71.4% 23 7 20.0% 7 3 8.6% 2 1 1 8 17.8%
H27 2015 41 33 80.5% 25 75.8% 16 7 21.2% 5 1 3.0% 1 3 4 9.8% 1
H28 2016 30 25 83.3% 23 92.0% 17 1 4.0% 1 1 4.0% 3 2 6.7%
H29 2017 32 29 90.6% 22 75.9% 18 7 24.1% 1 6 - 1 2 6.3%

72 0 0.0% 5 6.9% 62 5
1027 706 522 7 455 95 8 77 82 37 34 7 6 1 38 6 188 84 5

経腟

不明
合計

妊娠中
転帰
不明

人工妊娠中絶
中絶/妊娠

異所性
妊娠

自然
流産

分娩様式不明
転帰年 妊娠数 分娩数 分娩/妊娠

選択的帝切 緊急帝切

 

 

表 9 HIV 感染妊婦の血中ウイルス量最高値 

 

 

 

図 8 抗ウイルス薬投与例の薬剤数別年次推移 
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表 10 抗ウイルス薬投与による血中ウイルス量の変化 

 

 

表 11 分娩様式別母子感染率（産婦人科データベース） 
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表 12 HIV 感染判明時期・妊娠転帰別母子感染率（平成 30 年度統合データベース） 
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表 13 分娩様式・HIV 感染判明時期別母子感染率 

 

 

表 14 1999 年以前の分娩様式・HIV 感染判明時期別母子感染率 

 

 

表 15 2000 年以降の分娩様式・HIV 感染判明時期別母子感染率 
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表 16 分娩様式と抗ウイルス薬の投与状況 

 

表 17 分娩様式と抗ウイルス薬の投与状況 

 

表 18 1999 年以前の分娩様式と抗ウイルス薬投与状況 

 

表 19 2000 年以降の分娩様式と抗ウイルス薬投与状況 
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表 20 感染予防対策を施行した症例の分娩様式別母子感染率（2000 年以降） 

 

 

 

図 9 妊娠中・分娩後に HIV 感染が初めて判明した症例の母子感染例 

 

表 21 HIV 感染判明以降の妊娠回数 

妊娠回数 妊娠数

1回 189
2回 71
3回 23
4回 10
5回 0
6回 1
合計 294  
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50%

60%

70%

80%

90%

100%

'08 '09 '10 '11 '12 '13 '14 '15 '16 '17

感染分からずに分娩 感染分からずに妊娠 感染判明後初めての妊娠

感染判明後2回目妊娠 感染判明後3回目以降妊娠 不明
 

図 10 HIV 感染判明時期別平均年齢（2008～2017 年） 

 

図 11 HIV 感染判明の有無と妊娠時期の年次別推移（2008～2017 年） 

 

 

図 12 HIV 感染判明の有無と妊娠時期の変動（2008～2017 年） 
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国籍 症例数

日本 142

タイ 30
インドネシア 15
ブラジル 13
カメルーン 9
ベトナム 7
ペルー 7
中国 7
ケニア 5
ラオス 5
フィリピン 4
エチオピア 3
スーダン 3
ミャンマー 3
ルーマニア 2
ロシア 2
ガーナ 1
カンボジア 1
タンザニア 1
ボリビア 1
モザンビーク 1
台湾 1
合計 263

日本

142例(54.0%)

タイ

30例(11.4%)

インドネシア

15例(5.7%)

ブラジル

13例(4.9%)

カメルーン

9例(3.4%)

ベトナム

7例(2.7%)

ペルー

7例(2.7%)

中国

7例(2.7%)

その他

33例(12.5%)

妊婦国籍(n=263)

 

 

 

図 13 感染判明後妊娠の妊婦国籍        図 14 感染判明後妊娠のパートナー国籍 

   （2008～2017 年）                 （2008～2017 年） 

 

 

 

図 15 感染判明後妊娠の加入保険内容（2008～2017 年） 

 

図 16 感染判明後妊娠の転帰年別分娩様式（2008～2017 年） 
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22(13.6%)

3(1.9%)

11(6.8%)

2(1.2%)

45(27.8%) 43(26.5%) 34(21.0%)

2(1.2%)

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

感染判明後妊娠の症例

予定外

43(26.5%)

不明

36(22.2%)

予定内

83(51.2%)

AIH IVF シリンジ タイミング 自然 不明

 

図 17 感染判明後妊娠の予定内・予定外妊娠（2008～2017 年） 
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23(79.3%)

31(91.2%)
29(90.6%)
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投薬あり 投薬なし・不明

 

図 18 感染判明後妊娠の妊娠中投薬の有無（2008～2017 年） 

 

図 19 感染判明後妊娠の血中ウイルス量最高値（2008～2017 年） 
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図 20 感染判明後妊娠の転帰場所（2008～2017 年） 

 

 

図 21 HIV 感染妊娠の転帰場所            図 22 HIV 感染妊娠転帰場所 

  （妊娠転帰不明例、妊娠中例を除く）           （2013～2017 年） 

 

表 22 転帰場所別分娩様式 

 

 

表 23 転帰場所別抗ウイルス薬投与状況 
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表 24 日本で経腟分娩した 68 例 

No 分娩年 母子感染 妊婦国籍 在胎週数
妊娠中の
ウイルス量

妊娠中の
抗ウイルス薬

児への
抗ウイルス薬

母乳投与 感染判明時期 分娩場所 備考

1 1987 不明 日本 36W 不明 無 不明 無 今回妊娠時 病院

2 1989 非感染 外国 36W 不明 不明 無 無 分娩直後 病院

3 1989 非感染 日本 38W 不明 不明 不明 無 不明 不明

4 1989 非感染 外国 不明 不明 不明 無 有 不明 不明

5 1991 感染 外国 41W 不明 不明 無 有 児から判明 病院

6 1991 不明 外国 35W 不明 不明 無 無 不明 診療所

7 1992 感染 日本 40W 不明 不明 無 無 児から判明 不明

8 1992 非感染 外国 40W 不明 不明 無 有 不明 病院

9 1992 感染 日本 40W 不明 不明 無 有 児から判明 病院

10 1993 感染 外国 36W 不明 不明 不明 不明 児から判明 自宅

11 1993 非感染 日本 43W 不明 不明 無 無 分娩直後 病院

12 1993 感染 外国 36W 不明 無 無 無 分娩直後 病院 飛び込み分娩

13 1993 感染 外国 36W 不明 不明 無 有 児から判明 診療所

14 1993 不明 外国 不明 不明 不明 不明 不明 今回妊娠時 病院

15 1994 非感染 外国 39W 不明 無 不明 無 分娩直後 病院 飛び込み分娩

16 1994 感染 日本 29W 不明 不明 無 有 児から判明 不明

17 1994 感染 日本 41W 不明 不明 不明 無 児から判明 診療所

18 1994 非感染 外国 37W 不明 不明 無 不明 不明 病院

19 1994 感染 外国 39W 不明 無 無 不明 分娩後その他機会 病院

20 1995 非感染 外国 39W 不明 無 不明 無 前回妊娠時 病院 飛び込み分娩

21 1995 感染 外国 39W 不明 不明 無 有（1W) 分娩直後 診療所

22 1995 感染 外国 37W 不明 無 無 無 分娩直後 病院 飛び込み分娩

23 1995 非感染 外国 40W 不明 無 無 無 分娩直前 病院 飛び込み分娩

24 1995 感染 日本 34W 不明 無 無 無 分娩直後 病院 飛び込み分娩

25 1995 感染 外国 38W 不明 無 不明 不明 分娩直前 病院 飛び込み分娩

26 1995 感染 外国 39W 不明 無 有（6M) 無 分娩後その他機会 不明

27 1996 非感染 日本 38W 不明 無 不明 無 分娩直前 病院 飛び込み分娩

28 1996 不明 日本 不明 不明 不明 無 無 分娩直後 病院 堕落分娩

29 1996 感染 日本 38W 不明 不明 無 有（3W） 前回妊娠時 不明

30 1996 非感染 外国 39W 不明 無 不明 無 今回妊娠時 病院

31 1996 非感染 外国 39W 不明 不明 不明 不明 今回妊娠時 病院

32 1996 非感染 外国 41W 不明 無 不明 無 分娩直前 病院 飛び込み分娩

33 1996 感染 日本 39W 不明 不明 無 有 児から判明 不明

34 1996 非感染 外国 不明 不明 不明 不明 不明 妊娠前 病院

35 1997 感染 外国 不明 不明 不明 不明 有 児から判明 診療所

36 1997 感染 外国 39W 不明 不明 有 無 前回妊娠時 不明

37 1998 非感染 外国 37W 不明
35W～37W
AZT

有 無 前回妊娠時 病院

38 1998 非感染 外国 39W 不明 不明 不明 不明 分娩直前 病院

39 1998 感染 日本 40W 不明 不明 無 有 分娩後その他機会 不明 次子妊娠時に判明

40 1998 不明 外国 39W 不明 無 不明 不明 前回妊娠時 病院 飛び込み分娩

41 1998 非感染 外国 40W 不明 無 無 不明 分娩後その他機会 診療所

42 1999 感染 外国 40W 不明 無 無 有 分娩後その他機会 病院 次子妊娠時に判明

43 1999 不明 外国 38W 不明 無 不明 不明 前回妊娠時 病院 飛び込み分娩

44 1999 不明 日本 36W
19W：14,000
35W：800

AZT 不明 不明 今回妊娠時 病院

45 1999 感染 外国 39W 不明 不明 不明 無 児から判明 病院 飛び込み分娩

46 2000 感染 日本 38W 不明 無 無 有 児から判明 病院

47 2001 非感染 日本 33W
18W：64,000
22W：50未満
32W：100

20W～
AZT+3TC+NVP

ＡＺＴ 無 今回妊娠時 病院 自然陣痛、前期破水

48 2002 非感染 外国 35W 不明 無 ＡＺＴ 無 分娩直前 病院 飛び込み分娩

49 2002 非感染 外国 38W
31W：1,200
35W：50以下

31W～35W
AZT+3TC+NFV

ＡＺＴ 無 今回妊娠時 病院 陣痛誘発、人工破膜

50 2002 感染 不明 不明 不明 不明 AZT 不明 分娩後その他機会 不明

51 2003 非感染 不明 40W 不明 不明 不明 有（6M） 分娩直前 病院 飛び込み分娩

52 2003 非感染 外国 39W
39W6D：
40,000

分娩時
AZT点滴
NVP内服

AZT+NVP（1回の
み）

無 今回妊娠時 病院 飛び込み分娩

53 2003 非感染 日本 不明 不明 不明 無 不明 分娩後その他機会 助産院

54 2003 不明 外国 不明 不明 無 不明 不明 分娩直後 診療所

55 2004 非感染 日本 33W 不明
分娩時
AZT点滴

AZT+NVP+NFV+3TC 無 分娩直前 病院 飛び込み分娩

56 2004 非感染 外国 40W 不明 無 無 無 分娩後その他機会 診療所

57 2006 感染 外国 39W 不明 無 AZT
無

（守られたかは

不明）

分娩直後 病院

58 2006 非感染 日本 39W 不明
20W～39W
AZT+3TC+NFV

不明 不明 前回妊娠後 助産院

59 2008 不明 外国 36W 不明 無 AZT 無 分娩直後 自宅

60 2008 感染 外国 不明 不明 不明 不明 不明 分娩後その他機会 診療所 次子妊娠時に判明

61 2010 感染 日本 39W 不明 無 無 無 児から判明 病院 飛び込み分娩

62 2011 非感染 日本 40W 不明 不明 不明 不明 妊娠前 自宅

63 2012 感染 外国 38W 不明 無 不明 有（3Y2M） 分娩後その他機会 病院 次子妊娠時に判明

64 2013 感染 日本 37W 不明 無 不明 不明 分娩後その他機会 診療所 次子妊娠時に判明

65 2014 非感染 日本 41W 不明 無
AZT+NVP+3TC→
AZT+NFV+3TC

無 分娩直前 病院
未妊健

飛び込み分娩

66 2014 非感染 日本 40W 不明 不明 不明 不明 妊娠前 自宅

67 2014 不明 外国 35W 不明 不明 不明 不明 妊娠前 自宅 堕落分娩

68 2016 不明 日本 不明 不明
妊娠前から
TVD+RAL

AZT 無 妊娠前 自宅
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表 25 都道府県別エイズ拠点病院の分娩取扱  表 26 都道府県別・最終転帰場所の HIV 感染妊娠数 

   状況と HIV 感染妊婦最終転帰施設数 
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図 23 婚姻関係別の妊婦転帰 

 

 

図 24 医療保険加入状況別の妊娠転帰 
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表 27 母子感染の 58 例 
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図 25 母子感染 58 例の転帰年と分娩様式 

 

 

図 26 母子感染、日本転帰 37 例の転帰年と分娩様式 

 

 

図 27 母子感染、外国転帰 18 例の転帰年と分娩様式 
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表 28 母子感染 58 例の転帰都道府県 

 

 

表 29 母子感染 58 例の妊婦国籍 

 

 

表 30 母子感染、日本転帰 37 例の妊婦国籍    表 31 母子感染、外国転帰 18 例の妊婦の国籍 
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表 32 母子感染 58 例のパートナーの国籍 

 

表 33 母子感染、日本転帰 37 例のパートナー   表 34 母子感染、外国転帰 18 例のパートナー 

   の国籍                     の国籍 

 

 

図 28 母子感染 58 例のパートナーと国籍組み合わせ 

 

図 29 母子感染、日本転帰 37 例のパートナー   図 30 母子感染、外国転帰 18 例のパートナー 

   と国籍組み合わせ                と国籍組み合わせ 
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図 31 母子感染 58 例の分娩様式 

 

  

図 32 母子感染、日本転帰 37 例の分娩様式     図 33 母子感染、外国転帰 18 例の分娩様式 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 34 母子感染 58 例の転帰場所 
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図 35 母子感染 58 例の HIV 感染診断時期 

 

 

図 36 母子感染、日本転帰 37 例の感染診断時期  図 37 母子感染、外国転帰 18 例の感染診断時期 

 

 

図 38 妊娠歴（2000 年以降） 

7(5.6%)

2(2.0%)

7(5.6%)

7(6.9%)

34(27.0%)

71(70.3%)

59(46.8%)

21(20.8%)

19(15.1%)

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

感染判明後群
(n=101)

初回判明群
(n=126)

1万以上 1,000以上1万未満 検出限界以上1,000未満 検出限界未満 不明

 

図 39 初産婦の分娩前ウイルス量（2000 年以降） 
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表 35 2018 年全国二次調査報告症例数（重複回答を除く） 

報告症例数 71 例

内訳 ・2018年以前の妊娠転帰（未報告症例） 8 例
・2018年以前の妊娠転帰（既報告症例） 26 例
・2018年妊娠転帰症例 33 例
・妊娠中症例 3 例
・転帰不明 1 例  

 

表 36 2018 年妊娠転帰症例の報告都道府県 

ブロック 都道府県 症例数 （％） ブロック別 （％）
北海道・東北 福島 1 3.0% 1 3.0%
関東・甲信越 茨木 2 6.1% 24 72.7%

栃木 1 3.0%
千葉 3 9.1%
東京 15 45.5%
神奈川 2 6.1%
長野 1 3.0%

北陸・東海 岐阜 1 3.0% 6 18.2%
愛知 4 12.1%
三重 1 3.0%

近畿 京都 1 3.0% 2 6.1%
兵庫 1 3.0%

合計 33 100.0% 33 100.0%  

 

表 37 2018 年妊娠転帰症例の妊婦国籍 

地域 国籍 症例数 （％） 地域別 （％）
日本 18 54.5% 18 54.5%

アジア タイ 3 9.1% 5 15.2%
インドネシア 1 3.0%
ミャンマー 1 3.0%

アフリカ ガーナ 1 3.0% 7 21.2%
ケニア 1 3.0%
ウガンダ 1 3.0%
カメルーン 1 3.0%
ジンバブエ 1 3.0%
ガンビア共和国 1 3.0%
コートジボワール共和 1 3.0%

中南米 ブラジル 2 6.1% 3 9.1%
ペルー 1 3.0%

合計 33 100.0% 33 100.0%  

 

表 38 2018 年妊娠転帰症例のパートナー国籍 

地域 国籍 症例数 （％） 地域別 （％）
日本 16 48.5% 16 48.5%

アジア タイ 1 3.0% 2 6.1%
ミャンマー 1 3.0%

アフリカ ジンバブエ 1 3.0% 5 15.2%
マラウイ 1 3.0%
ナイジェリア 1 3.0%
コートジボワール共和国 1 3.0%
チュニジア共和国 1 3.0%

中東 トルコ共和国 1 3.0% 1 3.0%
中南米 ペルー 1 3.0% 1 3.0%
不明 8 24.2% 8 24.2%
合計 33 100.0% 33 100.0%  
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表 39 2018 年妊娠転帰症例の妊婦とパートナーの国籍組み合わせ 

国籍組み合わせ 症例数 （％）
♀日本-♂日本 14 42.4%
♀日本-♂外国 2 6.1%
♀外国-♂日本 2 6.1%
♀外国-♂外国 10 30.3%
不明 5 15.2%
合計 33 100.0%  

 

表 40 2018 年妊娠転帰症例の HIV 感染妊娠の分娩様式と母子感染 

感染 非感染 不明
選択的帝切 11 10 21 63.6%
緊急帝切 1 2 3 9.1%
自然流産 3 9.1%
人工妊娠中絶 6 18.2%
合計 0 12 12 33 100.0%

分娩様式 総計
母子感染

 

 

表 41 2018 年妊娠転帰症例の緊急帝切症例における HIV 感染判明時期と緊急帝切理由 

HIV判明時期 合計

分娩前 2 1 3

予定帝切→緊急
切迫早産　等

児の異常
NRFS・IUGR　等

 

 

表 42 2018 年妊娠転帰症例の在胎週数と出生児体重の平均 

平均 標準偏差 平均 標準偏差
選択的帝切 21 37w1d 0.6w 2,700 341
緊急帝切 3 32w3d 3.3w 1,662 472
自然流産 3
人工妊娠中絶 6
合計 33

症例数
出生児体重在胎週数

 

 

表 43 2018 年妊娠転帰症例の妊娠転帰場所 

転帰場所 症例数 （％）
拠点病院 33 100.0%  
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表 44 2018 年妊娠転帰症例の抗ウイルス薬レジメン 

 

 

表 45 2018 年妊娠転帰症例の保険加入状況 

医療保険 症例数 （％）
あり 25 75.8%
なし・不明 8 24.2%
合計 33 100.0%  

 

表 46 2018 年妊娠転帰症例のパートナーとの婚姻関係 

婚姻関係 症例数 （％）
あり 25 75.8%
なし 8 24.2%
合計 33 100.0%  

 

表 47 2018 年妊娠転帰症例の HIV 感染判明時期 

症例数 （％）
感染分からずに妊娠 6 18.2%
感染判明後初めての妊娠（前回妊娠時に感染判明） 5 15.2%
感染判明後初めての妊娠（妊娠前に感染判明） 12 36.4%
感染判明後2回目妊娠 7 21.2%
感染判明後3回目以降妊娠 3 9.1%
合計 33 100.0%  

 

表 48 2018 年妊娠転帰症例の HIV 感染判明後の妊娠回数 

妊娠回数 妊娠数 （％）
1回 17 63.0%
2回 7 25.9%
3回 3 11.1%
合計 27 100.0%  
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表 49 2018 年妊娠転帰症例の HIV 感染判明時期と妊娠転帰 

計

選択的帝切 3 9.1% 4 12.1% 9 27.3% 4 12.1% 1 3.0% 21 63.6%
緊急帝切 2 6.1% 1 3.0% 3 9.1%
経腟 0 0.0%
自然流産 2 6.1% 1 3.0% 3 9.1%
人工妊娠中絶 1 3.0% 1 3.0% 3 9.1% 1 3.0% 6 18.2%
計 6 18.2% 5 15.2% 12 36.4% 7 21.2% 3 9.1% 33 1

感染判明後
3回目以降妊娠

感染分からずに妊娠
感染判明後初めての妊娠

（前回妊娠時に判明）

感染判明後初めての妊娠

（妊娠前に感染判明）
感染判明後
2回目妊娠

 

 

表 50 2018 年妊娠転移症例の妊娠方法 

予定内妊娠 2 100.0% 2 2 1 100.0% 15 57.7% 22 66.7%
　選択的帝切 2 100.0% 1 50.0% 1 100.0% 14 53.8% 16 48.5%
　緊急帝切 1 50.0% 1 3.0%
　経腟
　自然流産 2 100.0% 2 6.1%
　人工妊娠中絶 1 3.8% 1 3.0%
予定外妊娠 9 34.6% 9 27.3%
　選択的帝切 3 11.5% 3 9.1%
　緊急帝切 1 3.8% 1 3.0%
　経腟
　自然流産
　人工妊娠中絶 5 19.2% 5 15.2%
不明 2 7.7% 2 6.1%
　選択的帝切
　緊急帝切 1 3.8% 1 3.0%
　経腟
　自然流産 1 3.8% 1 3.0%
　人工妊娠中絶
計 2 100.0% 2 100.0% 2 100.0% 1 100.0% 26 100.0% 33 100.0%

不妊治療あり 不妊治療なし
（自然妊娠）

計
人工授精 タイミング 注射器抽入体外受精

 

 

表 51 2018 年妊娠転帰症例の分娩までの受診歴 

症例数 （％）
全く受診していない 1 4.2%
3回以下 1 4.2%
定期受診 19 79.2%
不明 3 12.5%
合計 24 100.0%  
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平成 30 年度厚生労働科学研究費補助金 エイズ対策政策研究事業 

「HIV 感染者の妊娠・出産・予後に関する疫学的・コホート的調査研究と情報の普及啓発法の開発 

ならびに診療体制の整備と均てん化に関する研究」班 

分担研究報告書 

 

研究分担課題名： HIV 感染女性と出生児の臨床情報の集積と解析およびウェブ登録によるコホート

システムの全国展開 

 

研究分担者：田中瑞恵 国立国際医療研究センター 小児科 医師 

研究協力者：外川正生  大阪市立総合医療センター小児医療センター 

小児総合診療科・小児救急科部長 

      兼重昌夫  国立国際医療研究センター 小児科 医師 

細川真一  愛育病院 新生児科 医師 

      前田尚子  独立行政法人国立病院機構名古屋医療センター 小児科 医長 

      寺田志津子 国立病院機構 大阪医療センター 小児科 科長 

 

要旨： 

全国病院小児科に対して通算 20 年目となる HIV 感染妊婦から出生した児（子ども）の診療実態

を調査した。二次調査による平成 29 年 9 月 1 日から平成 30 年 8 月 31 日までの子ども症例数は、

全国でのべ 16 例、平成 29 年 9 月以前の調査に未報告であった子どもはのべ 14 例であったが、2

次調査の結果、5 例が既報例であった。子どもを診療した 27 施設に対して二次調査を行い、76％

の施設から 31 例の回答を得た。更に検討の結果、報告期間中の転院例で、転院前、転院後の両施

設から報告のあった 1 例は、同一症例として検討したため、新規報告例は 25 例だった。新規症例

25 例（うち平成 28 年 9 月以前の症例 9 例：以下同）について検討した。感染例は 1 例だった。地

域別出生数は関東甲信越が 14 例と最多で、北陸、東北、北海道からの報告はなかった。母親の国

籍は日本 19 例（5 例）、外国 6 例(4 例)であった。妊婦への ART 開始時期は、妊娠前からが 13 例

(1 例)、妊娠初期 5 例(2 例)、妊娠中期 2 例(1 例)、妊娠後期 1 例(1 例)、妊娠中開始(詳細不明)が 1

例(1 例)、妊娠中投与なし 2 例(1 例)、不明が 1 例(1 例)であった。妊婦の分娩前のウイルス量（コ

ピー/ml）は 400 コピー未満が 1 例、200 コピー未満 21 例でうち 19 例は測定感度以下とほとんど

の妊婦でコントロール良好だった。母乳は記載のあった 20 例（9 例）全例で禁止されていた。新

生児への抗ウイルス薬は、23 例で投与あり、全例で AZT 単剤であった。抗ウイルス薬による副作

用は貧血は 19 例(5 例)、好中球減少は 1 例でみられた。今回の調査結果、累計報告数は 580 例であ

った。感染／非感染／未確定の内訳は感染 54 例、非感染 374 例、未確定 152 例となった。   

フォローアップシステムの構築では、NCGM でのパイロット調査の継続および、全国展開に向

け、システムの問題点について検討した。パイロット調査では、NCGM の倫理委員会で平成 29 年

8 月 2 日付で承認を得た(研究名：ヒト免疫不全ウイルス陽性女性と出生した児の長期予後に関する

コホート研究 The Japan Woman and Child HIV Cohort Study(JWCICS)、承認番号：

NCGM-G-002104-01)。倫理委員会の承認後、平成 29 年 8 月 2 から症例の登録を開始し、2019 年

1 月 21 日現在、計 27 例が登録された(本年度は 5 例)。2017 年度の調査結果から対象者 23 例で、

出生児はのべ 23 例だった。全例で生存を確認し、重篤な疾病の発症を認めなかった。全国展開に
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向け問題点を検討したところ、①参加施設の年間の症例数と登録数の乖離の把握、進捗を確認する

必要性、②二次調査との二重入力による担当者の負担軽減、③感染児は症例数が少ないことから女

性(母)の登録とは別に独立した登録システムを用い施設を限定せずに行った方がよい、④入力負担

軽減のための CRF の簡略化、内科医の入力の省略などの問題点が挙がった。そのため、長期的か

つ迅速に 2 次調査との連動の必要性とシステムの簡略化について現在も検討中である。 

 

 

A.研究目的 

１）小児科二次調査 

①可能な限り、子どもの数、子どもの家族情報、

周産期情報、薬剤情報、罹病と生育の正確な状

況を把握し、母子感染率を検討する。 

②本邦の国情に合った子どもの健康管理およ

び発達支援に必要なデータベースを構築・更新

する。 

２）コホートシステムの開発 

①従来の小児科二次調査では、長期予後につい

ての調査は困難であり、コホートシステムの開

発により、HIV 陽性女性から出生した児の長期

予後を調査することを目的とする。この 3 年間

で、現在単施設である研究施設を、4 施設程度

に拡大することを目的とする。  

②症例の集積を図り、妊娠した女性および出生

児の長期予後についてデータを集積する。  

③また、システムを通じた患者支援ツールにつ

いて検討する。 

 

B.研究方法 

１）小児科二次調査 

全国の小児科を標榜する病院にアンケート調

査（吉野班による小児科一次調査）を行い、子

どもの診療経験について匿名連結不能型で発

生動向を把握した。全国の小児科を標榜する病

院 2,395 施設に対し一次調査用紙を送付し、返

信はがきにより回答を得た。質問は以下に該当

する症例数を問うものであった。 

 質問１．平成 29 年 9月 1 日～平成 30年 8 月

31 日までに出生した症例（新規症例） 

 質問２．平成 29 年 8月 31 日以前に出生した

症例で、過去の調査に報告していない症例（未

報告症例） 

 上記質問に対しての有効回答の解析を行っ

た。 

 この一次調査で把握された症例について、将

来の追跡調査を目的とした匿名連結不可能型

の詳細な二次調査を行った。 

尚、一部症例登録用紙の改訂を行った。それに

伴い、国立国際医療研究センター倫理委員会で

審査し、平成 28年 8月 8日付で承認された。(研

究名：HIV感染妊婦から出生した児の実態調査、

承認番号：NCGM-G-001874-01) 

 

２）コホートシステムの開発 

 H27～29 年に開始した、NCGM でのパイロット

研究を踏まえ、HIV 陽性女性および出生児のコ

ホート調査を全国展開する。研究は、web 登録

で行い、医師(医療者)および、対象に対して健

康調査を行う。 

 わが国における、HIV 陽性女性から出生児の

長期予後、罹病、成長・発達についてコホート

研究を行うための、システム立案を行う。前年

度まで施行していた、小児長期予後についての

研究結果や、各国のコホートシステムを参考に、

わが国で実行可能なシステムを検討する。登録

症例について、半年（もしくは 1 年）に一度、

現況、罹病、成長・発達（児のみ）について、

対象による現況入力および、主治医による web

登録し、データセンターでデータ管理する。女

性のフォロー中に、妊娠があれば、その時点で、

妊娠・出産の状況も登録し、児も登録する。集

計されたデータをもとに、1 年に一度解析を行

い、報告する。 

 全国展開に向けては、パイロット調査を継続

する中で明らかとなった問題点、患者の移動

(転院)についても配慮されたシステムの在り
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方について検討、具体化を図った。 

（倫理面への配慮） 

本調査は「人を対象とする医学系研究に関す

る倫理指針」及びヘルシンキ宣言（2013 年改

訂）を遵守して実施する。当調査の扱う課題は

HIV 感染を中心に、その周産期・小児医療、社

会医学との関わりであり、基本的に「倫理面へ

の配慮」は欠くべからざるものであり、細心の

注意をもって対処する。 

 

C.研究結果 

１）平成 30（2018）年度小児科二次調査結果 

 診療経験あり 26 施設および昨年度に診療経

験の報告があったが、今年度に診療経験なしと

報告のあった 1 施設、計 27 施設に対して当分

担研究班が詳細な二次調査を行った。また、前

年度に診療経験ありと報告があった 1施設から

倫理審査のために報告が遅れ、本年度に報告が

あった。今年度に診療経験ありと報告のあった

施設のうち 9施設は今年度に初めて報告のあっ

た施設だった。その結果、2019 年 2 月 21 日現

在、回答無しが 6 施設（一次調査回答は計 13

例）、2 施設は二次調査後に症例取り下げ 1 施設

(一次調査回答は 2 例)であった。以上から二次

調査に対する施設回答率は症例取り下げの 2施

設を除き、19/25 施設(76%)であった。この 19

施設に倫理審査のため今年度報告になった 1施

設を加えた 20 施設から 31 例の報告を得た。診

療経験あり施設ごとの症例数は 1〜7 例であっ

た。調査後に既報告であると判明した 5 例およ

び、同一症例 2 例を同一と考え、16 施設から

25 例の報告について詳細に検討した。25 例の

うち、平成 29 年 9 月 1 日～平成 30 年 8 月 31

日の間に出生したのは 16 例、平成 29 年 8 月

31 日以前に出生したのは 9 例であった。以後、

カッコ内の数字は平成 29 年 8 月以前に出生し

た症例数を示す。25 例の内訳は非感染 17 例（8

例）、未確定 7 例であり、感染例は 1 例(1 例)で

あった。 

 この 25 例について以下の解析を行った。 

①年次別出生数と感染状況 

 今年度 17 例の他に昨年度までに出生した 9

例が含まれた。感染例は 1 例であり、うち 1 例

は昨年度までに出生した例だった。 

②地域別出生数 

 関東甲信越 14 例と最多であり、北陸、東北・

北海道からの報告はなかった。 

地域別の詳細としては、関東甲信越 14 例(1

例)、東海 2 例、中部 1 例(1 例)、近畿 4 例(2 例)、

中国・四国 3 例(2 例)、九州沖縄 1 例(1 例)であ

った。 

③母親の国籍 

 母親の国籍は日本 19 例（5 例）、外国 6 例(4

例)であった。外国籍の詳細は、東南アジア 4

例(3 例)、アフリカ 2 例(1 例)だった。 

④父親の国籍と父親の感染状況 

 日本 14 例（感染 6 例／非感染 6 例／不明 2

例）、外国 10 例（感染 3 例／非感染 2 例／不明

5 例）であった。 

 日本 14 例（感染 6 例／非感染 6 例／不明 2

例）、東南アジア 1 例（不明 1 例）、その他アジ

ア 1 例（感染 1 例）、アフリカ 6 例（感染 2 例/

非感染 2 例/不明 2 例）、南米 2 例（不明 2 例）、

不明 1 例（不明 1 例）だった。 

⑤同胞について 

 7 例において同胞が 1〜2 人あり、同胞の感染

例はいなかった。 

⑥妊婦の感染判明時期および妊婦の抗ウイル

ス薬投与状況 

 母体の感染判明時期は、妊娠前が 16例(3例)、

妊娠初期 4 例(3 例)、妊娠中期 3 例(1 例)、不明

1 例、出産後 1 例だった。出産後に感染が判明

した 1 例は、母の症状精査の過程で判明した例

で、児も陽性だった。 

 妊婦への ART 開始時期は、妊娠前からが 13

例(1 例)、妊娠初期 5 例(2 例)、妊娠中期 2 例(1

例)、妊娠後期 1 例(1 例)、妊娠中開始(詳細不明)

が 1 例(1 例)、妊娠中投与なし 2 例(1 例)、不明

が 1 例(1 例)であった。妊娠中投与なしの 1 例

の出生児は感染例だった。もう 1 例は ART の
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開始の予定があったが、開始前に母体合併症の

ために分娩に至り、児は非感染であった。 

薬剤選択が明らかとなっている 21 例のキー

ドラッグの詳細は RAL：9 例(１例)、LPV/r：4

例(4 例)(うち 1 例は RAL と併用)、DRV/r：3

例、DTG1 例、GEN1 例、TRI1 例、STB1 例、

NFV1 例(1 例)であったが、経過中にキードラ

ッグの変更があり、最終的に RAL を使用して

いた例が 11 例(1 例)と最も多かった。バックボ

ーンは TAF+FTC2 例、TDF+FTC5 例(2 例)、

AZT＋3TC が 4 例(3 例)、ABC＋3TC6 例、

TDF+FTC+AZT+3TC1 例(1 例)であった。 

⑦分娩前妊婦の免疫学的・ウイルス学的指標 

 妊婦の分娩前の CD4 数（/μL）は 21 例で記

載があり、210 から 919/μL に分布し、同％は

5.6 から 48.2％に分布した。CD4 数（/μL）が

500 未満であったのは、21 例うち、11 例だっ

た。 

 妊婦の分娩前のウイルス量（コピー/ml）は

22 例で記載があり、400 コピー未満が 1 例、200

コピー未満 21例でうち19例は測定感度以下だ

った。 

 分娩様式は 24 例で記載があり、予定帝王切

開 21 例(9 例)と緊急帝王切開 2 例、帝王切開(緊

急か予定かは不明)1 例(1 例)だった。感染児 1

例の分娩様式は未記載だった。 

⑧新生児への対応 

 新生児への抗ウイルス薬投与は、23 例で投与

あり、1 例が投与なし、不明 1 例だった。投与

なしの例は感染例だった。投与のあった 23 例

は全例 AZT 単剤投与だった。AZT の投与回数

は、2 回/日が 18 例(9 例)、4 回/日が 5 例(4 例)

だった。 

欧米のガイドラインで AZT の投与回数が 4 回

から 2 回に改定のあった 2011 年以降の出生例

では、1 例を除く全例で 2 回/日の投与だった。

投与期間は、28 日間が 7 例、36 日間が 1 例、

42 日間が 14 例(9 例)だった。 

 母乳投与については 20 例で記載があり、20

例(9 例)で禁止されていた。 

 

⑨新生児における問題 

 出生した児の性別は、男：17 例、女：8 例、

在胎週数の記載は 24 例(8 例)であり、37 週台

が 16 例(4 例)、36 週台 7 例(4 例)だった。早産

だった 1 例(28 週)は緊急帝王切開だった。正期

産 16 例の平均出生体重は 2592ｇ（中央値 2876

ｇ、最低値 2222g、最高値 3396g）であった。

低出生体重児(2500g 未満)は 3 例(1 例)でうち 1

例が正期産だった。早産低出生体重児は 2 例(1

例)だった。 

新生児期に異常が認められたのは 4例で低出

生体重児 1例、極出生体重児、呼吸窮迫症候群、

脳室内出血Ⅰ度、胎便栓症候群、無呼吸、新生

児一過性多呼吸が 1 例、低血糖 1 例、新生児仮

死、新生児一過性多呼吸 1 例だった。奇形を認

めた例はなかった。 

 貧血の有無は 23 例(9 例)で記載があり、19

例(5 例)において貧血の指摘があった。全例で

AZT 単剤の予防内服がされていた。最低 Hb 値

は、8.1 から 10.8g/dl に分布していた。最低 Hb

値が 8g/dl 台であったのは、8 例(3 例)、9g/dl

台だったのは 7 例(1 例)だった。Hb 最低値が

10g/dl 未満だった 15 例(４例)のうち、42 日間

投与されていた例は 11 例(4 例)、4 回/日投与さ

れていたのは 2 例だった。Hb が最低値となっ

たのは、全例で生後 1 か月前後だった。 

好中球減少症を 1 例に認め、AZT 投与中に AZT

は中断され、回復を待ち再開されていた。 

経過観察中に施行した MRI 検査で 1 例に異

常を認めた。所見として、両側上衣下出血だっ

たが、早産例であり、母体の HIV 感染および

抗 HIV 薬の内服との関連は明らかでなかった。 

⑩感染例について 

 今年度の調査で感染 1 例が報告された。感染

は家族のAIDS発症から家族内スクリーニング

施行し HIV 陽性が判明したが、児も診断前か

ら血小板減少症があり、慢性 ITP として治療、

経過みられていた例だった。診断後に転院して

おり、免疫状態などの詳細は不明である。 
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２）小児科二次調査 19 年間のまとめ 

 今回の調査結果、累計報告数は 580 例であっ

た。感染／非感染／未確定の内訳は感染 54例、

非感染 374 例、未確定 152 例となった。 

３）フォローアップシステムの構築 

 今年度は、NCGM のパイロット調査の継続

と、全国展開に向けパイロット調査での問題点

および対策について検討した。 

①パイロット調査の現況 

 平成 29 年 8 月 23 日より、症例登録を開始し

た。平成 31 年 2 月 21 日現在、27 例の登録を

得た。本年度の登録は 5 例だった。 

②平成 29 年度(～平成 30 年 2 月 14 日まで)の

まとめ 

Ⅰ.登録症例数 

 ～平成 30年 2月 14日までに登録されたのは

23 例だった。うち出産歴のある女性は 15 例だ

った。児の登録数はのべ 23 例、うち 17 例が当

院の受診歴があった。 

Ⅱ.同意取得状況(図 1) 

 同意については以下の 4項目について取得し

た。 

ⅰ.医療者が、あなたの過去の診療状況および現

在の状態の調査に回答すること 

ⅱ.医療者が、あなたのお子さんの過去の診療 

 状況および現在の状態の調査に回答するこ 

 と 

ⅲ.あなたが、あなたの現在の状態の調査に回答 

すること 

ⅳ.あなたが、あなたのお子さんの状態の調査に 

回答すること 

それぞれ 1～4 の同意取得数（％）は、23（100%）、

21(91.3%)、20(86.9%)、19(82.6％)だった。 

Ⅲ.回答状況(図 2) 

 内科、産婦人科、小児科、対象者からの回答

状況は以下の通りだった。 

内科：初回登録 20 例(対象 23 例)87%、2017 年

経年登録 10 例(対象 12 例)83.3% 

産婦人科：4 例(対象 4 例)100% 

小児科：14 例(対象 17 例)82.3% 

Ⅳ.妊娠転帰(図 3) 

 2018 年 2 月 14 日までに妊娠転帰が明らかと

なったのは、のべ 38 例だった。転帰の内訳は、

選択的帝王切開 16 例、緊急帝王切開 3 例、経

腟分娩 3 例、自然流産 2 例、人工中絶 13 例、

不明 1 例だった。転帰年毎にみると、2007 年

以降に選択帝王切開の例が全例含まれていた。 

Ⅴ.女性の現況(図 4) 

 登録例は、全例生存中であった。2018 年 2

月 14 日現在の年齢分布(カッコ内は出産歴あ

り)は、20～25 歳が 1 例、26～30 歳が 1 例、

31 歳～35 歳が 5 例(3 例)、36～40 歳が 8 例(4

例)、41～45 歳が 6 例 （3 例）、46 歳以上が 1

例だった。出生児の数は一女性あたり、1～3

例だった。 

Ⅵ.出生児の現況(図 5) 

 登録例は、全例生存中であった。男女比は、

男 9 例、女 6 例、データなし 2 例、感染児は 1

例、非感染児は 14 例、データなしが 2 例だっ

た。出生児の年齢分布は、0 歳が 5 例、1～3 歳

未満が 3 例、3～6 歳未満が 4 例、6 歳以上が 5

例だった。 

③システム開発 

 JCRA データセンターと協働してシステム開

発を行った。データベースツールとして、

REDCap (Research Electronic Data Capture)

を採用した。REDCap は米国 Vanderbilt 大学

が開発したデータ集積管理システム（EDC）で 

ある。アカデミック医学研究では世界標準にな

り つ つ あ る 支 援 ツ ー ル で 、 REDCap 

Consortium Partner に な れ ば 、 米 国

Vanderbilt 大学から無償でライセンスを受け

られる。（アカデミアの場合）また、特徴とし

て、収集データに対し、自身でサーベイやデー

タベースが自由にカスタマイズ可能、モバイル

App や活動量計などの連携が可能などである。

今回、EDC として REDCap を採用した理由と

して、１．データマネージメント業務を標準化、

２．EDC 構築・運用コストの抑制、３．研究
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者主導臨床研究では、プロトコル、CRF の変更

が多いので迅速に eCRFの変更を行えるという

点である。その中で、アカデミアで利用実績が

あり、導入・運用コストの低い EDC として

REDCap 導入した。日本でも多くのアカデミア

で導入が進んでおり、平成 26 年 2 月に Japan 

REDCap Consortiumが大阪大学に設立されて

いる。REDCap の作動環境は、１．アプリ  

REDCap ver6.10.32．OS CentOS 7、３．

Web  Apache 2.2.15、４．DB MariaDB 

ver5.5、５．言語 PHP ver5.3.3、６．メール  

SMTP Email 2.6.6 である。JCRAC データセン

ターでは、サーバは JCRAC データセンター内

に設置し、運用管理を実施している。 

④パイロット調査から全国展開する上での問

題点 

以下のような問題点が考えられた。 

Ⅰ.参加施設の年間の症例数と登録数の乖離の

把握、進捗を確認する必要性、Ⅱ.二次調査との

二重入力による担当者の負担軽減、Ⅲ.感染児は

症例数が少ないことから女性(母)の登録とは別

に独立した登録を施設を限定せずに行った方

がよい、Ⅳ.入力負担軽減のための CRF の簡略

化、Ⅴ.現在のシステムでは、登録後の妊娠状況

の把握に内科医の入力で把握している状況で

あったが、入力が年 1 回であり、リアルタイム

での把握が困難、そのため妊娠・出産情報、児

の情報の入力が更に遅れてしまうため、内科医

に依存しない妊娠把握のシステムが必要など

挙がった。 

 

D.考察 

１)小児科二次調査 

本年度は、施設回答率は 76%であり、ここ数

年と同等の回答率であった。現在、更なる回収

を目指し、催促を継続している。今年度の報告

は 25 例と昨年度より報告は減少していた。し

かし、継続的に全国に調査していることで過去

症例の拾い上げも出来ており、網羅的な調査が

全数把握には有効であると考える。 

新規報告出生数は毎年 25 例前後であり、未報

告を含めると 30 例程度が毎年出生していると

考えられる。真の増減は当研究班産婦人科調査

(杉浦班)の推移と照合する必要がある。 

また、感染児が 1 例報告され、近年は毎年報

告されている状況である。いずれも、家族の感

染から判明する例であり、母子感染予防策の限

界が伺われる。 

非感染例のほとんどは母体ウイルスコント

ロール良好例であり、母体コントロールが良好

で、予防法が確実に行われれば、感染予防は可

能である。 

その一方で、早産となってしまったこと、

HIV 感染の確定が抗体陽性だったが、

HIV-RNA 検出が感度未満であったために時間

を要したことなどの複合的な理由から、母体へ

のARTの開始が出来ずに出産する例があった。

多くは、妊娠前～妊娠初期スクリーニングで

HIV 感染が判明し予防策が遂行されるため、医

療現場が混乱するということはないが、こうい

った検査解釈が難しい例、迅速な対応が必要と

なる一部の症例について、医療現場の混乱の防

止と、母子感染予防策のより迅速な遂行のため

に今後、難しい例について速やかに相談出来る

体制づくりが必要と考えられた。 

児の抗ウイルス薬の副作用として、貧血は

82.6%と高頻度だった。特に、10g/dl 未満だっ

た例の 73.3%は 42 日間投与の例だった。現在

のガイドラインでは、母体のウイルスコントロ

ールが良好であれば、児への AZT 投与は 4 週

間(28 日間)でも良いとされており、児への副作

用を考慮し、感染リスクが低い場合は AZT 投

与期間の短縮が望まれる。 

また、好中球減少などの骨髄抑制により、投

与を中断せざるを得ない例が 1 例あった。この

例は早産・極低出生体重児であったため、代謝

の問題からより副作用が出現しやすかったと

推察される。出生週数により、AZT の投与にあ

る程度の規定はあるが、早産・低出生体児でか

つ、感染ハイリスクの場合の対策については世
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界的にも一定のプロトコルは確立しておらず、

副作用との兼ね合いもあるため今後も予防法

の検討が必要である。 

今年度は 1 例の感染例が報告されたが、出生

後に家族の感染が明らかとなったため、母子感

染予防策が完遂されていない症例であった。完

全に遂行された例では、感染例はないことから

現行の予防策は有効であり、如何に早期に母体

の HIV 感染症を把握するかが重要であると考

えられる。先に述べたように、如何に母体の

HIV 感染を早期に把握するかが重要であり、

HIV 感染のみならず他の母子感染症の予防の

ために、妊婦検診の重要性と、検診を補助する

仕組みづくりが重要である。 

近年の小児 HIV 感染例の報告の多くが、出

生後数年たってから家族の HIV 感染判明によ

り、感染が明らかとなった例では、現行の母子

感染予防策の限界が明らかで、こういった例に

ついてどのような対策が有効であるか検討が

必要である。 

今年度報告例は、家族の感染判明前から、血

小板減少症で医療機関の受診歴があり、慢性

ITPとしてγグロブリン等の治療が施行されて

いた。小児 HIV 感染症では、日和見感染のみ

ではなく、本症例のような血球の減少や成長・

発達障害、慢性下痢など小児科医が日常で遭遇

し得るような症状のみを呈する場合があるこ

とも今後周知すべき点と考えられた。 

また、小児 HIV 感染症の症例は稀であり、

診療体制が整っていないのが現状である。一度

感染すると長期の通院が必要であり、病院の集

約には限界があり、相談システムを確立するこ

とで、スムーズな診療が行えるようにすること

も今後の課題である。  

 

２）フォローアップシステム構築 

①パイロット調査の経過 

 2017 年度までに 23 例の登録があった。2019

年 2 月 21 日現在は 27 例の登録があった。 

 コホート調査のため、多くの情報はないが、

対象女性およびその出生児は全例で健康であ

った。経年での、疾病や問題点について今後も

検討を続ける必要がある。 

 

②パイロット調査から提起される問題点 

 コホート研究を昨年度から開始したが、開始

後も検討すべき点が多々あり、今後の多施設展

開を見据え修正を加える必要がある。 

 まず、症例登録の推進であるが、開始当初、

登録画面、同意・説明書は日本語のみであった

ため、外国籍で日本語での読解が困難な対象者

のリクルートが難しい状況であったが、今年度

にタイ語、英語の同意説明文書も使用可能とな

った。また、内科を軸としたリクルートは困難

を極め、今年度は主に妊娠・出産例について小

児科でリクルートする方針とした。説明したほ

とんど女性から同意を得られたが、年間症例数

が限られること、過去の出産例については、リ

クルート難しいことから、全国展開に向けても

リクルート対象およびタイミングについては

熟慮が必要である。 

 次に、情報入力の促進と、複数部署の連携に

ついてであるが、症例登録がされても、現状で

あると主治医が詳細病歴を入力する形式をと

っているため、入力が進んでいないことが問題

である。システムが複雑であること、web 登録

であること、関係医療者が多いため、メールな

どのみでは情報周知が不十分となっている可

能性がある。カルテと連動し、自動で情報が収

集できるなどのシステムが有効な可能性はあ

るが、高度なシステムの多施設での運用は費用

も面や各病院規則、システムの違いから困難で

あり、他の方法を検討する必要がある。情報管

理については、対象者のメールアドレスを対象

者の目前で入力、確認、対象者に登録確認メー

ルが到着することまでを確認することで、安全

に管理されている。医療者から収集する情報に

ついても、アカウント登録した者のみの限定と

なっており、パスワード入力時の複数回間違い

によるシステムロックなども設定されている
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ため、本システムは安全である。 

③全国展開に向けたシステム開発 

 パイロット調査での問題点を踏まえ、名古屋

臨床研究センターに今後のシステム作成にあ

たり、プロフェッショナルオピニオンを伺った。 

 その際に一次調査～二次調査の中にコホー

トを組み込むこと、システム、CRF を更にシン

プルにすること提案された。また、リクルート

対象を HIV 感染女性から妊娠・出産した女性

のみに縮小し、内科医の入力を省略することで、

より二次調査に近い形でのコホート体制の見

直しも図っている。 

 全国展開には、まだまだ改善するべき点が多

いが、引きつづき検討を続ける。 

 

E.結論 

 いずれの研究についても概ね良好に遂行で

きた。 

 

G.研究業績 

原著論文による発表 

１）田中瑞恵,後天性免疫不全症.小児科診療ガ

イドライン第 4 版（五十嵐隆編）.総合医学社,

東京都 Impress  

２）田中瑞恵,小児の HIV 感染症.今日の小児治

療指針第 17 版（水口雅編）.医学書院,東京

都,Impress 

３）Yamanaka J, Nozaki I, Tanaka M et 

al.Moyamoya syndrome in a pediatric 

patientwith congenital human 

immunodefici-ency virus type 1 infection 

resulting in intracranial hemorrhage,J Infect 

Chemother.24:220-223, 2018 

 

学会発表・講演 

国内 

１）田中瑞恵. 小児 HIV 感染症診療の現場から 

～小児科医からみた HIV 感染症～.中国・四国

エイズ連絡会議 特別講演、2018、広島 

２）田中瑞恵、七野浩之、喜多恒和、外川正生. 

HIV 母子感染症の過去・現在・未来.西日本感

染症学会 シンポジウム母子感染、2018、鹿児

島 

３）田中瑞恵. HIV 母子感染の現状と今後の課

題.国際母子カンファレンス(NCGM)、2018、東

京 

４）田中瑞恵、外川正生、兼重昌夫、細川真一、

前田尚子、寺田志津子、七野浩之、吉野直人、

杉浦敦、喜多恒和.小児 HIV 感染症の発生動向

と今後の課題. 日本エイズ学会、2018、大阪 

 

H.知的財産権の出願・登録状況 

1.特許取得：なし 

2.実用新案登録：なし 

3.その他：なし 
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平成 30 年度厚生労働科学研究費補助金 エイズ対策政策研究事業 

「HIV 感染者の妊娠・出産・予後に関する疫学的・コホート的調査研究と情報の普及啓発法の開発 

ならびに診療体制の整備と均てん化に関する研究」班 

分担研究報告書 

 

研究分担課題名：HIV 感染妊娠に関する診療ガイドラインの改訂と HIV 母子感染予防対策マニュアルの

補填 

研究分担者：山田里佳 JA 愛知厚生連 海南病院 産婦人科 外来部長 

研究協力者：谷口晴記 地方独立行政法人 三重県立総合医療センター産婦人科 

      塚原優己 国立研究開発法人国立成育医療研究センター周産期・母性診療センター産科 

医長 

      井上孝実 医療法人 葵鐘会（きしょうかい）ローズベルクリニック 副理事 

      出口雅士 神戸大学大学院医学研究科外科系講座 産婦人科学分野 特任教授 

      中西豊  独立行政法人 国立病院機構 名古屋医療センター産婦人科 医長 

      定月みゆき国立研究開発法人 国立国際医療研究センター産婦人科 病棟医長 

      大里和広 独立行政法人 国立病院機構 三重中央医療センター 総合周産期母子医療

センター 部長 

      白野倫徳 地方独立行政法人大阪市民病院機構大阪市立総合医療センター 感染症内科 

医長 

      田中瑞恵 国立研究開発法人 国立国際医療研究センター 小児科 医師 

      鳥谷部邦明三重大学医学部 産婦人科学教室助教 

      千田時弘 桑名医療センター 産婦人科 医師 

      杉野祐子 国立国際医療研究センター エイズ治療研究開発センター 看護師 

      渡邉英恵  独立行政法人 国立病院機構 名古屋医療センター産婦人科 看護部 

            羽柴知恵子独立行政法人国立病院機構名古屋医療センター外来 副看護師長 

 

研究要旨： 

2018 年 3 月に発刊された HIV 感染妊娠に関する診療ガイドライン初版の検証と改訂を行う。これは、

わが国の医療経済事情や医療機関の対応能力を考慮した、欧米とは異なる日本独自のガイドラインであ

る。今後も世界での HIV 診療の進歩に対応すべく、各国のガイドラインや文献を参照しながら、今後 3

年間で日本における医療体制、産科診療体制の変化に対応し改訂していく。 

 2014 年 3 月に発刊された HIV 母子感染予防対策マニュアル第 7版の補填、改訂を行う。HIV 診療の実

際は、産科内科医師だけではなく、助産師、看護師、薬剤師、コメディカルがチームで対応できる必要

がある。またガイドラインと項目の順序を合わせ、それぞれがすぐに対照できるように改訂する。 

 

 

A.研究目的 

日本における HIV 感染妊娠は、近年 40 例前後で

推移しており、減少傾向にはないと思われる。

2013 年に HIV 母子感染予防対策マニュアル第７

版を発行し、2018 年 3 月に HIV 感染妊娠に関す

る診療ガイドライン初版を発行した。今後、HIV

診療の進歩や日本における医療体制、産科診療体

制の変化に対応すべく、マニュアルおよびガイド
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ラインの改訂は重要である。 

3 年間でマニュアルの補填（可能であれば改訂）

およびガイドラインの改訂版発行を目的とする。 

 

B.研究方法 

ガイドラインの改訂については、初版には記さ

れていない各項目の推奨度を、先進各国の HIV 母

子感染予防対策ガイドラインを精査し日本の現

状に合わせて記載する。 

マニュアルの改訂については、HIV 診療の実際

について 5年前の状況と現在の状況を比較し、症

例の多い施設の実際や工夫をできるだけ記載す

る。また、ガイドラインとマニュアルを対照でき

るように項目の順序を整える。 

（倫理面への配慮） 

ヘルシンキ宣言に基づいた倫理原則を順守する。

この分担班では個人情報を扱わないが研究班全

体の一環として研究班代表者の施設での倫理委

員会での承認を得た。 

 

C.研究結果 

平成 30 年度は HIV 母子感染予防対策マニュアル

第 7版の改訂を行った。 

平成 30 年 7 月 1 日、10 月 28 日、12 月 1 日に分

担班会議および全体班会議にてマニュアル改訂

につき協議した。平成 31年 1月 27 日第 8版の読

み合わせを行った。平成 31 年 3 月中に PDF 完成

版（研究班 HP へ UP）3 月末に第 8 版発刊予定で

ある。 

（参考資料；HIV 母子感染予防対策マニュアル第

8版 目次） 

 

D.考察 

マニュアルの改訂にあたって、ガイドラインと

対照しやすいように項目の順序を変更した。また

第 7版には記載されていた、一般的な HIV 感染の

状況や薬剤の添付文書は、最近ではインターネッ

ト上ですぐに検索できるため、省いた。これらの

ことで、ガイドラインとマニュアルを持ち運びし

やすく、現場の状況に合わせて使用しやすいよう

にできたと思われる。 

 

E.結論 

平成 30 年度は、HIV 母子感染予防対策マニュアル

の改訂を行い、第 8版を発刊し、PDF 版を当班 HP

へ掲載した。 

 

G.研究業績 

1.論文 

１）谷口晴記 山田里佳ら．HIV 感染妊娠に関す

る 診療ガイドライン 初版（平成 29 年度厚生労

働科学研究費補助金エイズ対策政策研究事業 

「HIV 感染妊娠に関する全国疫学調査と診療ガ

イドラインの策定ならびに診療体制の確立」班 

研究代表者：喜多 恒和 分担研究「HIV 感染妊娠

に関する診療ガイドラインの策定」班）、2018 年

3 月 31 日発刊 

２）谷口晴記、山田里佳、喜多恒和、塚原優己． 

産婦人科感染症の診断・管理～その秘訣とピット

フォール．臨床婦人科産科、2018；72：88‐92 

3)谷口晴記、白野倫徳、山田里佳、塚原優己．HIV

母子感染予防のための薬物療法．周産期医学、

2018；48：101‐104 

 

2．発表 

１）山田里佳、谷口晴記、塚原優己、井上孝実、

千田時弘、大里和広、定月みゆき、中西 豊、白

野倫徳、鳥谷部邦明、吉野直人、杉浦敦、田中瑞

恵、蓮尾泰之、喜多恒和：わが国独自の HIV 母子

感染予防対策ガイドラインの策定について．第 70

回日本産科婦人科学会学術講演会．仙台、2018.5 

２）山田里佳、谷口晴記、塚原優己、井上孝実、

千田時弘、大里和広、定月みゆき、中西 豊、白

野倫徳、出口雅士、鳥谷部邦明、杉野祐子、羽柴

知恵子、渡辺英恵、吉野直人、杉浦敦、田中瑞恵、

桃原祥人、喜多恒和：HIV 感染妊娠に関する診療

ガイドライン初版とHIV母子感染予防対策マニュ

アル第 7 版の比較．第 32 回日本エイズ学会学術

集会．大阪、2018.12 

３）白野倫徳、小西啓司、麻岡大裕、笠松 悠、
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市田裕之、尾西江美子、豊島裕子、瀧浦その子、

大石真綾、後藤哲志：通院中断はどうすれば防げ

るか？～当院における通院中断症例の解析～．第

32 回 日本エイズ学会学術集会．大阪、2018.12 

 

H.知的財産権の出願・登録状況 

1.特許取得：無 

2.実用新案登録：無 

3.その他：無 
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    目  次 

 

 

執筆者一覧 

執筆協力者一覧 

本書を利用するにあたって 

 

巻頭言    喜多恒和 

第 8版序文     山田里佳 

初版序文     戸谷良造 

 

Ⅰ 総説―日本における HIV 母子感染予防 

Ⅱ 妊婦検査スクリーニングおよび妊娠環境 

  1 妊婦 HIV 検査の意義 

  2 検査前の説明 

   2-1 HIV 検査の現状 

   2-2 妊婦 HIV 検査前の説明 

  3 検査結果の説明 

   3-1 スクリーニング検査(一次検査)の結果が陰性の場合 

   3-2 スクリーニング検査(一次検査)の結果が陽性の場合 

   3-3 確認検査の結果が陽性の場合 

   3-4 未受診妊婦における HIV 緊急検査の必要性 

   3-5 HIV 感染妊娠に必要な妊娠初期検査 

  4 妊婦と家族への対応 

   4-1 HIV 感染妊婦の心理状況と対応 

   4-2 HIV 感染妊婦の支援 

Ⅲ 妊娠中の抗 HIV 療法 

  1 概説 

  2 抗 HIV 薬の選択 

   2-1 抗 HIV 薬による HIV 母子感染予防 

   2-2 抗 HIV 薬投与の基本 

2-3 抗 HIV 薬の開始時期 

   2-4 抗 HIV 薬の中止方法 

   2-5 抗 HIV 薬投与後のモニタリングと対応 

Ⅳ 特殊な状況 

  1 B 型肝炎の合併 

  2 C 型肝炎の合併 

Ⅴ 周産期管理 
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1 妊婦糖尿病の対応 

  2 分娩方法 

   2-1 分娩時期 

2-2 経腟分娩を選択する場合の留意点 

  3 切迫早産・前期破水時の対応  

   3-1 切迫流産 

3-2 前期破水 

  4 産科診療における注意点 

   4-1 外来診療における合併症への注意点 

   4-2 看護上の注意点 

5 分娩時の対応 

   5-1 分娩時・帝王切開時に使用する薬剤 

   5-2 病棟での術前準備と術後ケア 

   5-3 実際の手術にかかわる留意点 

   5-4 手術に必要な人員 

   5-5 手術時の防護具 

   5-6 手術時の準備 

   5-7 新生児の処置 

   5-8 手術室の後片付け 

Ⅵ 児への対応 

  1 出生児の管理 

  2 出生児への抗 HIV 薬の予防的投与 

   2-1 AZT シロップ投与法 

   2-2 在胎 35週未満の早産児に対する投与法 

   2-3 AZT 投与による副作用 

   2-4 AZT 投与期間の短縮 

2-5 AZT を含めた併用療法 

3 ニューモシスチス肺炎の予防 

 3-1 対象 

 3-2 方法 

  4 新生児・乳幼児における診断基準 

   4-1 検査時期 

   4-2 感染の診断 

   4-3 非感染の診断 

  5 抗 HIV 薬に曝露した非感染児の追跡観察 

  6 予防接種の進め方 

   6-1 不活性化ワクチン 

   6-2 生ワクチン 

Ⅶ 未受診妊婦(飛び込み分娩)への対応 

Ⅷ 産褥の対応 
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  1 抗 HIV 療法 

  2 母乳への対応 

   2-1 止乳の必要性 

   2-2 止乳に使われる薬剤 

  3 退院指導 

   3-1 産後の性生活 

   3-2 服薬継続に関する支援 

Ⅸ これから妊娠を希望する HIV 感染者への対応 

  1 妊娠前の HIV 感染者への対応 

   1-1 妻が HIV 感染者で夫が陰性の場合 

   1-2 夫が HIV 感染者で妻が陰性の場合 

2 HIV 感染女性の診察上の注意点 

   2-1 内科 

   2-2 婦人科 

Ⅹ その他のサポート 

1 スタンダードプリコーション(標準予防策) 

   1-1 手指衛生 

   1-2 医療従事者のための個人防護用具 

   1-3 患者に使用した器具および器材の取り扱い 

1-4 患者環境の管理 

1-5 血液媒介病原体の曝露予防(針刺し・切創対策) 

  2 針刺し切創・血液体液曝露時の対応 

  3 医療情報の入手先と支援団体 

3-1 HIV/AIDS 関連のウェブサイト 

3-2 ACC と各ブロック拠点病院のウェブサイト 

3-3 支援団体紹介 

編集後記 
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平成 30 年度厚生労働科学研究費補助金 エイズ対策政策研究事業 

「HIV 感染者の妊娠・出産・予後に関する疫学的・コホート的調査研究と情報の普及啓発法の開発 

ならびに診療体制の整備と均てん化に関する研究」班 

分担研究報告書 

 

研究分担課題名：HIV 感染妊婦の分娩様式を中心とした診療体制の整備と均てん化 

 

研究分担者：定月みゆき 国立研究開発法人 国立国際医療研究センター 産科医長 

研究協力者：蓮尾泰之  独立行政法人 国立病院機構 九州医療センター 産婦人科部長 

      林 公一  独立行政法人 国立病院機構 関門医療センター 産婦人科部長 

      中西 豊  独立行政法人 国立病院機構 名古屋医療センター産婦人科部長 

      五味淵秀人 四谷・川添産婦人科医院 顧問 

      中西美紗緒 国立研究開発法人 国立国際医療研究センター 産婦人科医師 

      杉野祐子  国立研究開発法人 国立国際医療研究センター ACC 看護師 

      山田道代  横浜市立市民病院 南３階病棟 看護師長（助産師） 

      中野真希  横浜市立市民病院 NICU/GCU 病棟師長（助産師） 

 

研究要旨： 

HIV 感染妊婦の受入そのものが困難であるエイズ診療拠点病院や周産期センターにおける問題点

を調査・解析することにより、今後 HIV 感染妊婦の受入先を増やし妊婦の生活圏での出産を可能に

することを目的とする。一方で HIV 感染妊婦が安全に経腟分娩できる診療施設基準を明確にし、わ

が国での HIV 感染妊婦の経腟分娩導入に向けて診療体制を整えることを課題としている。 

 

A.研究目的 

昨年 HIV感染妊娠に関するわが国独自の診療

ガイドラインが策定されたことにより、日本全

国においてHIV感染妊婦診療の均てん化が期待

されるが、現場では HIV 感染妊婦の受入がスム

ースに行われていない現状を目の当たりにす

る。一方で海外ではウィルスコントロールが良

好な症例に対しては経腟分娩が行われるよう

になり、日本でも患者が経腟分娩を希望する可

能性が考えられる。 

わが国においてHIV感染妊婦の分娩を行う可

能性のある施設を対象に診療体制の現状調査

を行い、各地域における HIV 感染妊婦の分娩の

可否を明らかにする。分娩を行えない施設につ

いてはHIV感染妊婦の受入を妨げている要因を

解析し、HIV 感染妊婦が安全に分娩できる診療

体制を整えることを目的とする。その中でも経

腟分娩が可能となる診療施設基準を明確にし、

適切で実行可能な診療体制の提案を行うこと

を目的とする。 

 

B.研究方法 

日本国内の総合・地域周産期母子医療センター

またはHIV診療拠点病院を対象に診療体制の現

状ならびに産科・小児科・感染症科の診療の可

否についてアンケート調査を行い、集計・解析

した。 

（倫理面への配慮） 

 本研究は「人を対象とする医学系研究に関

する倫理指針」及びヘルシンキ宣言を遵守して

実施する。本研究は個人を対象とする調査では

なく、医療機関に対するアンケート調査で収集

されたデータを扱うが、データは研究を担当す

るスタッフのみがアクセス可能とし、内容が第
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三者の目に触れないように、また、データが漏

洩しないように、作業方法、作業場所、データ

保管方法等を厳重に管理している。研究成果の

公表に際しては、調査対象となる医療機関のプ

ライバシーについては十分に配慮する。分担班

代表者の所属機関における倫理委員会の承認

を得て行っている。 

 

C.研究結果 

全国の総合周産期母子医療センター108 施設、

地域周産期母子医療センター298 施設ならびに

HIV 診療拠点病院 382 施設（重複あり）の計 558

施設にアンケート（別紙１）を送付し、11 施設

からは受取人該当者なく返送され、288 施設か

ら回答を得た（回収率 52.6%）。得られた回答か

ら産科診療を行っていない 17 施設を除外した

271 施設について解析した。 

アンケート調査の集計結果を以下に示す。 

 

質問１ 2017 年の総分娩件数（概数でも可）を

お答えください。 

265 施設が回答し、最小値 5件、最大値 3700

件で平均分娩件数は 607.8 件であった。 

 

質問 2 総合・地域周産期センター設定の有無

をお答えください。 

  度数 パーセント 

総合 74 27.3 

地域 163 60.1 

設定なし 34 12.5 

合計 271 100.0 

 

質問 3 エイズ拠点病院設定の有無についてお

答えください。 

  度数 パーセント 

拠点 176 64.9 

それ以外 95 35.1 

合計 271 100.0 

 

質問 4 NICU加算されてる病床の有無をお答え

ください。 

  度数 パーセント 

あり 209 77.1 

なし 62 22.9 

合計 271 100.0 

 

質問 5 貴院では現在 HIV 感染妊婦の分娩を受

け入れていますか。 

  度数 パーセント 

あり 113 41.7 

なし 158 58.3 

合計 271 100.0 

 

質問 6（質問 5 で HIV 感染妊婦の分娩受け入れ

ありとと答えた施設に対して） 

1）これまでの受け入れ経験についてお答えく

ださい。 

  度数 パーセント 

1 例以下 64 56.6 

2-4 例 30 26.5 

5 例以上 19 16.8 

合計 113 99.9 

2）受け入れる際の条件についてお答えくださ

い。 

  度数 パーセント 

全ての週数 75 66.4 

条件あり 34 30.0 

その他 3 2.7 

未記入 1 0.9 

合計 113 100.0 

  

質問 7-1 現在 HIV 感染妊婦を受け入れていな

いとお答え頂いた方は以下の質問にお答えく

ださい。 

  度数 パーセント 

過去に受け入れあり 6 3.8 

今後受け入れを検討 18 11.4 

積極的には受け入れない 133 84.1 

未記入 1 0.6 

合計 158 99.9 
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質問 7-2 現在受け入れていない理由について

お答えください(複数回答可) 

度数 パーセント

産科医のマンパワー不足 51 32.3

助産師、看護スタッフのマンパワー不足 39 24.7

小児科医の協力が得られない 25 15.8

感染症科の協力が得られない 29 18.4

HIV感染妊婦の管理に対する知識・経験不足 65 41.1

針刺し事故に対する薬剤供給など病院の体制が

整わない
27 17.1

近隣に受け入れ可能な病院がある 94 59.5

その他 24 15.2  

 

質問８ 先進加来国のHIV感染妊婦の分娩時対

応については別表にお示しするような基準の

もと経腟分娩が行われていますが、貴施設での

経腟分娩は可能ですか（HIV 感染妊婦の分娩受

け入れ可能と答えた 113 施設に対して）。 

  度数 パーセント 

可能 33 29.2 

不可能 33 29.2 

わからない 47 41.6 

合計 113 100.0 

 

質問 9 HIV 感染妊婦の経腟分娩が困難な理由

をお聞かせください（質問 8で不可能、分から

ないと答えた80施設に対して。複数回答可能）。 

度数 パーセント

9 11.3

9 11.3

20 25

35 38.8

37 46.3その他

産科の協力が得られない

小児科の協力が得られない

助産師、看護スタッフの協力が得られない

病院の体制としての問題

 

 

質問 10 HIV感染妊婦の経腟分娩に対する臨床

研究に参加していただけますか（質問８で経腟

分娩可能と答えた 33 施設に対して）。 

度数 パーセント

6 18.18

23 69.7

2 6.06

2 6.06

33 100

分からない

合計

積極的に参加する

参加したいが参加条件などを検討して決定したい

参加しない

 

 

質問11 本調査による貴院のHIV受け入れ体制

について、研究班のホームページに掲載するこ

とを同意していただけますか。 

  度数 パーセント 

同意する 193 70.7 

同意しない 76 27.8 

回答なし 4 1.5 

合計 273 100.0 

 

D.考察 

今回の調査では 113 施設（41.7%）が HIV 感

染妊婦の分娩を受け入れていると回答してい

る。受け入れ施設の中で 107 施設（94.7%）が

総合・地域周産期母子医療センターであった。

また、エイズ拠点病院 176 施設のうち 108 施設

（61.4％）が分娩を受け入れていたが、そのう

ち 102 施設（94.4%）は総合・地域周産期母子

医療センター分娩であった。HIV 感染妊婦の分

娩が集約化されていることがうかがわれる。

HIV 感染妊婦の分娩を受け入れていない施設に

おいてその理由として最も多かったのは、近隣

に受け入れ可能な病院があることであった。次

に HIV に対する知識・経験不足があげられた。

HIV 感染妊婦の管理についての啓蒙活動はまだ

十分とは言えないと考えられる。また、51施設

（32.3%）が産科医のマンパワー不足を上げて

おり、昨今の産科医師不足も要因の一つになっ

ている。一方で HIV 感染妊婦の分娩受け入れ施

設のうち、33 施設（29.2%）が経腟分娩可能と

回答しているが、その中で経腟分娩に関する臨

床研究に積極的に参加すると答えた施設は6施

設にすぎず、その中に HIV 感染妊婦の分娩数が

多い施設は含まれていなかった。HIV 感染妊婦

の分娩を受け入れている施設において自施設

での経腟分娩が不可能またはわからないと答

えた 80 施設（70.8%）では、その理由として病

院での体制としての問題（38.8%）、助産師、看

護スタッフの協力が得られない（25%）と回答

していた。また、その他（46.3%）としてのコ

メントでは、日本のガイドラインでは帝王切開
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が推奨されているため経腟分娩は現時点では

行わない、経験が少なく検討がされていない、

と答えた施設が多かった。今後さらなる検討が

必要と考える。 

各施設の診療体制の実際について研究班の

ホームページでに掲載することに同意する施

設は 193 施設（70.7%）認められ、今後全国の

診療体制の動向をタイムリーに発信できる可

能性が示唆された。 

 

E.結論 

HIV 感染妊婦の受け入れは全国展開している

が、ある程度集約化が必要と考えられた。HIV

感染女性がどこでどのような診療を受けられ

るのかを研究班のホームページで情報発信す

ることで、施設間の紹介や妊婦の分娩場所選択

に役立てられる可能性がある。一方で経腟分娩

の導入については、母児感染のリスク軽減なら

びに医療者の安全を確保できる基準をわが国

独自のマニュアルやガイドラインへ明記した

上で、各施設の診療体制の修正を行うことが大

きな課題となる。 

 

G.研究業績 
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座」．山口、2018.10 

12. 林 公一：高思春期の性 知らないと損する、
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13. 林 公一 明城光三 五味渕秀人 宋邦夫 

中山香央 蓮尾泰之 喜多恒和：HIV 感染妊
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223 

 

HIV 感染妊婦における経膣的分娩の受け入れ

可能施設の現状について. 第 72 回 国立病

院総合医学会．兵庫、2018.11 

14. 林 公一：高思春期の性 知らないと損する、

困ったときの ABC．山口県立下関長府高等学

校平成 30年度「性教育講座」。山口、2018.11 

15. Hayashi K, et al：（Poster）A policy of Vaginal 

Delivery about Mode of Delivery among 

HIV-positive Pregnant Women in Japan. The 26th 

world congress on controversies in Obstetrics and 

Gynecology & infertility (COGI 2018). London, 

2018.11 

16. 林 公一：思春期の性 知らないと損する、

困ったときの ABC．早鞆高等学校 :  平成 30

年度「性教育講座」．山口、2018．12 

論文 

1. 中西 美紗緒, 矢野 哲.【感染症に強くなる】 

HIV感染症. 産科と婦人科 85: 945-949, 2018 

2. 中西 美紗緒, 矢野 哲.【エキスパートに聞く 

合併症妊娠のすべて-妊娠前からのトータル

ケア】 HIV、HTLV-1感染. 産科と婦人科 85: 

557-561, 2018. 

 

H.知的財産権の出願・登録状況 

1.特許取得 なし 

2.実用新案登録 なし 

3.その他 なし 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



224 

 

【別紙 1】 

返信先：国立国際医療研究センター病院 定月みゆき 行 

郵送：返信用封筒をご利用下さい。 

 

貴施設名： 

御名前： 

記入日：2018 年  月   日 

ＨＩＶ感染妊婦の診療体制に関するアンケート Ver.1.2 

 

質問１ 2017 年の総分娩件数（概数でも結構です）をお答え下さい。  （     ）件 

 

質問２ 総合・地域周産母子医療センター設定の有無をお答え下さい（該当箇所にレ点）。 

（ ） 総合周産期母子医療センター  （ ）地域周産期母子医療センター  （ ）設定なし 

 

質問３ エイズ拠点病院設定の有無についてお答え下さい（該当箇所にレ点）。 

 （ ） あり      （ ）なし 

 

質問４ NICU 加算されている病床の有無をお答え下さい（該当箇所にレ点）。 

 （ ） あり      （ ）なし 

 

質問５ 貴院では現在ＨＩＶ感染妊婦の分娩を受け入れていますか（該当箇所にレ点）。 

 （ ） あり      （ ）なし 

    ありとお答え頂いた方は質問６にお答え下さい。 

    なしとお答え頂いた方は質問７にお進み下さい。 

 

質問６ 貴院での HIV 感染妊婦の受け入れ体制についてお答え下さい（該当箇所にレ点）。 

 １）これまでの受け入れ経験についてお答え下さい。 

   （ ）１例以下   （ ）２～４例   （ ）５例以上 

 ２）受け入れる際の条件についてお答え下さい（複数回答可能）。 

（ ）全ての週数で受け入れ可能である  

（ ）在胎（       ）週以上、推定体重（       ）g 以上 

   （ ）その他（                       ） 

質問 8 にお進み下さい。 

 

質問７-1 現在 HIV 感染妊婦を受け入れていないとお答え頂いた方は以下の質問にお答え下さい 

（該当箇所にレ点）。 

（ ）過去に経験はあるが現在は不可能である（１．１例以下 ２．２～４例 ３．５例以上）   

（ ）これまで経験はないが今後受け入れを検討する。 

（ ）積極的には受け入れない。 
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質問７-2 現在受け入れていない理由についてお答え下さい（該当箇所にレ点、複数回答可）。 

（ ）産科医のマンパワー不足 

（ ）助産師、看護スタッフのマンパワー不足 

（ ）小児科の協力が得られない 

（ ）感染症科の協力が得られない 

（ ）HIV 感染妊婦の管理に対する知識・経験不足 

（ ）針刺し事故に対する薬剤供給など病院の体制が整っていない 

（ ）近隣に受け入れ可能な病院があるため自施設で行う必要がない（紹介先：        ） 

（ ）その他（                                     ） 

 質問 11 にお進み下さい。 

 

質問８ 先進各国の HIV 感染妊婦の分娩時対応については別表にお示しするような基準のもと経腟分

娩が行われていますが、貴施設での経腟分娩は可能ですか（該当箇所にレ点）。 

（ ） 可能   （ ） 不可能   （ ） 分からない 

可能と答えた方は質問 10 にお進み下さい。 

  不可能、わからないと答えた方は質問９にお進み下さい。 

 

質問９ HIV 感染妊婦の経腟分娩が困難な理由をお聞かせください（該当箇所にレ点、複数回答可） 

（ ）産科医の協力が得られない 

（ ）小児科医の協力が得られない 

（ ）助産師、看護スタッフの協力が得られない 

（ ）病院の体制としての問題 

（ ）その他（                                  ） 

 

質問 10 本邦で経腟分娩を始めるにあたっては、母子感染ならびに医療者の被曝については十分な配慮

が必要となりますので、今後当班において臨床研究の形で進める予定です。その際に貴施設は研究に

参加して頂けますか（該当箇所にレ点）。 

 （ ）積極的に参加する 

（ ）参加したいが参加条件などを検討して決定したい 

（ ）参加しない 

（ ）分からない                

  

質問 11 本調査による貴院の HIV 感染妊婦受け入れ体制について、研究班のホームページに掲載する

ことに同意して頂けますか（該当箇所にレ点）。 

（ ）同意する       （ ）同意しない 

 

設問は以上です。ご回答ありがとうございました。 
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平成 30 年度厚生労働科学研究費補助金 エイズ対策政策研究事業 

「HIV 感染者の妊娠・出産・予後に関する疫学的・コホート的調査研究と情報の普及啓発法の開発 

ならびに診療体制の整備と均てん化に関する研究」班 

分担研究報告書 

 

研究分担課題名：HIV をはじめとする性感染症と妊娠に関する情報の普及啓発法の開発 

 

研究分担者：桃原 祥人   東京都立大塚病院産婦人科部長 

研究協力者：塚原 優己  国立研究開発法人国立成育医療研究センター周産期・母性診療センター 

    産科・診療部長 

渡邉 英恵   独立行政法人国立病院機構名古屋医療センター看護部・副看護師長 

羽柴 知恵子  独立行政法人国立病院機構名古屋医療センター外来・副看護師長 

廣瀬 紀子  地方独立行政法人機構山梨県立北病院医療安全管理室 

佐野 貴子  神奈川県衛生研究所 微生物部・主任研究員 

鈴木 ひとみ 国立研究開発法人国立国際医療研究センターエイズ治療・研究開発セン 

   ター・コーディネーターナース 

長與 由紀子 独立行政法人国立病院機構九州医療センターAIDS/HIV 総合治療セン 

   ター・HIV 専任看護師 

谷村 憲司  神戸大学大学院医学研究科外科系講座産科婦人科学分野講師 

森實 真由美 神戸大学大学院医学研究科外科系講座産科婦人科学分野講師 

木内 英   東京都立大塚病院小児科医員 

研究要旨： 

当研究分担班の研究目的並びに方法は、市民公開講座の企画や他の団体や機関によるセミナーとの

連携を行い、研究成果を広く周知するとともに、SNS を用いて性感染症全般に関する情報発信を行う。

また、妊婦の HIV スクリーニング検査や妊婦健診の重要性及び各種性感染症に関する情報の普及啓発

を目的に、日本産婦人科感染症学会の協力のもと、「HIV や梅毒をはじめとする性感染症に関する小冊

子」の刊行を目指す。 

 今年度は 

 第 25 回 AIDS 文化フォーラム in 横浜（2018 年 8 月 3 日（金）～5 日（日）、会場；かながわ県

民センター）に参加した。一般市民参加型の公開講座を開催し、市民の HIV 感染妊娠に関する認

識と知識の向上を目指した。 

 また、医療従事者への啓発として国立病院機構関門医療センターにて職員向け講演「HIV 感染妊

婦の経腟分娩について（HIV/AIDS の現状）」を行った（11 月 15 日）。 

 SNSによる啓発としてはHIVをはじめとする性感染症全般に関する情報発信目的のTwitterアカウ

ント（https://twitter.com/HIVboshi）を立ち上げた。 

 「HIV や梅毒をはじめとする性感染症に関する小冊子」に関しては、編集方針や配布経路の検討を行

った。 

 

A.研究目的 

国民に根強く残る HIV/AIDS への偏見を解消し、

HIV 母子感染のみならず、性感染症全般と、その

妊娠への影響に対する国民の理解向上および予
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防啓発に寄与する。 

 

B.研究方法 

行政や HIV 関連諸団体との連携を密にし、市民

参加型の公開講座などで、当研究班の研究成果を

広く国民に周知することにより、国民の HIV 感

染妊娠及び性感染症全般に関する認識と知識の

向上を図る。当研究分担班から国民に発信する情

報の主眼は、①性感染症全般に関する現状及び予

防策の紹介、②性感染症のひとつである HIV 感

染症の現状と予防策の紹介、③HIV 母子感染の現

状と予防策の紹介などである。 

具体的な活動としては、例年全国各地域（横浜、

京都）で行われている AIDS 文化フォーラムへの

参加を予定しているほか、SNS を用いて性感染症

全般に関する情報発信を行う。また、妊婦の HIV

スクリーニング検査や妊婦健診の重要性及び各

種性感染症に関する情報の普及啓発を目的に、日

本産婦人科感染症学会の協力のもと、「HIV や梅

毒をはじめとする性感染症に関する小冊子」の刊

行を目指す。 

（倫理面への配慮） 

講演会の実施、SNS での投稿内容の作成に際し

ては、HIV 陽性者の心情に十分配慮した。 

 

C.研究結果 

第 25 回 AIDS 文化フォーラム in 横浜（2018

年 8 月 5 日（日）、会場；かながわ県民センタ

ー）「HIV 感染と妊娠・出産」：参加者 11 名 

研究班発足から間もなく、パンフレットへの出

展の記載がなかったこともあり参加者はやや

少数となった。（同じく発足の時期の関係から、

例年参加している佐賀の文化フォーラムには

参加できなかった。）日本における HIV 感染妊

娠の現状について研究班の調査結果について

報告した。HIV 感染妊娠は年間 40 例前後で推

移しており、近年では HIV 感染判明後の妊娠

が増加傾向にある。日本においては、母子感染

予防対策（①HIV スクリーニングによる感染の

診断、②抗 HIV 療法、③選択的帝王切開術に

よる分娩、④帝王切開時の AZT 点滴、⑤出生

児への AZT シロップ投与、⑥人工栄養）を完

全に実施すれば、母子感染をほぼ防止できるよ

うになっている。実際 2000 年以降、すべての

感染予防対策が確実の行われた症例から HIV

母子感染が成立したという報告はない。しかし、

医療機関への適切なアクセスができなかった

分娩例においては HIV 母子感染が散見されて

いる。諸外国においては HIV RNA 量が検出感

度未満の場合は経腟分娩を推奨する流れにな

っており、日本においても帝王切開の必要性に

ついて議論されていることなどを報告した。 

参加者とは報告データや HIV 感染者の妊娠・

出産に関してディスカッションを行った。アン

ケート結果では興味深い内容であったとの感

想が多くあった。 

第 8 回 AIDS 文化フォーラム in 京都（2018 年

9 月 30 日）も同様の内容で出展予定だったが台

風のため中止となった

（http://hiv-kyoto.com/latestForum/index.ht

ml）。 

国立病院機構関門医療センター職員向け講演

「HIV 感染妊婦の経腟分娩について（HIV/AIDS

の現状）」（2018 年 11 月 15 日（木））参加者約

30 名 

HIV／AIDS 研究・診療の歴史、海外と日本の HIV

母子感染予防対策の比較、日本における HIV 感

染妊娠の現状について、本研究班作成のガイドラ

インの提示と経腟分娩の可能性について講演を

行った。経腟分娩受け入れ態勢の充実に何が必要

か、HIV 感染者が日本で減少傾向とならない理由

などが議論になった。 

SNS による啓発（資料 1） 

Twitter アカウント「HIV 母子感染予防研究班」

（https://twitter.com/HIVboshi）を立ち上げた。

現在、bot（自動投稿）により HIV の一般的知

識、母子感染と他の性感染症（主に梅毒）に関

する啓発内容12項目を定期的に投稿している。

2019 年 1 月 22 日現在、フォロワー数 95 名で

日々増加傾向にある。妊娠初期検査で HIV 陰

http://hiv-kyoto.com/latestForum/index.html
http://hiv-kyoto.com/latestForum/index.html
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性だった妊婦からの母子感染が 2000 年以降 6

例発生しているという投稿には100件以上のリ

ツイートがついており、当アカウント宛のコメ

ントも活発に行われている。 

「HIV や梅毒をはじめとする性感染症に関する

小冊子」 

当分担班のメーリングリストを作成し編集検討

体制を構築した。自治体、保健所などで一般市民

が手に取りやすい媒体である必要があることか

ら、A5 判 20 ページ前後および／あるいは A4 三

つ折りなどでイラストを多用した内容とし、QR

コードなどで Web との連携を図った内容とする

方針とした。項目は HIV、HTLV-I、B・C 型肝炎、

トキソプラズマ、サイトメガロウイルス、風疹、

ヘルペス、梅毒、淋菌、クラミジア、パルボウイ

ルスなどとする。 

 

D.考察 

今年度のAIDS文化フォーラム参加は 1か所の

みで、参加人数も少数にとどまった。参加者の

反応は良好であり、来年度は当初より参加に向

けて準備可能であることから、従来の佐賀、横

浜、京都の 3 か所に加え、名古屋、陸前高田の

フォーラムへも参加を検討したい。これらの取

り組みにより参加人数の増加が期待でき、参加

者を経由して発表内容が周囲にも伝わること

で、正しい知識や予防意識の普及につながると

考えられる。 

 また、固定した地域での定期開催イベント以

外にも当研究班独自の市民公開講座、また、

HIV/AIDSに特化したイベントとは別に大学の

学園祭などへの参加もこれから生殖年齢を迎

える若者への啓発活動として重要であり、検討

してゆきたい。 

 性感染症に関する小冊子は一般市民が容易

に手にできる形で作成することにより自治体

や保健所での啓発資料として活用が期待され

るほか、AIDS 文化フォーラムや学園祭などで

の配布資料としての活用も期待でき、早期の完

成を目指したい。配布経路に関してはさらに検

討が必要である。 

 

E.結論 

国民への HIV 母子感染予防及び一般性感染症

に関する認識、知識の向上を目的として今年度

第 25 回 AIDS 文化フォーラム in 横浜（2018

年 8 月 3 日（金）～5 日（日）、会場；かながわ

県民センター）に参加するほか医療従事者への

啓発として国立病院機構関門医療センターに

て職員向け講演「HIV 感染妊婦の経腟分娩につ

いて（HIV/AIDS の現状）」（11 月 15 日（木））

を行い一定の成果を得た。 

 HIV をはじめとする性感染症全般に関する情

報 発 信 目 的 の Twitter ア カ ウ ン ト

（https://twitter.com/HIVboshi）を立ち上げフォ

ロワーは日々増加している。 

 「HIV や梅毒をはじめとする性感染症に関する

小冊子」の編集方針や配布経路の検討を行った。 
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次の職員の平成 30年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相皮等のヽ管鐘経野

いては以下のとおりです。

1.研究事業名  平イズ対策政策研究事業

2.研究課題名

3.研究者名

HⅣ感染者の妊娠 。出産 `予後に関する疫学的・コホー ト的調査研究と情報め普及啓発法
の開発ならびに診療体制の整備と均てん化に関する研究

(所属部局・職名) 周産期母子医療センター・ヤンター長 兼 産婦人科・部長

(氏名・フリガナ) 喜多 恒和 。キタ ツネカズ

(※ 1)当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ
クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。

その他 (特記事項 )

(※2)未審査に場合は、その理由を記載すること。
(※3)廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」や「臨床研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。

5.厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について

4.倫理審査の状況

該当性の有無

有  無

左記で該当がある場合のみ記入 (※ 1)

審査済み   審査した機関 未審査 (※2)

ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針 □   ■ □ □

遺伝子治療等臨床研究に関する指針 □   ■ □ □

人を対象とする医学系研究に関する倫理指針 (※ 3) ■   □ ■ 奈良県総合医療センター □

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針
□   ■ □ □

その他、該当する倫理指針があれば記入すること

(指針の名称 :               ) □   ■ □ □

研究倫理教育の受講状況 受講 日  未受講 □

6.利益相反の管理

当研究機関におけるCOIの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □ (無の場合はその理由 : )

当研究機関におけるCOI委 員会設置の有無 有 ■ 無 □ (無の場合は委託先機関 : )

当研究に係るCOIについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □ (無の場合はその理由 : )

当研究に係るCOIに ついての指導・管理の有無 有 □ 鉦
い

)■ (有の場合はその内容 :

(留意事項) ・該当する□にチェックを入れること。
・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。
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次の職員の平成 30年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につ

いては以下のとおりです。

1 研究事業名  エイズ対策政策研究事業

HIV感染者の妊娠・出産・予後に関する疫学的・ コホτ 卜的調査研究と情報の普及啓発法
2.研究課題名 の開発ならびに診療体制の整備 と均てん化に関する研究

3.研究者名  (所属部局・職名) 医学部  ・ 准教授

(氏名・フリガナ) 吉野 直人  ・ ヨシノ ナオ ト

(※ 1)当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ
クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査Jにチェックすること。

その他 (特記事項 )

(※2)未審査に場合は、その理由を記載すること。
(※3)廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」や 「臨床研究に関する倫理指針Jに準拠する場合は、当該項目に記入すること。

5.厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について

4.倫理審査の状況

該当性の有無

有  無

左記で該当がある場合のみ記入 (※⊃

審査済み   審査した機関 未審査 (※

"
ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針 □   ■ □ □

遺伝子治療等臨床研究に関する指針 □   ■ □ □

人を対象とする医学系研究に関する倫理指針 (※め ■   □ ■ 岩手医科大学 □

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針
□   ■ □ □

その他、該当する倫理指針があれば記入すること

(指針の名称 :              ) □   ■ □ □

研究倫理教育の受講状況 受講 ■  未受講 □

(留意事項) ・該当する□にチェックを入れること。
・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。

6.利益相反の管理

当研究機関におけるCOIの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □ (無の場合はその理由 )

当研究機関におけるCOI委 員会設置の有無 有 ■ 無 □ (無の場合は委託先機関 : )

当研究に係るCOIに ついての報告・審査の有無 有 □ 笠 ■ (無の場合はその理由 :経済的な利益関係はないため)

当研究に係るCOIに ついての指導・管理の有無 有 □ )
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Ⅲ V感染者の妊娠・出産 。予後に関する疫学的・コホー ト的調査研究と情報の普及啓発法
2.研究課題名 の開発ならびに診療体制の整備と均てん化に関する研究

3.研究者名  (所属部局・職名) 産婦人科 。医長

(氏名 。フリガナ) 杉浦 敦・スギウラ アツシ

4.倫理審査の状況
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左記で該当がある場合のみ記入 (※ 1)

審査済み   審査した機関 未審査 (※の

ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針 □   ■ □ □

遺伝子治療等臨床研究に関する指針 □   ■ □ □

人を対象とする医学系研究に関する倫理指針 (※め ■   □ ■ 奈良県総合医療センター □

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針
□   ■ □ □

その他t該当する倫理指針があれば記入すること

(指針の名称 :               ) □   ■ □ □

(※ 1)当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ
クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。

その他 (特記事項)

(※2)未審査に場合は、その理由を記載すること。
(※3)廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」や「臨床研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。

5.厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について

研究倫理教育の受講状況 受講 ■  未受講 □

6.利益相反の管理

(留意事項) ・該当する□にチェックを入れること。
・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。

当研究機関におけるCOIの 管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □ (無の場合はその理由 : )

当研究機関におけるCOI委 員会設置の有無 有 ■ 無 □ (無の場合は委託先機関 : )

当研究に係るCOIに ついての報告・審査の有無 有 ■ 無 口 (無の場合はその理由 : )

当研究に係るCOIに ついての指導・管理の有無 有 □ 無 ■ (有の場合はその内容 : )
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次の職員の平成 30年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につ

いては以下のとおりです。

1.研究事業名  エイズ対策政策研究事業

2.研究課題名

3,研究者名

HIV感染者の妊娠 。出産 。予後に関する疫学的・コホート的調査研究と情報の普及啓発法
の開発ならびに診療体制の整備と均てん化に関する研究

(所属部局・職名) 小児科 。医師

(氏名・フリガナ) 田中瑞恵・タナカミズエ

国立国際

理事長

4.倫理審査の状況

該当性の有無

有  無

左記で該当がある場合のみ記入 (※ 1)

審査済み   審査した機関 未審査 (※ D

ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針 □   ■ □ □

遺伝子治療等臨床研究に関する指針 □   ■ □ □

人を対象とする医学系研究に関する倫理指針 (※ 3) ■   □ □ 国立国際医療研究センター □

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針
□   ■ □ □

その他、該当する倫理指針があれば記入すること

(指針の名称 :               )
□   ■ □ □

(※ 1)当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ

クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。

その他 (特記事項)

(※ 2)未審査に場合は、その理由を記載すること。
(※3)廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」や「臨床研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。

5。 厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について

研究倫理教育の受講状況 受講 ■  未受講 □

(留意事項) ・該当する□にチiッ クを入れること。
・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。

6.利益相反の管理

当研究機関におけるCOIの 管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □ (無の場合はその理由 : )

当研究機関におけるCOI委 員会設置の有無 有 ■ 無 □ (無の場合は委託先機関 : )

当研究に係るCOIに ついての報告・審査の有無 有 ■ 無 □ (無の場合はその理由 : )

当研究に係るCOIに ついての指導・管理の有無 有 □ 毎ハ
)■ (有の場合はその内容 :



膨1年 3月 フσ 日
厚生労働大臣
(昌難 嘉 騨 鶏 解 饗 饉 誤 )殿
(                                    )

氏  名

次の職員の平成 30年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につ

いては以下のとおりです。

1.研究事業名  エイズ対策政策研究事業

HIV感染者の妊娠・出産 。予後に関する疫学的・コホー ト的調査研究と情報の普及啓発法
の開発ならびに診療体制の整備と均てん化に関する研究2.研究課題名

3.研究者名

(氏名 。フ リガナ )

人VI 外孝彰

度彿ノみ
4.倫理審査の状況

該当性の有無

有  無

左記で該当がある場合のみ記入 (※ 1)

審査済み   審査した機関 未審査 (※
"

ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針 □   日 □ □

遺伝子治療等臨床研究に関する指針 □ 〆 □ □

人を対象とする医学系研究に関する倫理指針 (※ 3) □  M″ □ □

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針
□  〆 □ □

その他、該当する倫理指雀十があれば記入すること

(指針の名称 :               ) □  ♂ □ □

(※ 1)当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済みJにチェッ
クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。

その他 (特記事項 )

(※ 2)未審査に場合は、その理由を記載すること。
(※ 3)廃上前の「疫学研究に関する倫理指針」や「臨床研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。

5.厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について

研究倫理教育の受講状況 受講 〆  未受講 □

6.利益相反の管理

当研究機関におけるCOIの 管理に関する規定の策定 有 ご 無 □ (無の場合はその理由 : )

当研究機関におけるCOI委 員会設置の有無 有 ビ 無 □ (無の場合は委託先機関 : )

当研究に係るCOIに ついての報告・審査の有無 有 ビ 無 □ (無の場合はその理由 : )

当研究に係るCOIに ついての指導・管理の有無 有 □ 無 図 (有の場合はその内容 :                 )

(留意事項) ・該当する□にチェックを入れること。
・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。



平成31年   4月    8日
厚生労働大臣
値藁獲要名品食保燐紹勇彩崎井長)殿
(                                  )

機関名 国立国際医馨寄堤竃       :
所属研究機関長 職 名  理事長

:  ^三  |■ 11

1 : ■
'|  ■

次の職員の平成 30年度厚生労働科学研究費の調査研究[お[る:薦菖盆rflif1111』 :[11::::::
いては以下のとおりです。

1.研究事業名  エイズ対策政策研究事業

HIV感染者の妊娠 :出産 。予後に関する疫学的・コホート的調査研究と情報の普及啓発法
2.研究課題名 の開発ならびに診療体制の整備と均てん化に関する研究

3.研究者名  (所属部局・職名) 産婦人科  産科医長・6階西病棟医長

(氏名 。フリガナ) 定月 みゆき・サダッキ ミユキ

(※ 1)当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員
クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。

その他 (特記事項 )

4.倫理審査の状況

該当性の有無

有  無

左記で該当がある場合のみ記入 (※ 1)

審査済み   審査した機関 未審査 (※ 2)

ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針 □   ■ □ □

遺伝子治療等臨床研究に関する指針 □   ■ □ □

人を対象とする医学系研究に関する倫理指針 (※ 3) ■   □ ■ □

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針        ,
□   ■ □ □

その他、該当する倫理指針があれば記入すること

(指針の名称 :               )
□   ■ □ □

Xlヽ 当 諺 語 空 著 が 「 当た り樽牛すべき倫理指斜に関する倫 IFJ参 目会の審杏が済ス′でいる場合 lt、
「審杏済 み |にチ

(※ 2)未審査に場合は、その理由を記載すること。
(※ 3)廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」や「臨床研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。

5.厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について

研究倫理教育の受講状況 受講 ■  未受講 □

(留意事項) ・該当する□にチェックを入れること。
・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。

6.利益相反の管理

当研究機関におけるCOIの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □ (無の場合はその理由 : )

当研究機関におけるCOI委 員会設置の有無 有 ■ 無 □ (無の場合は委託先機関 : )

当研究に係るCOIに ついての報告 。審査の有無 有 ■ 無 □ (無の場合はその理由 : )

当研究に係るCOIに ついての指導・管理の有無 有 □ )缶
小
■ (有の場合はその内容 :
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HIV感染者の妊娠・出産・予後に関する疫学的・コホー ト的調査研究と情報の普及啓発法
の開芥ならびに診療体告||の整備 と均てん化に関する研究

(所属部局・職名)産婦人科部長

号

日

６

２

７

２

厚生労働大臣
(         )殿
(                                     )

機関名 東京都

所属研究機関長 職 名 病院長

氏  名

次の職員の平成 30年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相
いては以下のとおりです。

1.研究事業名  エイズ対策政策研究事業

2.研究課題名

3.研究者名

東京都立大塚病院

(氏名・フリガナ)潮ヒ原 祥人 。モモハラ ヨシヒト

4.倫理審査の状況

該当性の有無

有  無

左記で該当がある場合のみ記入 (※ 1)

審査済み   審査した機関 未審査 (※
"

ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針 □   ■ □ □

遺伝子治療等臨床研究に関する指針 □   ■ □ □

人を対象とする医学系研究に関する倫理指針 (※め □   ■ □ □

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針
□   ■ □ □

その他、該当する倫理指針があれば記入すること

(指針の名称 :               ) □   ■ □ □

(※ 1)当該研究者が当該研究を実施す るに当た り遵守すべき倫理指針に関す る倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み |にチェッ
クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査Jにチェックすること。

その他 (特記事項)

(※ 2)未審査に場合は、その理由を記載すること。
(※3)廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」や「臨床研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。

5.厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について

研究倫理教育の受講状況 受講 ■  未受講 □

6.利益相反の管理

(留意事項) ・該当する□にチェックを入れること。
・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。

当研究機関におけるCOIの 管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □ (無の場合はその理由 : )

当研究機関におけるCOI委員会設置の有無 有 ■ 無 □ (無の場合は委託先機関 : )

当研究に係るCOIについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □ (無の場合はその理由 : )

当研究に係るCOIに ついての指導・管理の有無 有 □ 霊
小

)■ (有の場合はその内容 :


